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第 1 章 イントロダクション 

 

 

1. 研究の背景と問題意識 

 

近年、ある製品・サービス市場において一定の市場地位を築いたプラットフ

ォーム（platform）ビジネスが、その地位を維持できない、あるいは、財務パ

フォーマンスやユーザー獲得に関する成長の伸びが鈍化するといった現象がし

ばしば確認される（McIntyre, Srinivasan, & Chintakananda, 2021）。  

プラットフォームビジネスとは、プラットフォームを提供するプラットフォ

ーム企業と、プラットフォームが提供する製品・サービスと合わさって利用さ

れる補完製品・サービス（以下、補完品）を提供する補完者、そしてエンドユ

ーザー（以下、ユーザー）という、それぞれタイプの異なるプレイヤーから構

成されることで初めて価値を持つビジネスを指す（e.g., Hein, Schreieck, 

Riasanow, Setzke, Wiesche, Böhm, & Krcmar, 2020; Karhu & Ritala, 2021; 根来 , 

2017）。  

プラットフォームビジネスの代表的な分類としては、（1）コミュニケーショ

ンや取引の媒介となる媒介型プラットフォーム、（2）顧客の求める製品・サー

ビスの基盤となる基盤型プラットフォームの 2 つに大別する見方が有力である

（e.g., Cusumano, Gawer, & Yoffie, 2019; Negoro & Ajiro, 2013; 根来 , 2017）。詳

細は第 2 章で述べるが、本論文では、上記の分類のうち前者の媒介型プラット

フォームを対象とし、とりわけ、ユーザー（消費者）生成コンテンツ（user 

generated content：以下、UGC と表記することがある）によって成立する、

CGM 型（consumer generated media-type）のプラットフォームを研究の対象と

する。  

プラットフォームビジネスは、それを構成するプレイヤー間に働くネットワ

ーク効果によって、市場においてドミナント（dominant）な地位を形成してい

た、つまり、一人勝ち（winner takes all）あるいはリーダーとしての立場を築

いた既存プラットフォームが競争力や市場地位を獲得・維持しやすい性質があ
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るとされる（McIntyre & Srinivasan, 2017）。ここで、ネットワーク効果には、

ユーザー数が増加するほど、ユーザーが知覚するプラットフォーム利用に関す

る便益が高まる直接ネットワーク効果と、ユーザー数が増加するほど、ユーザ

ーとは異なるプレイヤーである補完者が知覚するプラットフォーム利用に関す

る便益が高まる間接ネットワーク効果（ユーザーと補完者が逆の関係でも成立

する）の 2 種類が存在する（e.g., Katz & Shapiro, 1985; Shapiro & Varian, 

1998）。  

詳細は後述するが、経営学分野における初期のプラットフォーム研究におい

ては、プラットフォーム企業が自社のユーザーと補完者（補完品）の基盤の大

きさをいかに構築することで、ネットワーク効果を通じた競争力を確保するか

ということが主な論点となっていた（e.g., Cusumano et al., 2019; Hagiu & 

Yoffie, 2009; Moazed & Johnson, 2016; Parker & Van Alstyne, 2005）。実際、いわ

ゆる「GAFA」に代表されるように、近年、Google や Amazon といった巨大プ

ラットフォームが、多くのユーザーや補完者を集客・動員することに成功し、

市場でドミナントな地位を築いている（Galloway, 2017）。  

本論文の問題意識は、このような巨大プラットフォームによる特定市場の独

占・寡占の事例が存在する一方で、ネットワーク効果を享受しやすいはずの、

ドミナントな地位にある既存プラットフォームの競争力がなぜ低下したり、持

続しなかったりする事例があるのかという点にある。  

つまり、具体的には後述するが、本論文は成熟段階（成熟期）にある CGM

型のプラットフォームビジネス（成熟プラットフォームビジネス）の競争力低

下のメカニズムを検討するものである。本論文で、プラットフォームビジネス

の成熟段階とは、一度市場地位を築いた競争力を有する既存プラットフォーム

企業が成長スピードを低下させたり、市場地位を低下させたりする局面である

とする（第 2 章参照）。また、本論文において、プラットフォームの競争力

は、ユーザーの利用率や利用者数という、他プラットフォームと比較可能な相

対的指標として捉える（第 2 章と第 3 章、また、各事例研究における計測方法

は該当の各章を参照）。  
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2. 研究の目的 

 

こうした市場での競争力を維持できなくなるプラットフォームの中には、プ

ラットフォームビジネスに関する既存研究の多くで分析対象となってきた、

PC やスマートフォンのアプリケーション（以下、アプリと表記することがあ

る）やソフトウェア（e.g., Boudreau, 2012; Tiwana, 2015）、あるいはビデオゲ

ーム機（e.g., Rietveld & Eggers, 2018; Zhu & Iansiti, 2012）、ソーシャルネット

ワーキング・サービス（social networking service：以下、SNS）やウェブポー

タル、そして、ライドシェアリングサービスなど多くの事例がある

（Cusumano et al., 2019）。  

上記の例示が示す通り、競争力を維持できなくなるプラットフォームの事例

の種類が多様であることもあり、成熟プラットフォームの競争力低下のメカニ

ズムは、全部を一度に一般化することは難しいと思われる。そこで、先述の通

り、本論文では媒介型プラットフォームの中の CGM 型プラットフォームの特

性に焦点を当てて、CGM 型プラットフォーム特有の競争力低下のメカニズム

を議論する。  

ここではまず、本論文が CGM 型プラットフォームに着目する背景の概略を

説明したうえで、本論文の目的を示す。CGM 型プラットフォームとは、専門

家が作成・公開していないインターネット上のコンテンツ（ユーザー生成コン

テンツ：UGC）によって成立するプラットフォームのことを指し、本論文で

は「プラットフォームビジネスの参加プレイヤーである消費者によって生成さ

れる情報を、他の参加プレイヤーに媒介・仲介するための手段・方法を提供す

るプラットフォーム」と定義される（第 3 章参照）。具体的には、表 1-1 に示

されているような、SNS や動画共有サイト、口コミサイトやナレッジコミュ

ニティなどが事例となる。  

詳細は第 2 章で述べるが、CGM 型プラットフォームは、ユーザーと補完者

を明確に切り分けることが困難であり、経営学分野における既存のプラットフ

ォーム研究の考え方だけでは、その固有の特徴を捉えることが難しい。例え

ば、当該プラットフォームにおいては、ユーザー・補完者の行動の動機が経済

的動機だけではない（Boudreau & Jeppesen, 2015）、ユーザー・補完者が投稿コ
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ンテンツの品質を維持しようとするインセンティブが少ない（Bughin, 2007）

といった特性がある。  

 

表 1-1 CGM 型プラットフォームの例 

 

 

 

注：全ての CGM 型プラットフォームの分類を示したものではない。また、本論文は日本国内

の CGM 型プラットフォームを分析対象とするが、ここでは具体的なサービス例として海外

のサービスも取り上げている。  

出所：筆者作成  

 

また、CGM 型プラットフォームは、ユーザーのスイッチングコストが低

く、複数サービスのマルチホーミング（multi-homing: 複数同時並行利用）も

行いやすい（Subramanian, Mitra, & Ransbotham, 2021）。つまり、特定のプラッ

トフォームがユーザー・補完者をロックインすることが困難な側面があるた

め、ユーザーの嗜好や基盤技術といった事業環境が変化することで、競争力が

低下しやすいと予想される（この特性は、CGM 型プラットフォーム固有では

ないが、多くの CGM 型プラットフォームは上述の通りマルチホーミングしや

すいため、当該特性を有する傾向にある）。  

このように、CGM 型プラットフォームの特性は、従来のプラットフォーム
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ビジネスで議論されてきたものとは異なる部分があるにも関わらず、既存研究

においては、主として媒介型プラットフォームの一部として議論がなされてき

ており、これらの特性を踏まえた検討が不足していたと考えられる。  

そこで本論文では、「成熟段階にある CGM 型プラットフォームは、なぜ、

どのようにして、競争力を低下させたり、持続させることができなかったりす

るのか」を明らかにすることを、論文全体の大きな研究目的とする。さらに

は、「その競争力低下への対処策として、どのような方法があり得るか」につ

いても萌芽的検討を行うことを副次的目的とする。  

 

 

3. 本論文の構成 

 

上述した背景や目的に基づき、本論文は、本章（第 1 章）を含む全 7 章構成

をとる（図 1-1）。  

第 2 章においては、経営学分野におけるプラットフォーム研究に関する既存

研究のレビューを行う。まず、本論文が着目するプラットフォームの大きな分

類としての媒介型プラットフォームについての概略を示したうえで、本論文が

焦点を当てる、競争力を構築した既存プラットフォームが直面する課題を、成

熟段階にある媒介型プラットフォームの競争力向上の促進・阻害要因として整

理する。そのうえで、既存の媒介型プラットフォームに関する研究が、プラッ

トフォーム上で媒介される財の性質や構造の異なるプラットフォームを一括り

にした検討を行っていることに着目し、本論文の分析対象である CGM 型プラ

ットフォームに焦点を当てた検討を行う必要性があることを述べる。そこで

は、CGM 型プラットフォームの構造やユーザー・補完者の行動の動機といっ

た、CGM 型プラットフォーム特有の性質を整理する。  

第 3 章では、本論文の分析の視座とリサーチ・クエスチョンを具体的に設定

し、研究方法を提示する。本論文では、成熟段階にある CGM 型プラットフォ

ームの競争力低下のメカニズムを検討するにあたり、プラットフォーム企業に

よるユーザー・補完者の「エンゲージメント（engagement）」のマネジメント

を、分析の視座として導入する。エンゲージメントとは、顧客と企業の間ある
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いは顧客間で行われる、購買行動以外の企業に対する貢献や関与、愛着を意味

する概念（e.g., Harmeling, Moffett, Arnold, & Carlson, 2017; Kumar & Pansari, 

2016）であり、CGM 型プラットフォームにおいては、テキスト・写真・動画

等の投稿、他者の投稿へのコメントなどの具体的なエンゲージメント行動とし

て現れる。つまり、エンゲージメント行動は CGM 型プラットフォームの提供

サービスの中核を成すものである。第 3 章では、CGM 型プラットフォームの

競争力の低下という問題を検討する際に、なぜエンゲージメント概念が鍵とな

るのかということを示し、そのうえで、事例研究のための分析枠組みを構築す

る。さらに、本論文のリサーチ・クエスチョンと研究方法、具体的には事例研

究の方法と事例の選択理由・基準、調査・情報収集方法などを示す。  

第 4 章から第 6 章にかけては、3 つの CGM 型プラットフォームの事例研究

を行う。第 4 章では、レシピサイトの「クックパッド」の事例を取り上げるこ

とで、同プラットフォームが、基盤技術の変化や代替品の市場参入といった環

境変化を認識していながらも、既存のエンゲージメント行動のマネジメントを

基にしたビジネスモデルによる事業展開を続け、競争力を低下させてしまった

というプロセスが分析される。  

第 5 章では、SNS の「ミクシィ（mixi）」の事例分析を行う。そこでは、ミ

クシィが自社プラットフォームの基盤拡大を目的として行った施策や、海外の

巨大 SNS の日本市場への参入を契機としてとった経営行動が、同サービスの

独自性を変容させ、市場地位の低下へと結びついていったプロセスが議論され

る。  

第 6 章では、動画共有サービスの「ニコニコ（niconico）」の事例を、「ニコ

ニコ動画」の事例と、「ニコニコチャンネル」の事例の 2 つから検討する。具

体的には、ニコニコ動画の事例では、同プラットフォームが環境変化に直面し

てユーザー・補完者を失ったプロセスが議論されるとともに、ニコニコチャン

ネルの事例では、ニコニコ動画で培った技術的資源を活用しつつもニコニコ動

画とは異なる補完者からエンゲージメント行動を引き出すことで経営パフォー

マンスをあげることに成功したプロセスが検討される。つまり、この第 6 章の

事例研究は、先述した、成熟段階にある CGM 型プラットフォームの競争力低

下への対処策を萌芽的に検討する内容を含むものとなる。  
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第 7 章では、第 3 章で示したリサーチ・クエスチョン（リサーチ・クエスチ

ョン 1）に沿う形で、第 4 章から第 6 章までの事例分析の議論を総括したうえ

で、比較事例分析を行い、成熟段階にある CGM 型プラットフォームビジネス

の競争力低下メカニズムの一般化を試みる。また、リサーチ・クエスチョン 2

に沿う形で、CGM 型プラットフォームの競争力低下への対処策について検討

する。本章の最後に、本論文の実践的インプリケーションと理論的インプリケ

ーションを示す。さらには、本論文の限界と今後の研究課題を整理する。  

なお、本論文のいくつかの章あるいはその部分は、申請者の公刊済み・公刊

予定論文の内容に基づいている。第 2 章の 1 節と 2 節は、足代（2016）、足

代・木川（2022a）に基づいている。第 4 章、とりわけ 2 節と 3 節は、足代・

木川（2022b）に基づいている。また、第 3 章の 1 節ならびに第 5 章は、原

則、足代（2022）に基づいており、一部、足代（2011）にも基づいている。な

お、本論文の目的や研究・分析内容に適合するよう、上記の各論文の内容は適

宜改訂を行ったうえで、記述している。  
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図 1-1 本論文の構成 

 

 

 

出所：筆者作成  
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第 2 章 既存研究レビュー 

 

 

1. プラットフォーム研究の出現と展開 

 

1-1. プラットフォーム概念の登場 

本節では、まずプラットフォーム研究の理論的背景について整理したうえ

で、初期のプラットフォーム研究においてどのような議論がなされてきたの

か、どのような論点が提起されてきたのかについて検討を行う。  

第 1 章でも述べた通り、プラットフォームビジネスとは、プラットフォーム

を提供するプラットフォーム企業と、プラットフォームが提供する製品・サー

ビスと合わさって利用される補完品を提供する補完者、そしてユーザーとい

う、それぞれタイプの異なるプレイヤーから構成されることで初めて価値を持

つビジネスを指す（Hein et al., 2020; Karhu & Ritala, 2021; 根来 , 2017）。プラ

ットフォームビジネスの特徴となるのは、補完者やユーザーといった、プラッ

トフォーム企業とは異なる性質を持った他プレイヤーの存在を前提としている

点にある。  

もっとも、プラットフォームという概念が経営学の研究において用いられる

ようになった当初、この概念は、技術・製品開発の効率化を目的とした、各技

術・部品の共通要素の標準化を示す概念として用いられていた（e.g., Meyer, 

1997; 延岡 , 2006）。例えば、通信技術のような企業間をまたがる基盤技術や、

液晶技術のような特定企業内の製品開発上の基盤部品などがその例となる。中

でも代表例といえるのが、自動車の複数の製品開発プロジェクト間における部

品の共通化であり、1980 年代から 1990 年代前半にかけて自動車産業におい

て、プラットフォームという概念は技術・製品開発の文脈においては一般的な

ものとなっていった（延岡 , 1996）。  

これらの意味におけるプラットフォームは、プラットフォーム技術・部品

（platform technology / components）と呼べるものであり（Negoro & Ajiro, 

2013）、その適用範囲は特定の企業内あるいは特定の産業・企業間にとどまる
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ものである。本論文においては、このプラットフォーム技術・部品に該当する

プラットフォームは検討の対象外とする。  

 

1-2. プラットフォームビジネスを捉える 2 つの視点 

本論文が検討の対象とするプラットフォームビジネスは、補完者やユーザー

といった、プラットフォーム（企業）とは異なるプレイヤーの存在・参画を前

提として成立するという点において、上記のプラットフォーム技術・部品とは

異なる性質を持つものである。今日的な意味におけるプラットフォームビジネ

スの概念は、1990 年代中盤から 2000 年前後にかけて、大きく 2 つの視点によ

る分析から発展したといえる。  

第 1 には、IT・コンピューター業界の製品・サービスを対象とした分析であ

る（e.g., 出口 , 1995; Gawer & Cusumano, 2002）。この研究群においては、特定

のソフトウェアや規格を基盤として階層的にサービスが提供される、PC や携

帯電話のビジネス（オペレーティングシステム（operating system：以下、

OS）や CPU が基盤）のような産業や製品が分析対象となっている。  

そこでは、例えば Gawer & Cusumano（2002）は、プラットフォームを「さ

まざまな企業によって生産された製品やサービスの 1 つのシステムの中に存在

する、あるコア製品」（邦訳 , p.ⅰ）と捉え、（1）それ自身が進化するシステム

の一部分であり、（2）補完財がなければそれ自身では意味がない（邦訳 , 

p.165）ものとしている。これは、特定の企業以外のプレイヤーが提供する補

完財（補完品）を前提とした考え方であり、今日的なプラットフォームビジネ

スの概念と同一のものであるといえる。  

第 2 は、企業やユーザーなどのプレイヤー間の媒介や仲介を行うサービスを

対象とした分析である（e.g., 今井・國領 , 1994; 國領 , 1995, 1999; 根来・木村 , 

1999）。この研究群が着目するのは、1980 年代後半から 1990 年代にかけて巻

き起こった情報通信技術を利用した電子市場的な取引の進行という現象と、そ

れを対象とした研究である（e.g., Malone, Yates, & Benjamin, 1987; Rayport & 

Sviokla, 1994）。例えば、Malone et al.（1987）は、コンピューターを援用した

市場活動の活発化により、企業間の取引構造やユーザーに対するサービス提供

方法が変化することを論じている。  
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これらの研究はその後、インターネットやその他の電子的手段を用いたプラ

ットフォームビジネスの研究へと発展した。具体例としては、國領（1999）

が、プラットフォームビジネスの提供機能を、（1）取引相手の探索、（2）信用

の提供、（3）経済価値評価、（4）標準取引手順、（5）物流などの諸機能の統

合、の 5 つに整理している。そして、これらの機能を提供している事例とし

て、クレジットカード、中古車のオークションサイト、日雑業界の業界情報イ

ンフラなどをあげている。  

あるいは、根来・木村（1999）も同時期に、インターネットビジネスを分析

対象として、プラットフォームビジネスの持つ取引やコミュニケーションの媒

介・仲介機能を検討している。これらの研究は、プラットフォームビジネス

を、企業とユーザーの間の、あるいはユーザー間の媒介・仲介機能を持つ取引

ネットワークとして捉えていたと考えることができ、後に出現することになる

マルチサイド・プラットフォーム（Eisenmann, Parker, & Van Alstyne, 2006; 

Parker, Van Alstyne, & Choudary, 2016; Hagiu & Yoffie, 2009）に代表される、媒

介型プラットフォームの研究とも問題意識が通底していると考えられる。  

上記の 2 つの研究群が捉えていたプラットフォームは、補完者やユーザーと

いったプラットフォーム企業以外の存在を重視している点、そして、詳細は後

述するが、これらプレイヤーとプラットフォームの結びつきによるプラットフ

ォームの価値の増大にネットワーク効果が働くことを想定しているという点に

おいて、今日的なプラットフォームビジネスとの共通点を見出すことができる

（木川・高橋・松尾 , 2020）。  

こうして 1990 年代中盤から経営学におけるプラットフォームビジネスの研

究が出現し、その後現在に至るまで研究の蓄積が続いている。  

 

 

2. プラットフォームビジネスの種別 

 

2-1. プラットフォームビジネスの分類 

一口にプラットフォームビジネスと言っても、対象となる製品やサービスに

よって、その性質は異なる。第 1 章でも述べた通り、プラットフォームビジネ
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スの競争力を検討する際には、プラットフォームビジネスの種類に付随する問

題について考慮する必要がある。そのため、本節では、プラットフォームビジ

ネスの種別を整理し、本論文の研究対象を明確化する。  

プラットフォームビジネスの代表的な分類としては、名称こそ論者によって

異なるものの、（1）コミュニケーションや取引の媒介となる媒介型プラットフ

ォーム、（2）顧客の求める製品・サービスの基盤となる基盤型プラットフォー

ムの 2 つに大別する見方が有力である（e.g., Cusumano et al., 2019; Negoro & 

Ajiro, 2013; 根来 , 2017）。  

最近では、Cennamo（2021）がこの 2 つとほぼ同義の分類に加え、情報市場

（ information market）のプラットフォームという分類も提案しているが、以降

でレビューする文献のほとんどが Cennamo（2021）による分類以前に登場し

た研究である点や、後述する理由などを踏まえ、この 2 分類をまず検討する。  

 

2-2. 媒介型プラットフォーム 

媒介型プラットフォーム（ interaction-type platform）とは、ユーザーや補完

者といったプラットフォームの参画プレイヤーの間を直接媒介・仲介し、両者

間の取引や価値交換を促進するプラットフォームのことを指す（e.g., 

Eisenmann et al., 2006; Eisenmann, Parker & Van Alstyne, 2011; Hagiu & Yoffie, 

2009; Parker et al., 2016）。  

このプラットフォームに関しては、経済学分野の研究（Rochet & Tirole, 

2003, 2006）に影響を受けた、いわゆるマルチサイド・プラットフォーム

（multi-sided platform）に着目した研究が進展している（Eisenmann et al., 

2006; Parker et al., 2016; Hagiu & Yoffie, 2009）。  

代表例は、Amazon マーケットプレイスのようなショッピングサイト（出品

者が補完者）、VISA のようなクレジットカードサービス（加盟店が補完者）

である。媒介型プラットフォームに関しては、ユーザーと補完者という性質の

異なるプレイヤーを媒介・仲介することがプラットフォームの機能となるた

め、ユーザーはもちろんのこと、いかにしてプラットフォームに補完者を動員

するかということが重要な論点となる。  

 



 

18 

 

2-3. 基盤型プラットフォーム 

基盤型プラットフォーム（ layer-type platform）とは、企業が補完品と合わさ

ってユーザーへの価値を生み出す際の中核的な技術的基盤を提供するプラット

フォームを指す（e.g., Karhu & Ritala, 2021; 根来 , 2017）。  

この分類のプラットフォームにおける基盤とは、プラットフォームに参加す

る企業が利用できる中核的な技術的アーキテクチャを指す（Cennamo, 2021）。

ここで、アーキテクチャとは「どのモジュールがシステムの構成要素となり、

どのように機能するかを特定するもの」（Baldwin & Clark, 1997, 邦訳 , p.41）

を指し、インターフェースとは「どのようにモジュールが相互作用するか、相

互にどう置けるか、つながるか、情報交換するかという点を詳細まで規定する

もの」（Baldwin & Clark, 1997, 邦訳 , p.41）を指す。  

基盤型プラットフォームの例としては、Windows や Android のような PC や

スマートフォンの OS が該当し、この場合ソフトウェアやアプリが補完品とな

る。また、ビデオゲームのハードも代表的な基盤型プラットフォームの例であ

り、この場合ゲームソフトが補完品となる。  

つまり、これらの例示からも分かるように、基盤型プラットフォームに関す

る議論は、前節で確認したプラットフォーム研究の出現期における IT・コン

ピューター業界の製品・サービスを対象とした検討（e.g., 出口 , 1995; Gawer 

& Cusumano, 2002）と問題意識が通底している。基盤型プラットフォームに関

しては、例えばアプリやゲームソフトが、スマートフォンやビデオゲームの有

する価値に関わるように、補完品の種類や機能がプラットフォームビジネス全

体の競争力へと結びつく特徴を有している。  

 

2-4. 本論文の対象とプラットフォームビジネスの現実 

このように、プラットフォームビジネスの分類は大きく 2 つに大別できる

が、本論文が対象とするのは、前者の媒介型プラットフォームである。また、

前述の通り、媒介型プラットフォームの部分集合となる、SNS や口コミサイ

ト、動画共有サイトといった、CGM 型プラットフォームを対象とする。CGM

型プラットフォームに特徴的な性質については後述する。  

なお、現実的には、プラットフォームビジネスがこれら 2 つの種別に関わる
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機能を同時に備えていることもある（e.g., Cusumano et al., 2019; Negoro & 

Ajiro, 2013; 根来 , 2017）。例えば、Facebook は、SNS としてユーザー同士を媒

介・仲介する機能を有すると同時に、ゲームサービスのアプリ開発業者にとっ

ては基盤としての位置づけも持つ。こうした現象について、例えば Cusumano 

et al.（2019）は、2 つのプラットフォームの分類 1が重なる「ハイブリッド・

プラットフォーム（hybrid platform）」という考え方を提案し、基盤型プラット

フォームとして事業を開始したプラットフォームが、媒介型プラットフォーム

としての側面を追加していくような現象（逆のパターンも然り）を検討してい

る。  

現実的なプラットフォームビジネスには、確かにハイブリッド・プラットフ

ォームの特徴を持つプラットフォームビジネスも確認される。しかし、一方

で、2 つのプラットフォームそれぞれの性質や提供機能は異なり、それぞれに

独自の論点も存在している。本論文ではこのことに着目し、2 つのプラットフ

ォームの分類を前提として、どのような要因が成熟した媒介型のプラットフォ

ーム、特に CGM 型プラットフォームビジネスの競争力を低下させるのかとい

う点について考察する。  

 

 

3. ネットワーク効果とチキン・エッグ問題の克服 

 

3-1. ネットワーク効果と一人勝ち 

プラットフォームビジネスの特徴を捉えるうえで重要となる概念の 1 つが、

ネットワーク効果である。ネットワーク効果とは、主に経済学分野において用

いられるようになった概念であり、ユーザー数の増大につれて、ユーザーが当

 

1 Cusumano et al.（2019）は、2 つのプラットフォームの分類について、トランザク

ション・プラットフォーム（ transaction platform）とイノベーション・プラットフォ

ーム（ innovation platform）という用語を用いている。前者は、本論文で言う媒介型プ

ラットフォームと、後者は基盤型プラットフォームと、指し示す機能や対象がほぼ同

一である。  



 

20 

 

該製品から得られる便益が増大する効果を指す（Katz & Shapiro, 1985）。本論

文が対象とする媒介型プラットフォーム、例えば SNS や口コミサイト、ナレ

ッジコミュニティ等の市場においては、製品やサービスのユーザー数が増加す

るほど、ユーザーが知覚する当該製品やサービスの利便性が高まる。  

プラットフォームビジネスにおけるネットワーク効果に関しては、直接ネッ

トワーク効果と間接ネットワーク効果が存在する。直接ネットワーク効果は、

ユーザー数が増加するほど、ユーザーが知覚するプラットフォーム利用に関す

る便益が高まる効果を指す。これは、上述の経済学由来のネットワーク効果の

本来的意味と同様である。  

一方、間接ネットワーク効果は、ユーザー数が増加するほど、ユーザーとは

異なるプレイヤーである補完者が知覚するプラットフォーム利用に関する便益

が高まる効果を指す（ユーザーと補完者が逆の関係でも成立する）。例えば、

SNS においては、ユーザー数が増加するほど、当該 SNS で利用できるサード

パーティアプリ（例：アクセス解析サービス）の開発業者（補完者）数も増加

し、当該 SNS の価値は向上していく。また、Amazon マーケットプレイスのよ

うなショッピングサイトにおいては、出店者（補完者）数が増加するほど、買

物客（ユーザー）数が増加し、ショッピングサイトの価値が向上していく。  

プラットフォームビジネスにおいては、プラットフォーム（企業）を介する

ことで、ユーザーや補完者の間でこれらのネットワーク効果が働くことが特徴

とされてきた。そして、既存研究においては、ネットワーク効果をうまくマネ

ジメントすることで、自らのプラットフォームビジネスの価値を向上させるこ

とが、特定のプラットフォーム企業を一人勝ちへと至らしめる要因の 1 つにな

ることが指摘されてきた（Cusumano et al., 2019; Eisenmann et al., 2006; Evans 

& Schmalensee, 2010）。  

その際に重要となるのが、ネットワーク効果が大きく変化する屈曲点である

クリティカル・マス（critical mass）を越えることであるとされている（Evans 

& Schmalensee, 2010）。それゆえプラットフォーム企業は、製品・サービスの

総ユーザー数であるインストールド・ベース（ installed base）の拡大を目指す

（Katz & Shapiro, 1985）。あるいは、ネットワーク効果には正のフィードバッ

ク・ループが働くと考えられているため、ユーザー数や補完者数を他プラット
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フォームよりも増加させたプラットフォームが優位な立場になるとされる

（Shapiro & Varian, 1998）。  

 

3-2. チキン・エッグ問題に対する方策 

このようにプラットフォーム企業がユーザー数や補完者数を増加させる際に

付随するのが、ユーザー数や補完者数が少ない局面のプラットフォームに、如

何にして補完者やユーザーをひきつけるべきかという、いわゆるチキン・エッ

グ問題である（Rochet & Tirole, 2003）。この問題は、保有資源や外部とのネッ

トワークが乏しい、事業をスタートして間もないプラットフォーム企業にとっ

ては、とりわけ重要な課題となる（Parker et al., 2016）。  

チキン・エッグ問題に対して、既存研究では様々な方策が議論されてきた。

具体的には、補完者やユーザーを自社のプラットフォームへと参加させるため

に、特定のユーザーまたは補完者に対して無料モデルや安価な価格設定を採用

する（Evans, Hagiu, & Schmalensee, 2006; Parker & Van Alstyne, 2005）、あるい

は、プラットフォームビジネス内に魅力のある看板ユーザー・補完者を用意す

るといった方策があげられる（Eisenmann et al., 2006）。  

また、ユーザーに対する金銭的な補助や機能的な補助、あるいはユーザーの

優先順位付けなどを行うといった方策も提案されている（Moazed & Johnson, 

2016）。さらに、プラットフォーム企業が知的財産のオープン化を行うことで

補完者を参加させやすくしたり（Boudreau, 2010; 立本 , 2017）、補完者による

イノベーションの誘因となる技術や顧客基盤の提供などを行ったりする

（Gawer, 2009）といった方策の提起もなされている。  

 

3-3. ネットワーク効果を前提としたプラットフォーム研究の関心 

既存研究では、プラットフォーム企業がチキン・エッグ問題を克服しつつ、

直接・間接ネットワーク効果を利用しながら、いかにして他社よりも多くのユ

ーザーや補完者を自社プラットフォームに動員し、プラットフォームビジネス

全体の価値を向上させ競争力を得るか、ひいては、いかにして自社プラットフ

ォームを市場での一人勝ちに到達させるかという、プラットフォームビジネス

のマネジメント上の要諦が検討されてきた（e.g., Boudreau, 2010; Eisenmann et 
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al., 2006; Gawer, 2009）。  

しかし、プラットフォーム研究の蓄積が進むにつれて、プラットフォームビ

ジネスの成功要因のみならず、失敗要因についても研究が行われるようになっ

ている（e.g., Cusumano et al., 2019; Moazed & Johnson, 2016）。ただし、そこで

の主要な関心は、プラットフォームビジネスの成長初期におけるネットワーク

効果を活用した規模拡大、具体的にはユーザーや補完者獲得の失敗要因に焦点

が当てられる傾向にある。それはつまり、Wareham, Fox, & Giner（2014） 2が

批判的文脈で言及したプラットフォームビジネスの戦略、すなわち、「『より大

きいことは良いことだ』という近視眼的な焦点に基づく過度に成長を促す戦

略」（p.1210）に関する考え方を前提とした研究関心に応えるものであったと

いえる。  

 

 

4. 競争力を構築した既存プラットフォームが直面する課題 

 

4-1. 初期の研究のパラダイムとその転換 

上述のように、プラットフォーム企業はネットワーク効果を前提としたユー

ザー・補完者のマネジメントを行うことで、自らのプラットフォームビジネス

の事業規模を拡大させる。そして、時には、市場においてドミナントな地位に

至るプラットフォームや、競争力を有するプラットフォームが出現する。こう

したプラットフォーム企業によるマネジメントは、（1）自社プラットフォーム

のインストールド・ベース（総ユーザー数）を迅速に獲得・成長させ、（2）そ

のユーザーを囲い込み、（3）競合プラットフォームの競争力を低下させるとい

う戦略、すなわち「Get Big Fast 戦略（Lee, Lee, & Lee, 2006）」によるもので

あり、これが初期のプラットフォーム研究の主要なパラダイムとなっていた

（Cennamo & Santalo, 2013）。  

しかし、プラットフォーム企業が、競合プラットフォーム企業に対して、相

対的に高い市場地位や競争力を有したとしても、それで安泰ではないというこ

 

2 Wareham et al.（2014）は、基盤型のプラットフォームを対象とした研究ではある。  
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ともまた、後発プラットフォームの追い上げの問題の観点から議論が行われつ

つある。例えば、根来・加藤（2010）は、基盤型プラットフォームの代表例で

あるソフトウェアを例にとって、プラットフォームの一人勝ち要因を妨害する

ことによって、後発企業が一定の市場シェアをとれると主張した。また、根来

（2017）は、ブラウザ競争における Microsoft の Internet Explorer の市場シェ

ア低下や、楽天トラベルとじゃらん、ぐるなびと食べログのプラットフォーム

間競争を事例にして、一人勝ちあるいは高い市場地位を一度は得たプラットフ

ォームの地位低下問題について論じている。  

ただし、上記の既存研究で取り上げられている事例は、媒介型プラットフォ

ームではあるが、CGM 型プラットフォームでは必ずしもない。したがって、

これらの既存研究は、本論文が着目する CGM 型プラットフォーム特有の市場

地位低下の要因を対象にした研究ではない。  

 

4-2. 成熟段階への着目 

このように、近年のプラットフォーム研究では、動員した補完者やユーザー

を維持しながら安定的に利益を獲得したり（Reillier & Reillier, 2017）、プラッ

トフォームを更に活性化させたりするべき局面や、市場地位を確立したプラッ

トフォームがさらなる事業のスケールアップを図ろうとする局面におけるプラ

ットフォームのマネジメント上の要諦、あるいはそれらの局面における後発の

競合プラットフォーム企業への対処法についての研究の関心が高まりつつある

（e.g., Isckia, De Reuver, & Lescop, 2020; McIntyre, et al., 2021）。  

通常のビジネス同様、プラットフォームビジネスも、時間経過に伴い、市場

シェアが著しく向上することもあれば、横ばいになることも、低下することも

ある。この問題について、Reeves, Lotan, Legrand, & Jacobides（2019）は、本

論文が分析対象とするプラットフォームビジネスとほぼ同義の、業種をまたい

だ複数のパートナーから成立するビジネス・エコシステムの成長軌道を市場シ

ェアと時間軸の二軸から考察し、市場シェアを築いた後にも、その地位が一時

的なものとなってしまったり、逆にビジネスモデルを進化させることで市場で

のリーダーシップを強固なものとしたり、といったビジネス・エコシステムの

成長軌道のパターンを示している。  
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これら近年の研究に見られるように、ネットワーク効果を活用することで市

場においてドミナントな地位を築いたプラットフォームビジネスであっても、

成長スピードの鈍化や、市場地位の低下という問題に直面することは、現実の

プラットフォームビジネスの動向においても観察される。  

本論文では、この一度は市場地位を築いた競争力を有する既存プラットフォ

ーム企業が、成長スピードを低下させたり、市場地位を低下させたりする局

面、つまり事業の再活性化や成長が求められる局面にあるプラットフォームビ

ジネスを、「成熟プラットフォームビジネス（以下、成熟プラットフォームま

たは成熟段階のプラットフォーム）」として捉える。  

ここで、「競争力」とは、売上高や利益、ユーザー数といった経営パフォー

マンスで計測でき、他プラットフォームと相対的に比較可能なものとして捉え

る。なお、本論文においては、ユーザーの利用率と利用者数を計測可能な競争

力の指標として採用する（詳細後述）。また、成長スピードとは、経営パフォ

ーマンスの成長率を指している。  

そのうえで、本論文においては、成熟プラットフォームの経営パフォーマン

スを伸長させる要因を、競争力向上の「促進要因」、逆にそれを低下傾向へと

もたらす要因を競争力向上の「阻害要因」として捉える。つまり、特定の要因

によってプラットフォームの競争力向上が阻害された場合、当該プラットフォ

ームの競争力が低下する（した）、と本論文では捉える。  

本論文では、先述の通り、この成熟段階にあるプラットフォームの中でも、

媒介型、特に CGM 型プラットフォームを研究の対象とする。以下ではまず、

媒介型プラットフォームの競争力向上の促進・阻害要因について整理し、その

うえで、媒介型プラットフォームの中に他とは異なる特質を持ったプラットフ

ォーム、具体的には CGM 型プラットフォームが含まれているという問題を提

起する。そのうえで、CGM 型プラットフォームの特質を検討し、当該プラッ

トフォームの成熟段階に起こる課題について指摘する。  
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5. 成熟段階にある媒介型プラットフォームの 

競争力向上の促進・阻害要因 

 

5-1. 媒介型プラットフォームと勝者総取りの論理 

前節で検討した通り、初期のプラットフォーム研究が着目してきたのは、ネ

ットワーク効果を梃子としてプラットフォーム企業が「Get Big Fast 戦略（Lee 

et al., 2006）」、つまり、プラットフォームのユーザーと補完者の基盤拡大を追

求するという戦略であった。本節で、成熟段階にある媒介型プラットフォーム

の競争力向上の促進・阻害要因を検討するにあたり、プラットフォームビジネ

スが価値を生み出すうえで、プラットフォームの規模が最も重要なドライバー

になる条件について確認しておく必要があるだろう。それは、Cennamo

（2021）によれば、（1）ユーザーと補完者がネットワークの大きさに価値を与

えるという点において同質的、（2）プラットフォーム内の同じ性質を持ったユ

ーザー（または補完者）の増加がその中にいる他ユーザー（または補完者）の

効用を妨げない、（3）ユーザーの効用がコンテンツや補完品の量に応じて増加

する、の 3 点であるとされる。  

媒介型プラットフォームが、ユーザーと補完者という性質の異なるプレイヤ

ーを媒介・仲介するネットワークであることもあり（McIntyre & Srinivasan, 

2017）、相対的に見れば、基盤型プラットフォームよりも媒介型プラットフォ

ームの方がこれらの条件が揃いやすい性質を有しているだろう。実際、

Cennamo（2021）も、媒介型プラットフォームにおいては 3、他プラットフォ

ームと比して、これらの条件が成立しやすいと指摘する。  

それゆえ、媒介型プラットフォームを対象とした研究では、初期のプラット

フォーム研究が着目してきたプラットフォーム企業による規模の追求、つまり

ユーザーと補完者の基盤の大きさを追求することで競争力を構築する、「勝者

総取りの論理（winner-takes-all logic）」（Cennamo, 2021; Karhu & Ritala, 2021）

が支配的な論理として取り扱われてきた。  

 

3 Cennamo（2021）は、媒介型プラットフォームではなく、多面的取引市場（multi-

sided transaction market）のプラットフォームという名称の分類を用いている。  
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勝者総取りの論理のみに基づけば、同一の製品・サービス市場におけるプラ

ットフォーム間の競争は、プラットフォーム間で提供機能に大きな違いが無い

限り、原則として規模の最も大きなプラットフォームが、あるいはそのプラッ

トフォームとアベイラビリティ（availability）の面で小さな差別化を図りつつ

も同程度の競争力を有するプラットフォームも併せた少数のプラットフォーム

が勝者となる。それにもかかわらず、一定の規模まで拡大した成熟段階にある

媒介型プラットフォームが、しばしば自らのプラットフォームビジネスから得

られる経営パフォーマンスを低下させてしまうのはなぜであろうか。  

 

5-2. マルチホーミングやプラットフォームの選択・利用 

成熟段階にある媒介型プラットフォームの競争力向上を阻害する要因として

あげられる代表的な問題が、ユーザーや補完者によるプラットフォームのマル

チホーミング（複数同時並行利用）の問題である（e.g., Eisenmann et al., 2006; 

Rochet & Tirole, 2003）。  

同程度の規模でありながら差別化要素がほとんど見当たらない媒介型プラッ

トフォームの場合、ユーザーが単一のプラットフォームのみを利用し続けるの

か、それとも他のプラットフォームも同時並行利用するのかは、ユーザーが負

担するスイッチングコストとマルチホーミングコストに大きく影響を受ける。

仮にマルチホーミングコストが低ければ、ユーザーは容易に複数の媒介型プラ

ットフォームを同時並行利用できる。例えば、クレジットカードサービスの

VISA と Mastercard のように、どちらも無料か低価格で維持でき、単一のサー

ビスに囲い込まれることによる便益が相当程度無いサービスであれば、ユーザ

ーはどちらか一方をメイン、他方を予備として維持し続けることにそれほどの

負担はないだろう。  

このように、プラットフォーム企業にとって、ユーザーのマルチホーミング

の程度は自社の競争力を左右する問題となる（Isckia et al., 2020; Li & Zhu, 

2021）。とりわけ、ユーザーのスイッチングコストが低く、ユーザーが利用す

るプラットフォームを移行しやすい SNS や口コミサイトのような媒介型プラ

ットフォームは（Subramanian et al., 2021）、たとえプラットフォームが成熟段

階にあったとしても、特定のプラットフォームがユーザーをロックインするこ
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とは困難になる。  

さらに近年では、マルチホーミングに至る以前に、補完者が参画するプラッ

トフォームを自ら選択・利用する際の問題も指摘されている（Li & Zhu, 2021; 

根来・足代 , 2021; Wang & Miller, 2020）。例えば、Wang & Miller（2020）は、

Amazon の電子書籍のプラットフォームである Kindle に対して、海外旅行用ガ

イドブックを出版している個別プレイヤー（補完者）がどのように出版の意思

決定を行っているか、いかにしてプラットフォームの関与の範囲を限定して自

社の交渉力を保っているかを検討し、プラットフォームに依存しない出版者の

活動を論じている。この、Wang & Miller（2020）の例示の通り、補完者が複

数の媒介型プラットフォームを選択・利用するのは、特定のプラットフォーム

企業への依存を減らし、プラットフォーム企業に対する交渉力を維持する目的

（Wang & Miller, 2020）や、補完者自らが提供する補完品から得られる経済的

価値を最大化させるといった目的（Li & Zhu, 2021）を有するためであること

が指摘されている。  

これらの指摘に沿うように、媒介型プラットフォームと向き合う補完者が、

プラットフォームが網羅できないサービス・機能領域につけ込むことや、プラ

ットフォームを介さない直接取引を強化することも、補完者が取り得る戦略と

しても提案されている（Edelman, 2014）。この補完者の戦略・行動は、プラッ

トフォームの経営パフォーマンスを脅かすものであるといえる。  

 

5-3. 価値提案の見直し 

プラットフォーム企業がユーザーや補完者のマルチホーミングやプラットフ

ォームの選択・利用を招いてしまう要因としては、上述の通りスイッチングコ

ストとマルチホーミングコストの問題があげられる（McIntyre & Srinivasan, 

2017）。ここで、なぜこの点が問題になるかというと、ユーザーや補完者にと

ってプラットフォーム間における機能面での差別化が十分になされていないた

めである。媒介型プラットフォームにおいては、間接ネットワーク効果を駆動

させるために、例えば、特定のユーザーまたは補完者に対してプライシング上

の優遇を行ったり（Evans et al., 2006; Parker & Van Alstyne, 2005）、あるいは、

自らのプラットフォーム上に魅力のある看板ユーザーや補完者を用意したりす
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るといった方策が指摘されてきたが（Eisenmann et al., 2006）、これらの方策自

体を特定のプラットフォームが独占できる可能性が低い場合は、差別化をもた

らさない。  

それゆえ、近年の研究では、成熟プラットフォームによる自らのプラットフ

ォームビジネスのユーザーや補完者に対する価値提案（value proposition）の

見直しが、中心的な議論の 1 つになっている（e.g., Isckia et al., 2020; McIntyre 

et al., 2021）。価値提案とは、企業が提供する製品やサービスを通じて顧客が

期待できる便益のことである（Osterwalder, Pigneur, Bernarda, & Smith, 2015）。

例えば Isckia et al.（2020）は、3 社の媒介型プラットフォームの事例研究に基

づき、プラットフォームビジネスのサイクルを 4 つのステージに分類し、それ

ぞれのステージに応じた事業機会の創出と価値提案の変化を論じている。当該

研究では、この変化をもたらすため、本論文でいうプラットフォームの成熟段

階に該当する、プラットフォームビジネスのリーダーシップ段階とリニューア

ル段階においては、新サービスをプラットフォームに展開することでマルチホ

ーミングやコモディティ化のリスクを抑制する必要性や、複数のプラットフォ

ームサービスを統合した「プラットフォームの『プラットフォーム』（platform 

on platform）」となることを模索する必要性が提案されている（ Isckia et al., 

2020）。  

先述の通り、これまで媒介型プラットフォームに関しては、プラットフォー

ムビジネスのユーザー・補完者の基盤の大きさが競争力の主要因として指摘さ

れてきた。しかし、このような価値提案の見直しにあたっては、規模ではない

要因への着目も必要となる。  

McIntyre et al.（2021）はこの点に関して、プラットフォームの持続性

（persistence）というコンセプトを導入することで、いかなる持続要因が成熟

プラットフォームを長命化あるいは短命化させる傾向にあるのかを検討してい

る。具体的には、McIntyre et al.（2021）は、単純なユーザー数や補完者数で

はなく、例えば、プラットフォームビジネスに参加しているユーザーまたは補

完者のネットワークの密度（density）や、補完者の性質がプラットフォームの

持続性を左右する要因となり得ることを整理し、それらを仮説的に命題化して

いる。しかし、McIntyre et al.（2021）の検討は、命題化にとどまっており、
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実際にプラットフォームの競争力が持続できないメカニズム自体は実証的な説

明がなされていない。  

 

5-4. プラットフォームの境界の見直し 

価値提案の見直しにあたって、媒介型プラットフォームに求められることの

1 つが、プラットフォームの境界の見直しである。その際に鍵となるのが、デ

ジタル・インターフェース（digital interface）（Gawer, 2021）の設計である。

ここで境界とは、プラットフォームの範囲や参加プレイヤーといったことを指

す。そして、デジタル・インターフェースとは、プラットフォームとユーザー

や補完者との間のデータ交換を規定するものであり（Gawer, 2021）、どういっ

たデータを誰と共有するか、または、誰にデータをどのように提供させるかと

いった問題に関わるものである。  

Gawer（2021）は、デジタル・インターフェース概念を理論的に検討したう

えで、Facebook のような媒介型プラットフォームの事例検討を通じて、プラ

ットフォーム企業の範囲やプラットフォームビジネスに参加・アクセスするプ

レイヤーの考察を行っている。そして、成熟段階のプラットフォームにおける

施策として、プラットフォーム企業の新規市場への参入や買収による企業の範

囲の拡大、競合プラットフォームからのデータやユーザーへのアクセスを防止

するためのインターフェースの閉鎖などを提起している。  

なお、デジタル・インターフェースをより具体的に論じているものとして

は、プラットフォーム境界資源（platform boundary resources）がある（Engert, 

Evers, Hein, & Krcmar, 2022; Karhu, Gustafsson, & Lyytinen, 2018）。プラットフ

ォーム境界資源とは、プラットフォーム企業がアプリケーション開発者に提供

する開発ツールや開発標準規則といった資源を指す（Engert et al., 2022）。プ

ラットフォーム企業は、どのようなプラットフォーム境界資源を補完者に提供

するか（Karhu & Ritala, 2021）、それをどの程度開放するか（Boudreau, 2010; 

Tiwana, 2015）を工夫することで、自らが提供する製品・サービスと組み合わ

せてプラットフォームの価値を増大させることができる。  

こうした例示からも分かる通り、プラットフォーム境界資源はアプリケーシ

ョンの開発者をいかにして動員するかといった問いに基づき、情報システムに
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関連したプラットフォーム、つまり基盤型プラットフォームを分析対象にした

研究から発展してきた概念である。また、日本では、國領（1999）が、プラッ

トフォームの提供機能として、B2B 取引を促進するための特定の業界の標準

取引手順の提供をあげている。これも、デジタル・インターフェースの例とい

える。  

さらに、プラットフォームの境界の見直しに関しては、媒介型プラットフォ

ームの Facebook（プラットフォーム企業）による Instagram（補完者）の買収

行動の事例に見られる（Li & Agarwal, 2017）、プラットフォームやサービスの

「アプリケーションのファーストパーティ（ first party）化」のような打ち手

（Hagiu & Spulber, 2013）も、関連した議論としては存在する。これはつま

り、これまで補完者に頼っていた製品・サービスを、自らのプラットフォーム

に取り込むことで、プラットフォームの境界を見直そうとする動きである。  

 

5-5. 競合プラットフォームによる模倣 

自社プラットフォームの価値提案を見直すことで、ユーザーや補完者による

マルチホーミングのリスクを回避したり、コモディティ化から脱却したりしよ

うとする媒介型プラットフォームにとって厄介なのが、模倣者の存在である。  

Zhao, Von Delft, Morgan-Thomas, & Buck（2020）が分析対象とした、中国の

オンライングループバイイング（共同購入）サービス 12 社の媒介型プラット

フォームの事例分析からは、複雑な設計のビジネスモデルに基づくプラットフ

ォームビジネスを創出したプラットフォーム企業が引き続き市場のリーダー的

地位を維持した一方で、他プラットフォーム企業にとっては、単純なビジネス

モデルのプラットフォームビジネスを新規創出するよりも、リーダー的地位に

あるプラットフォーム企業のビジネスモデルを模倣した方が、その後の市場で

の生存率が高いことが示唆される。  

模倣者が増加するにつれ、プラットフォーム間で機能的な差異が無くなれ

ば、成熟プラットフォームにとっては再びマルチホーミングのリスクにさらさ

れる。加えて、媒介型プラットフォームに関しては、差別化された特色

（differentiated feature）への需要が市場内にある場合、それに応えるニッチプ

レイヤーが市場に存在することになり、圧倒的な一人勝ちは形成されにくい傾
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向にある（McIntyre & Srinivasan, 2017）。プラットフォーム企業が価値提案を

再設計し、その結果として他プラットフォームと差別化を図ったとしても、プ

ラットフォーム間で模倣が続けば、市場内に差別化された特色をめぐる需要の

中でも模倣のリスクにさらされ、差別化の結果分化してただでさえ少ない市場

の需要をプラットフォーム間で奪いあうことも起こり得る。  

模倣への対処に関しては、共同購入サービスを事例にして、市場でリーダー

的地位にあるプラットフォーム（成熟プラットフォーム）が自社サービスの情

報（コンテンツ）の透明性を制限することで他社からの模倣を減らす、といっ

た具体的施策の影響に関する研究もなされている（Li & Zhu, 2021）。成熟段階

にある媒介型プラットフォームにとって、模倣への対処は自社の競争力を左右

する重要な課題であるといえるだろう。  

 

 

6. 文献レビューの総括と CGM 型プラットフォームへの着目 

 

6-1. 文献レビューの総括 

上記で検討した成熟段階の媒介型プラットフォームに関する論点は、とりわ

けユーザー・補完者の基盤を拡大する局面を対象として、勝者総取りの論理が

支配的になりがちなものであったが、その見方自体が同時に問題ともなってい

た（Cennamo & Santalo, 2013; Cennamo, 2021）。前述の通り、媒介型プラット

フォームでは、勝者総取りの論理が支配的になりやすい条件が相対的に揃いや

すいため（Cennamo, 2021）、媒介型プラットフォームビジネスにおけるプラッ

トフォーム企業は、ユーザーや補完者の基盤拡大を志向する傾向にあった。  

しかし、プラットフォーム利用にあたってのマルチホーミングコストが低い

場合は、ユーザーや補完者によるマルチホーミングに直面するため、既存プラ

ットフォームの競争力が低下する恐れがある。そのため、プラットフォーム企

業は自社プラットフォームビジネスの価値提案を見直すことで競争力を促進し

ようとするが、それでもなお、競合プラットフォームによる模倣への対処とい

う課題が残る。  

このような、成熟段階における媒介型プラットフォームの競争力の持続性の
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問題に関しては、持続性をもたらす要因がユーザーや補完者の量的規模とは異

なる可能性があることも指摘されてきた（McIntyre et al., 2021）。しかし、そ

れら要因の具体的な例示や、ユーザーや補完者のマネジメント方法の詳細に関

しては、ユーザーまたは補完者のネットワークの密度（density）や、補完者の

性質が要因となり得ることが整理され、仮説的な命題化がなされるにとどまっ

ていた。また、その命題によって、実際にプラットフォームの競争力が持続さ

れないメカニズム自体は実証的には説明されていなかった（McIntyre et al., 

2021）。  

さらに、根来・加藤（2010）や根来（2017）においては、プラットフォーム

の一人勝ちメカニズムの崩壊、つまり競争力が持続しないメカニズムに関する

研究は既に行われている。しかし、その対象は、基盤型プラットフォームや媒

介型プラットフォーム一般であったが、本論文と同じ対象である媒介型プラッ

トフォームの中の、取引を中心的な機能とするプラットフォームであった。こ

こで、取引を中心的な機能とするプラットフォームとは、財、サービス、決済

の仲介を目的とするプラットフォームのことである。例えば、インターネット

上のショッピングモールやクレジットカードなどがその典型例となる。  

以上の文献レビューを通じた整理・検討からは、成熟段階の媒介型プラット

フォームにおける競争力向上の促進・阻害要因やその対処法に関する検討の進

展度合いが明らかとなった。ここで着目すべきは、既存研究として検討した文

献のうち、いくつかの文献は（e.g., Cennamo, 2021; Cusumano et al., 2019; 

Edelman, 2014; Evans & Schmalensee, 2010; Gawer, 2021, Hagiu & Spulber, 2013; 

Li & Agarwal, 2017; Subramanian et al., 2021）、媒介型プラットフォームではあ

るものの、取引を中心的な機能とするプラットフォームとは異なる SNS や写

真共有サイトのような、本論文がいうところの CGM 型プラットフォームを取

り扱っていたということである。  

以下では、具体的には、媒介型プラットフォームから、特有の性質を持つ

CGM 型プラットフォームを取り出した検討が必要であることを述べる。  
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6-2. CGM 型プラットフォームへの着目とその特有の性質 

（1）媒介型プラットフォームと CGM 型プラットフォーム 

近年、SNS や口コミサイト、動画共有サイト、ナレッジコミュニティのよ

うに、ユーザーの投稿する情報を提供価値としたり、ユーザー同士の社会的交

流を実現したりするプラットフォームが増加している（e.g., Moazed & 

Johnson, 2016; Parker et al., 2016）。  

これらは、ユーザー（消費者）生成コンテンツ（UGC）（e.g., Daugherty, 

Eastin, & Bright, 2008; Rodgers & Wang, 2011）によって成立するプラットフォ

ームであるため、本論文では、それらを、「CGM 型（consumer generated 

media-type）プラットフォーム」と呼称する。本論文では、この CGM 型プラ

ットフォームを、「プラットフォームビジネスの参加プレイヤーである消費者

によって生成される情報を、他の参加プレイヤーに媒介・仲介するための手

段・方法を提供するプラットフォーム」であると定義する。  

CGM 型プラットフォームは、ユーザー間の媒介や仲介を可能とするもので

あるため、プレイヤー間の取引に関わる媒介型プラットフォームと一見区別が

しづらい。実際、媒介型プラットフォームを扱った研究においては、CGM 型

プラットフォームは、媒介型プラットフォームの一種として取り上げられるこ

とがほとんどである（e.g., Cusumano et al., 2019; Eisenmann et al., 2006）。しか

し、媒介型プラットフォームの典型である取引を中心的な機能とするプラット

フォームと CGM 型プラットフォームにはいくつかの性質上の相違が存在する

と考えられる。  

 

（2）CGM 型プラットフォームの機能と構造 

CGM 型プラットフォームと、取引を中心的な機能とする媒介型プラットフ

ォームとの違いとしてまずあげられるのが、CGM 型プラットフォームにおい

て仲介・交換される主要な財が、物財・物理的存在ではない、情報であること

である。例えば、取引を中心的な機能とする媒介型プラットフォームである楽

天市場や Uber などにおいても、商品情報やライドシェアの情報はプラットフ

ォーム上で交換される。しかし、実際に、プラットフォームを利用するユーザ

ーが受け取る価値は、実在する商品や実際のライドシェア体験になる。一方、
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CGM 型プラットフォームにおいては、そこで交換・取引される情報そのもの

の整理・分析や情報流通の促進、情報の質の担保がユーザーにとっての価値と

なる（Clark, 2017; Gawer & Cusumano, 2008）。  

加えて、CGM 型プラットフォームにおいて特徴となるのが、情報の投稿者

としてのユーザーの位置付けである。例えば、Twitter や Facebook のような

SNS のプラットフォームにおいて、ユーザーは情報を入手・閲覧する消費者

としての立場を有すると同時に、プラットフォームのサービスを成立させるコ

ンテンツ（補完品）である情報を提供する投稿者としての立場も持つ

（Cennamo, 2021; Subramanian et al., 2021）。これは、口コミサイトにおいて

も、ユーザーが投稿する口コミの内容や数自体が口コミサイトの価値へとつな

がるという意味において同様である。  

つまり、CGM 型プラットフォームにおいては、コンテンツの投稿者が、プ

ラットフォームにとってのユーザーでもあり補完者にもなるという、ユーザー

と補完者が折り重なった存在になるということが特質となる。この点を踏ま

え、本論文においては、コンテンツを投稿するプレイヤー（投稿者）のことを

「ユーザー・補完者」あるいは「補完者」と表現し、他方で、単にコンテンツ

を閲覧するだけのプレイヤー（閲覧者）を「ユーザー」と表現する。詳細は後

述するが、本論文が分析対象とする「補完者」は、この「ユーザー・補完者」

のことを指しており、ユーザーではない法人補完者（例：アプリ開発業者や広

告主）は本論文の分析対象外となる。また、ユーザーが生成する補完品のこと

を、法人補完者によって提供される補完品と分別するために、「ユーザー生成

コンテンツ」と呼称する。  

 

（3）CGM 型プラットフォームにおける投稿者の行動の動機 

さらに、ここで課題となるのが、CGM 型プラットフォームにおけるユーザ

ー生成コンテンツを投稿するユーザー・補完者（投稿者）は、経済的動機とは

異なる動機による行動を取り得るということである。プラットフォームに関す

る既存研究においては、補完者の行動の動機は売上や利益といった経済的なも

のであるという考えに基づいてネットワーク効果の形成を想定してきた

（Boudreau & Jeppesen, 2015）。例えば、クレジットカードの加盟店のプラット



 

35 

 

フォームへの参加の動機は、主に収益の確保であろう。  

しかし、CGM 型プラットフォームへの投稿者（ユーザー・補完者）の場

合、経済的動機とは異なる動機に従って行動する場合もある（e.g., Boudreau & 

Jeppesen, 2015; 蒋・王 , 2020; Von Krogh, Haefliger, Spaeth, & Wallin, 2012）。例

えば、YouTube のような動画共有サービスのように投稿者が広告収入を得られ

るケースもあるが、SNS や口コミサイトなどの場合、面白さややりがいなど

の内発的動機（e.g., Osterloh & Rota, 2007; Roberts, Hann, & Slaughter 2006）、社

会的・互恵的な動機（e.g., Von Hippel & Von Krogh, 2003）、シグナリングと評

判を獲得しようとするインセンティブ（e.g., Restivo & van de Rijt, 2012; Zhang 

& Zhu, 2011）などがユーザー生成コンテンツ投稿の動機となり得る。加え

て、SNS やユーザーコミュニティ等においては、コミュニケーション自体を

楽しむことを目的とした、コンサマトリー（consummatory）参加もある（金

森 , 2009）。  

CGM 型プラットフォームにおいては、寄付や投げ銭のようなユーザー生成

コンテンツの投稿者を支援・応援するようなケース（Jain & Qian, 2021）を除

けば、ユーザー間の金銭的取引も基本的には存在しないため（Parker & Van 

Alstyne, 2005; Seamans & Zhu, 2014）、こうした、プラットフォームの既存研究

が補完者の動機として想定していた経済的なもの以外の動機を考慮すること

が、CGM 型プラットフォームにおけるユーザー・補完者のマネジメントを考

慮する際には求められる。  

 

6-3. 課題の所在 

このように、本論文が CGM 型プラットフォームと呼称するプラットフォー

ムは、媒介型プラットフォームの一類型である（図 2-1）。図が示す通り、

CGM 型プラットフォームは、媒介型プラットフォームの一部であることか

ら、媒介型プラットフォームが持つ、ユーザー間の媒介あるいはプレイヤー間

の取引といった機能は持つ。例えば、SNS では、ユーザー同士や、ユーザー

と補完者（例：広告主やアプリ開発業者）との交流がなされるし、アプリに対

する課金をめぐっての取引も行われる。  

しかしながら、前節で検討した通り、CGM 型プラットフォームは、媒介型
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プラットフォームとしての性質を持ちながらも、取引を中心的な機能とする媒

介型プラットフォームとは明らかに異なる特質を有しているといえる（図 2-2

および表 2-1）。  

 

図 2-1 CGM 型プラットフォームの位置づけ 

 

 

 

注：概念的な集合図であり、本図の円の大きさが特定の規模を示しているわけではない。ま

た、詳細は本文で後述するが、CGM 型プラットフォーム「以外」の媒介型プラットフォー

ムの下位分類や、それらと CGM 型プラットフォームとの比較検討は、本論文の検討の対象

外とする。  

出所：筆者作成  

 

例えば、図 2-2 は、CGM 型プラットフォームの構造を理念型として表現し

たものとなる。本図の左側が示す通り、CGM 型プラットフォームにおいて

は、ユーザーと補完者が折り重なる入れ子構造になり、ユーザー生成コンテン

ツ投稿者としての立場も持つ場合、ユーザーはプラットフォームにとっての補

完者にもなる。同図の右が示す取引を中心的な機能とした媒介型プラットフォ

ームが、ユーザー（商品の購入）、補完者（商品の販売）と明確に分離されて

いるのと相異がある。  

表 2-1 は、CGM 型プラットフォームの特質を整理したものである。本表が

示す通り、CGM 型プラットフォームが媒介型プラットフォームの一類型であ
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ることもあり、ユーザーと補完者の媒介・仲介というプラットフォームの主た

る提供機能は両者とも共通している。しかし、前節で検討した通り、ユーザー

がプラットフォームから得るものが物財としての製品・サービスではなく情報

であるという点、ユーザーがユーザー生成コンテンツ投稿者（補完者）として

の位置づけも持つ点、補完者の動機などが、CGM 型プラットフォームにおい

ては特徴的である。  

 

図 2-2 CGM 型プラットフォームの構造 

 

 

 

注：CGM 型プラットフォームの特質を理念型として表現したものであり、現実の CGM 型プ

ラットフォームの構造を全て表現したものではない。  

出所：筆者作成  

 

もっとも、先述した通り、例えば CGM 型プラットフォームの YouTube にお

いては、ユーザー生成コンテンツ投稿者は経済的動機によっても行動し得ると

いったように、現実には CGM 型プラットフォームが媒介型プラットフォーム

の性質を持つこともある。しかしながら、ショッピングモールやクレジットカ

ードのような取引を中心的な機能とする媒介型プラットフォームと比較した際

には、SNS や動画共有サイトといった当該プラットフォームには、本表で整

理したような特質が備わっているといえるだろう。  
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表 2-1 CGM 型プラットフォームの特質 

 

 

 

注：CGM 型プラットフォームの特質を理念型として整理した表である。  

出所：筆者作成  

 

それにもかかわらず、CGM 型プラットフォームは既存研究においては特別

な性質を持つものとしては分析対象とされていない。例えば、Cusumano et al.

（2019）は媒介型プラットフォームの文脈の中において検討しており、本論文

が指摘したような CGM 型プラットフォーム特有の性質を抑えた検討が十分に

なされてきたとは言い難い状況にある。また、Cennamo（2021）が提示した、

情報市場のプラットフォームの分類においては、SNS や旅行情報の口コミサ

イト、検索エンジンなどが例としてあげられており、これらは本論文でいう

CGM 型プラットフォームの対象と重なっている。しかしながら、Cennamo

（2021）では、情報の整理・分類やユーザー間の情報交換といった情報市場の

プラットフォームの提供機能面、あるいはユーザーや補完者が享受できる便益

の側面からの定義や説明、検討が行われているものの、プラットフォーム上で

取引される財の性質やそれを投稿する補完者（ユーザー）の特質の検討は行わ

れていないため、構造的にも機能的にも、既存研究が指摘する媒介型プラット

フォームとの明確な違いを見出すことは難しくなっている。  

本論文はこれら既存研究を踏まえたうえで、媒介型プラットフォームの中か

ら、ユーザー・補完者が生成する情報に基づくコミュニケーション機能が主体

となるプラットフォーム、つまり、SNS や口コミサイトのような CGM 型プラ

ットフォームを取り出し、研究対象とする。もっとも、先にも述べた通り、
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CGM 型プラットフォームは媒介型プラットフォームの一類型であるため、前

者が後者の性質も持つことはあり得る。しかし、Cusumano et al.（2019）や

Cennamo（2021）も指摘している通り、全てのプラットフォームビジネスが特

定のプラットフォームの分類に完全に区別できるわけではなく、オーバーラッ

プした性質を持つことは決して珍しくない。先述したハイブリッド・プラット

フォームはその一例である（Cusumano et al., 2019）。また、それぞれの研究が

プラットフォームを分類する上での着眼点も当然異なっているであろう。  

それゆえ、本論文が主張したいのは、これまで既存研究で十分に議論されて

こなかった CGM 型プラットフォーム特有のマネジメントについて論じる必要

性を明らかにすることである。その際、例えば、ネットショッピングに関わる

プラットフォームを媒介型プラットフォームから取り出して特定の名称を付し

て類型を与えることで、CGM 型プラットフォーム「以外」の媒介型プラット

フォームの網羅的下位分類を行ったり、それらと CGM 型プラットフォームを

比較検討したりすることは、本論文のテーマとはしない。  

この観点に立った時、とりわけ成熟段階の CGM 型プラットフォーム、さら

にいえばその競争力低下のメカニズムに関する議論は、プラットフォームビジ

ネス研究においてまだ発展段階にあると考えられる。既存研究の多くは、研究

対象に関するデータの入手可能性という観点も関係していると考えられるが、

PC やスマートフォンのアプリ・ソフトウェア（e.g., Boudreau, 2012; Tiwana, 

2015）やビデオゲーム機（e.g., Rietveld & Eggers, 2018; Zhu & Iansiti, 2012）の

ビジネスに関連するものが多く、近年増加・成長している CGM 型プラットフ

ォームに関わる現象（e.g., Moazed & Johnson, 2016; Parker et al., 2016）を分析

対象とした研究は今後のさらなる発展が期待できる。また、後述するが、

CGM 型プラットフォームに関して、経営戦略論や経営組織論におけるプラッ

トフォーム研究とは異なる視角で研究が行われているマーケティング論分野の

研究の蓄積からインサイトを得ることで、当該プラットフォーム特有のマネジ

メントを論じることができることが期待できる。  
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第 3 章 リサーチ・クエスチョンと 

研究方法 

 

 

1. 分析の視座：ユーザー・補完者のエンゲージメント行動 

 

1-1. 成熟段階の CGM 型プラットフォームが直面する課題 

第 2 章で確認した通り、CGM 型プラットフォームには特有の性質がある。

それは、ユーザー生成コンテンツ投稿者としてのユーザー・補完者の非経済的

動機を含む特性がもたらす、プラットフォーム企業による仕組みのマネジメン

トの問題である。既に述べた通り、CGM 型プラットフォームにユーザー生成

コンテンツを投稿するのは、取引を中心的な機能とする媒介型プラットフォー

ムにおける売り手（例：ネットショッピングサイトの出店者）や基盤型プラッ

トフォームの補完者（例：アプリの開発業者）において想定される法人プレイ

ヤーや技術に通じたプレイヤーとは異なり、いわゆる一般消費者

（Consumer）である（Daugherty et al., 2008; Rodgers & Wang, 2011）。  

CGM 型プラットフォームにおいては、例えば SNS や口コミサイトにおける

ユーザー生成コンテンツの投稿ルールやユーザー・インターフェースの設計

等、プラットフォームがその参加プレイヤーに対して持つデジタル・インター

フェース（Gawer, 2021）が存在するが、投稿ルールに従っていたり、投稿制

限が課されていなかったりする限り、ユーザー・補完者が比較的自由にユーザ

ー生成コンテンツをプラットフォームに投稿可能である。とりわけ、ユーザ

ー・補完者の参加・登録がオープン化されている CGM 型プラットフォームの

場合、よりその傾向は強いだろう。つまり、CGM 型プラットフォームにおい

ては、ユーザー生成コンテンツの制御、特に成熟段階のプラットフォームにお

いて当該コンテンツ数やユーザー・補完者数が増加している局面におけるコン

テンツのマネジメントが、プラットフォーム企業の意図通りには行いづらいも

のとなる。  
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その背景としては、以下が指摘できるだろう。CGM 型プラットフォームに

おいては、通常プラットフォームの規模が拡大するにつれ、ユーザー生成コン

テンツの量や多様性も増加することで、さらなる当該コンテンツやユーザーが

プラットフォームへと引きつけられる（直接・間接ネットワーク効果）（Kane 

& Ransbotham, 2016）。  

しかし、CGM 型プラットフォームは、ユーザー・補完者がユーザー生成コ

ンテンツの品質を維持しようとするインセンティブが低く（Bughin, 2007）、さ

らには先述の通り、ユーザー・補完者が経済的動機とは異なる動機によっても

ユーザー生成コンテンツの投稿やプラットフォーム上でのコミュニケーション

を行うため、ユーザー・補完者数が増加したり、ユーザー生成コンテンツ数が

増加したりした場合、ユーザー生成コンテンツの内容・機能（品質）のマネジ

メントをプラットフォーム企業の意図通りに行うことは難しくなる。  

また、このようなプラットフォームは、CGM 型プラットフォーム特有の性

質とまではいえないものの、ユーザーのスイッチングコストが低いという側面

もあり（Subramanian et al., 2021）、たとえプラットフォームが成熟段階にあっ

たとしても、特定のプラットフォームがユーザー・補完者、または、ユーザー

をロックインすることは困難になる。その際、既存研究にある「アプリケーシ

ョンのファーストパーティ化」のような施策（Hagiu & Spulber, 2013; Li & 

Agarwal, 2017）も、プラットフォーム企業の打ち手としては想定されるが、

CGM 型プラットフォームの特性を踏まえたうえで、課題に対処することもさ

らに必要とされるだろう。  

これらにとどまらず、CGM 型プラットフォームにおいては、プラットフォ

ーム企業が成熟段階においてユーザー・補完者の基盤を拡大しようとしたとし

ても、経済的価値を享受でき続けるとは限らず、プラットフォームの競争力が

阻害されることも起こり得る。例えば、Subramanian et al.（2021）は、CGM

型の 160 のプラットフォームビジネスを対象とした実証研究を通じて、企業が

生成したコンテンツに基づくプラットフォームよりも、CGM 型プラットフォ

ームの方が、将来的な価値獲得に際しての不確実性が大きいことが示してい

る。  

これらの、成熟段階の CGM 型プラットフォームにおいてユーザー生成コン
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テンツ数やユーザー・補完者数が増加している局面におけるマネジメントが、

プラットフォーム企業の意図通りには行いづらいという問題は、プラットフォ

ーム企業にとって非常に重要な課題であるにもかかわらず、既存研究において

は十分な検討が行われてきたとは言いがたい。萌芽的な研究として、土橋

（2019）による検討は、プラットフォームのユーザー・補完者の基盤拡大に付

随する問題を扱っており、本論文と問題意識が通底している。しかし、焦点を

当てる対象がユーザーの質である点、および検討対象が物財の取引を行う媒介

型プラットフォームであるという点において本論文とは異なっている。  

 

1-2. ユーザー・補完者のエンゲージメント行動への着目 

（1）ユーザー・補完者のエンゲージメント 

プラットフォームビジネスは、階層による統制も市場による調整も行われて

いない組織間形態である（Jacobides, Cennamo, & Gawer, 2018）。そのため、原

理的には、どのようなユーザーや補完者であっても、あるプラットフォームに

参加することが可能ではあるが、同時にそこから退出することも容易である。

とりわけ、CGM 型プラットフォームは、先述の通り、ユーザー・補完者の行

動の動機が経済的動機だけではなく、また、スイッチングコストも低いことか

ら、特定のプラットフォームにユーザー・補完者をロックインすることが相対

的に困難になるため、ユーザー・補完者の退出が起こり得る。したがって、成

熟段階にある CGM 型プラットフォームは、事業規模の維持あるいはさらなる

スケールアップ、つまり自らのプラットフォームの競争力の持続・向上を目的

として、ユーザーや補完者に対するマネジメントを行うことが求められる。  

その際に重視すべき概念として、本論文ではユーザーや補完者によるプラッ

トフォームへの「エンゲージメント（engagement）」という考え方を導入す

る。この概念は、主にマーケティング分野において、カスタマーエンゲージメ

ントの研究を通じて発展してきた（青木 , 2021）。  

カスタマーエンゲージメントとは、顧客と企業の間あるいは顧客間で行われ

る、購買行動以外の企業に対する貢献や関与、愛着を意味する概念である

（e.g., Harmeling et al., 2017; Kumar & Pansari, 2016）。カスタマーエンゲージメ

ントのマネジメントは、情報技術の発展によって顧客が企業に関与する機会が
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増加したこともあり、その重要性を増している（Malthouse, Haenlein, Skiera, 

Wege, & Zhang, 2013）。  

なお、プラットフォームビジネスのユーザーは、無料で SNS や口コミサイ

トを利用できるなど、必ずしもプラットフォーム企業への購買行動を起こすわ

けではない。そのため、厳密にはカスタマーとユーザーは一致しないが、本論

文ではユーザーエンゲージメントと表現する。  

さらに、プラットフォームビジネス特有のエンゲージメント概念として、補

完者エンゲージメントがある。補完者エンゲージメントとは、補完者によるプ

ラットフォームに対する貢献と、プラットフォームのルールやプロセスの遵守

（Saadatmand, Lindgren, & Schultze, 2019）を意味しており、プラットフォーム

ビジネスの成否を左右する要因の 1 つとされている（Boudreau, 2012; Jacobides 

et al., 2018）。例えば、Saadatmand et al.（2019）では、スウェーデンの道路運

送業界の共有コンピュータシステム開発の事例分析において、ユーザーである

業界の企業と、システム開発者である補完者を峻別し、後者のエンゲージメン

トを維持するためのプラットフォームのアーキテクチャ設計や組織マネジメン

トが検討されている 4。  

本論文では、上記のユーザーエンゲージメントと補完者エンゲージメント概

念に関して、CGM 型プラットフォームにおけるユーザー・補完者（ユーザー

生成コンテンツの投稿者）の位置づけの特性を踏まえ、「ユーザー・補完者

（の）エンゲージメント」、あるいは「補完者（の）エンゲージメント」と表

現する。  

ここで、以降のさらなる検討に先立ち、エンゲージメント概念を本論文での

分析の視座として導入する理由を説明しておきたい。詳細は後述するが、ユー

ザー・補完者によるエンゲージメント（エンゲージメント行動）は CGM 型プ

ラットフォームのユーザー生成コンテンツそのものの生成と関わっており

（Cennamo, 2021）、当該プラットフォームの競争力を取り巻く特有の課題を検

討するのに不可欠の概念であると考える。  

本論文が検討しているプラットフォームの競争力低下という課題に関して

 

4 この事例自体は、基盤型プラットフォームを対象としたものである。  
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は、ネットワーク効果の観点からの説明も可能であるとは考えられる。しかし

ながら、第 2 章で検討した通り、他プラットフォームと比較して相対的にプラ

ットフォームの規模が競争力構築に際しての最も重要なドライバーになる条件

が揃いやすい媒介型プラットフォーム（CGM 型プラットフォームの上位分

類）にあって、ネットワーク効果の恩恵を受けて規模を拡大しているプラット

フォームが競争力を低下させている現象を解明するのには、ネットワーク効果

とは異なる観点による説明も必要と考えられる。  

他にも、例えば、技術変化への対応（e.g., Christensen, 1997; Tushman & 

Anderson, 1986）といった観点も分析の視座となり得るが、技術変化自体はエ

ンゲージメントが変化する環境要因と考えられ（詳細は後述）、さらに技術変

化への対応は CGM 型プラットフォーム特有の行動というわけでもない（e.g., 

Schilling, 2003）。  

以上から、本論文では、ユーザー・補完者のエンゲージメントを分析の視座

として意識的に採用することにした。  

 

（2）エンゲージメント行動 

ユーザーや補完者がプラットフォームにエンゲージメントを抱くと、他のユ

ーザーや補完者によるプラットフォームの継続利用や利用拡大を促進させる、

プラットフォームの製品・サービスの改善や革新に貢献する、あるいはユーザ

ーや補完者のネットワークに貢献する、といった行動を取る（Kumar, Aksoy, 

Donkers, Venkatesan, Wiesel, & Tillmanns, 2010）。これらの行動は、エンゲージ

メント行動と呼ばれ、企業の競争力へとつながるものとされてきた（Van 

Doorn, Lemon, Mittal, Nass, Pick, Pirner, and Verhoef, 2010）。  

具体的には、CGM 型プラットフォームにおいては、SNS 上での「いい

ね！」を押す行為や、テキスト・写真・動画等の投稿、他者の投稿へのコメン

ト等が、ユーザー・補完者によるエンゲージメント行動の例となる。また、実

務的には、ユーザー・補完者の行動履歴データやウェブサイトの訪問頻度がそ

れら行動の指標とされてきた（山本・松村 , 2017）。  

ユーザーや補完者によるエンゲージメントそれ自体は、当該当事者の内面に

関わるものなので観察者が捕捉することが難しいものである。そのため、外部



 

45 

 

から観察できるエンゲージメント行動が、ユーザーや補完者のエンゲージメン

トをマネジメントする際の指標の 1 つとして、学術的にも実務的にも用いられ

ている（Van Doorn et al., 2010）。そして、CGM 型プラットフォームのサービ

スの中心であるユーザー生成コンテンツの生成活動は、エンゲージメント行動

そのものであり（Cennamo, 2021）、当該プラットフォームにとってそのマネジ

メントは重要となる。  

 

（3）環境変化とエンゲージメント行動 

また、ユーザー・補完者のエンゲージメントのマネジメントとそれが企業に

もたらす経営パフォーマンスにおいて注目されてきたのが、エンゲージメント

行動に影響を与える環境変化の存在である（Van Doorn et al., 2010）。  

Van Doorn et al.（2010）は、エンゲージメント行動の先行要因として、顧客

ベース、企業ベース、コンテクストベースの 3 つをあげている。顧客ベースの

要因としては、例えば、顧客満足度やブランドへのコミットメント、顧客の持

つ時間や労力などの資源がある。また、企業ベースの要因としては、ブランド

の特性や企業の評判、企業規模などがある。  

そして、コンテクストベースとしてまとめられているのが環境変化の存在で

ある。具体的には、企業や顧客が存在する環境における経済・社会的、技術的

側面の変化や、競合他社の存在あるいはその行動が、エンゲージメント行動に

影響を与える要因として検討されている。例えば、市場への競合の参入、基盤

技術の変化（e.g., Christensen, 1997; Tushman & Anderson, 1986）などが、具体

的な要因となる。  

 

 

2. リサーチ・クエスチョンと分析枠組み 

 

2-1. リサーチ・クエスチョンの導出 

CGM 型プラットフォームにおいては、ユーザー・補完者によって投稿され

るユーザー生成コンテンツや情報が、プラットフォームのサービスの中心とな

る（Cennamo, 2021）。そのため、エンゲージメント行動をいかにしてマネジメ
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ントするかという問題は、プラットフォームの事業ステージが進展しても、あ

るいは環境変化が起こったとしてもなお、CGM 型プラットフォームにとって

重要な位置づけを占める。  

さらに先述したように、とりわけユーザー・補完者の基盤が拡大した CGM

型プラットフォームでは、プラットフォーム企業にとって、ユーザー生成コン

テンツ数の増加そのものや、当該コンテンツの内容・機能（品質）のマネジメ

ントを意図通りに行うことが難しいという問題がある。そして、CGM 型プラ

ットフォームにおいては、ユーザー・補完者のエンゲージメント行動は、経済

的インセンティブのみならず、非経済的インセンティブにおいても行われる。

これらの点が、CGM 型プラットフォームビジネスのプラットフォーム企業に

よる、ユーザー・補完者のマネジメントの難しさを形作る。  

上記の検討から、ユーザー・補完者のエンゲージメントのマネジメントは、

CGM 型プラットフォームの競争力を左右する非常に重要な問題であるといえ

る。それにもかかわらず、既存研究においては、ユーザー・補完者の数的基盤

を獲得し、市場での競争力を構築した成熟段階の CGM 型プラットフォームを

対象として、ユーザー・補完者のエンゲージメントのマネジメントの観点か

ら、プラットフォームビジネスの競争力低下あるいはそれへの対処に関する十

分な検討が行われてきたとは言いがたい。  

そこで、本論文では以下をリサーチ・クエスチョン（ research question: 以

下、RQ と表記することがある）として検討する。  

 

RQ1：どのようなユーザー・補完者エンゲージメントのマネジメントが、いか

なるメカニズムで成熟段階にある CGM 型プラットフォームの競争力低下

をもたらすか  

 

RQ2：CGM 型プラットフォームのプラットフォーム企業は、競争力低下に対

して、ユーザー・補完者エンゲージメントのマネジメントをどのように工

夫し、対応するか  

 

上記 RQ1 が、「ユーザー・補完者エンゲージメントのマネジメント」に注目
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するのは、それ以外の要因が成熟段階にある CGM 型プラットフォームの競争

力低下をもたらすことはないということを前提にするものではなく、ここまで

で整理している通り、本論文では CGM 型プラットフォーム特有の要因に着目

するということを意図しているものである。つまり、本論文においては、それ

以外の要因は、「ユーザー・補完者エンゲージメントのマネジメント」と

「CGM 型プラットフォームの競争力低下」を結ぶ関係に影響する要因として

整理されることになる。  

 

2-2. リサーチの範囲設定 

ここで、上記のリサーチ・クエスチョンに関して、本論文で行うリサーチの

範囲設定を明確にしておきたい。  

まず、本論文における、エンゲージメントのマネジメントの対象は、CGM

型プラットフォームにおける個人（一般消費者）のユーザー・補完者を対象と

し、法人補完者は対象としない。本論文における「補完者」とは、この「ユー

ザー・補完者」を指している。  

そして、その補完者のエンゲージメントを引き出すための、プラットフォー

ム企業による、製品・サービスの追加投入、経営施策の実行を、具体的な補完

者のマネジメントとして分析する。また、事例分析対象企業（後述）の、日本

国内市場における補完者マネジメントのみを分析の対象とする。  

既に述べた通り、CGM 型プラットフォームにとってユーザー・補完者のエ

ンゲージメントのマネジメントは、サービスの中心となるユーザー生成コンテ

ンツ生成に関わり、また、自社の競争力にもつながる。さらに、その競争力

は、当該プラットフォームの媒体の価値にもつながる。また、補完者によるエ

ンゲージメント行動が生み出すユーザー生成コンテンツは、CGM 型プラット

フォームにとって、ユーザーに対してプレミアムサービス（有料サービス）を

提供する際の源泉にもなる。  

本論文はこの CGM 型プラットフォームにとって重要な補完者のマネジメン

トを、製品・サービスの追加投入、経営施策の実行を通じた、補完者にユーザ

ー生成コンテンツを投稿させるためのインセンティブをもたらす「仕組みのマ

ネジメント」として捉える（e.g., Boudreau & Jeppesen, 2015）。  
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次に、本論文では、成熟段階にある CGM 型プラットフォームにおける補完

者マネジメントの仕組みを分析対象とし、事業の立ち上げ時や成長期のそれは

原則として対象としない。ただし、成熟段階に差し掛かるまでにプラットフォ

ーム企業が構築した補完者マネジメントの仕組みが、成熟段階においてはプラ

ットフォームの競争力低下につながるという観点は検討する。  

そして、プラットフォームの成熟段階とは、第 2 章でも整理した通り、一度

市場地位を築いた競争力（売上高や利益、ユーザー数といった経営パフォーマ

ンスで計測可能なもの）を有する既存プラットフォーム企業（安定したビジネ

スモデルを構築し、市場地位を確保していたプラットフォーム企業）が、成長

スピード（経営パフォーマンスの成長率）を低下させたり、市場地位を低下さ

せたりする局面、つまり事業の再活性化や成長が求められる局面のことを指

す。  

本論文の各分析対象事例における具体的な計測方法に関しては該当章にて後

述するが、本論文においては、ユーザーの利用率もしくは利用者数をプラット

フォームの競争力の指標として確認する。つまり、本論文は、プラットフォー

ム企業が構築する補完者マネジメントの仕組みとそれが引き出す補完者のエン

ゲージメントが、当該プラットフォームのユーザーの利用率や利用者数の変化

（競争力の低下）にもたらすメカニズムを検討の対象としている。  

さらに、本論文ではとりわけ、ビジネスモデルやユーザーへの価値提案が異

なる競合・代替品（直接の競合プラットフォームもしくは代替品）の登場に、

既存プラットフォーム企業が直面する成熟段階を対象とする。前章の既存研究

のレビューで確認した通り、媒介型プラットフォームにとってその競争力を維

持・強化するために自社の価値提案を変化させていくことが、近年議論されて

いる（e.g., Isckia et al., 2020; McIntyre et al., 2021）。その背景には、ユーザー

にとってのマルチホーミングコストやスイッチングコストが低い場合

（McIntyre & Srinivasan, 2017）、価値提案が異なるプラットフォームとの競争

が、既存プラットフォームの競争力を左右するということがある。この競合・

代替品の登場は、エンゲージメント行動に影響を与える、コンテクストベース

の環境要因となる（Van Doorn et al, 2010）。  

上記を整理すると、本論文は、既存の CGM 型のプラットフォーム企業が行
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っている、あるいはそれまで当該プラットフォームに恩恵をもたらしてきた補

完者のマネジメントが、価値提案の異なる競合・代替品の登場という環境変化

を契機として、プラットフォームビジネスの成熟期において競争力低下をもた

らしてしまうという側面を議論するものであるといえる。  

 

2-3.分析の枠組み 

これまでの検討を踏まえ、本論文ではリサーチ・クエスチョンの解明に際し

て、以下の分析枠組みを設定する。ここでは、補完者マネジメントの先行要因

として、「競合・代替品の登場」を設定し、補完者マネジメントと競争力低下

の間に、「価値提案」を設定した枠組みを構築する。  

先に述べた通り、プラットフォームにユーザー・補完者がエンゲージメント

を抱くと、エンゲージメント行動を取る（Kumar et al., 2010,Van Doorn et al., 

2010）。このエンゲージメント（エンゲージメント行動）を引き出すためのマ

ネジメントが、本論文では補完者マネジメントに該当する。補完者マネジメン

トの変化は、例えば、企業間の競争関係や技術変化、規制の状況など、様々な

何らかの環境変化によってもたらされると考えられる（Van Doorn et al., 

2010）。本論文においてはとりわけ、以降で取り上げる事例において、エンゲ

ージメント行動の変化をもたらすものとして、ビジネスモデルや価値提案の異

なる「競合・代替品の登場」という競争的要因に関する環境変化に着目する

（Van Doorn et al., 2010）。  

プラットフォーム企業が構築する「補完者マネジメントの仕組み」は、「補

完者（ユーザー・補完者）のエンゲージメント」を左右する。本論文では、補

完者マネジメントの分析において、この「補完者マネジメントの仕組みづくり

によって補完者のエンゲージメントを引き出す」という関係を想定する。ここ

で、エンゲージメント（エンゲージメント行動）は、CGM 型プラットフォー

ムにおけるユーザー生成コンテンツを生む。本論文では、これら「補完者マネ

ジメントの仕組み」と「補完者（ユーザー・補完者）のエンゲージメント」の

両者をまとめる概念として、「ユーザー生成コンテンツのマネジメント」を設

定する。  

ユーザー生成コンテンツのマネジメントが生み出すコンテンツは、ユーザー
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（閲覧者）への「価値提案」をもたらす。前述の通り、この価値提案は、成熟

段階のプラットフォームにおける競争力を維持・強化するために、プラットフ

ォーム企業による見直しが行われる（e.g., Isckia et al., 2020; McIntyre et al., 

2021）。つまり、ユーザー生成コンテンツがもたらす価値提案は、CGM 型プラ

ットフォームの「競争力」に直接つながる要因となる。ここで、ユーザー生成

コンテンツのマネジメントと競争力の媒介要因として価値提案を設定するの

は、競合・代替品と分析対象のプラットフォームが全く同じ種類のコンテンツ

で競争するとは限らないので、その違いを分析上考慮するためである。  

以上を分析枠組みとして表現すると、図 3-1 の通りとなる。  

 

図 3-1 本論文の分析枠組み   

 

 

 

出所：筆者作成  

 

図内の、「（1）競合・代替品の登場」は、補完者マネジメントの仕組みの変

化に影響をもたらす重要な環境変化として、ビジネスモデルや価値提案の異な

る競合・代替品の登場を分析する。  

次に、「（2）補完者マネジメントの仕組み」は、先述の通り、各プラットフ

ォーム企業による製品・サービスの追加投入、経営施策の実行による、ユーザ

ー生成コンテンツ投稿のインセンティブを補完者にもたらす仕組みを分析す

る。  

そして、（2）の結果として引き出されるのが、「（3）補完者のエンゲージメ

ント」である。これは、プラットフォームのユーザー・補完者によるエンゲー

ジメント行動によって測定される。本論文が分析対象とする各事例におけるエ

ンゲージメント行動は、ユーザー・補完者によるユーザー生成コンテンツの投
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稿行動（動向）によって計測するが、その詳細は各分析対象事例を扱う章内に

て述べる。以上の補完者マネジメントの仕組みがもたらす補完者のエンゲージ

メントをマネジメントすることが、上述した「ユーザー生成コンテンツのマネ

ジメント」に該当する。  

また、「（4）価値提案」とは、本論文では、企業が提供する製品やサービス

を通じてユーザーが期待できる便益のことを指し（Osterwalder et al., 2015）、

企業の競争力に直接影響を与えるものと捉える（Payne, Frow, Steinhoff, & 

Eggert, 2022）。本論文においては、各分析対象事例の分析に際して用いる各種

データから、価値提案の変化を分析・解釈する。  

なお、既に述べた通り、「（5）競争力」は、ユーザーの動向、つまり、ユー

ザーの利用率もしくはユーザー数で捉える。競争力に関しても、その詳細な計

測方法は各分析対象事例を扱う各章内で述べる。  

本論文は、分析対象となる CGM 型プラットフォームにとっての環境変化

（競合・代替品の登場）に始まる、この分析枠組みの各項目が、それぞれの事

例において先行要因を受けてどのように変化して、当該プラットフォームの競

争力低下に至るのかという、項目間の影響関係に関するメカニズムを検討する

ものである。なお、本論文の主旨は、CGM 型プラットフォームにおける補完

者マネジメントの仕組みの変化と競争力の低下を結びつけるメカニズムが、後

述する各事例において存在するかどうか、あるいはそれが具体的にはどのよう

なものであるかを確認することにあり、競争力低下をもたらした要因として補

完者マネジメント以外のメカニズムによる説明を排除することを目的とするも

のではない。ただし、本論文の分析枠組みの各項目間の関係に影響する要因は

分析対象となる。  

 

 

3. 研究方法と事例の選択 

 

3-1. 研究方法と対象事例 

本論文は、一度は市場でドミナントな地位を形成した CGM 型プラットフォ

ームがどのようにしてそれを低下させてしまうのかというメカニズムを、ユー
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ザー・補完者のエンゲージメントのマネジメントの観点を中心に据えて検討す

るものである。したがって、本論文においては、現実の文脈における現在に至

るプロセスに分析の焦点があり、観察者が事象を統制できない問題を、時間軸

に沿って検討する際に効果的である事例研究のアプローチ（Yin, 1994）を採用

する。  

その際、本論文においては、成熟段階にある CGM 型プラットフォームの 3

つの事例による比較事例研究を行い（Eisenhardt, 1989）、競争力低下をもたら

した共通の要因を、比較事例研究における一致法（共通要因への注目）を意識

して検討することで（田村 , 2006）、リサーチ・クエスチョンに関わるメカニ

ズムを例証することを目的とした、理論産出型ケーススタディを行う（澁谷 , 

2009）。本論文は、前節で示した本論文の分析枠組みにしたがって、各事例の

特異性を排除しつつ帰納的に CGM 型プラットフォームの競争力低下のメカニ

ズムに関する論理を検討することを目指すものであるため、複数事例による事

例研究は適している（Eisenhardt & Graebner, 2007）。  

本論文では、分析対象事例として、（1）クックパッド（第 4 章）、（2）ミク

シィ（mixi）（第 5 章）、（3）ニコニコ（第 6 章）の 3 事例を分析対象として取

り上げる。この 3 つの事例はそれぞれ、成熟段階において競争力を低下させた

CGM 型プラットフォームの事例であるが、（3）のニコニコの事例に関して

は、ニコニコ動画で経営パフォーマンスを低下させながらも、異なるプラット

フォームであるニコニコチャンネルで経営パフォーマンスを向上させ、結果と

してニコニコサービス全体として競争力低下に対応できている事例となる。つ

まり、ニコニコの事例のみ、前節で述べたリサーチ・クエスチョンの 2 つ目

（RQ2）に対応する萌芽的な事例となる。  

 

3-2. 事例の選択理由・基準 

以下では、まず、事例の理論的サンプリング（Yin, 1994）を行った際の、3

つの選択理由・基準を述べたうえで、本論文が分析対象とする各事例との対応

関係を示す（表 3-1）。  

本論文のリサーチ・クエスチョンに基づけば、1 つめの選択理由は、分析対

象事例が、ユーザー・補完者のエンゲージメント行動によってプラットフォー
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ムの提供するサービスが成立する CGM 型のプラットフォームであるという点

にある。換言すれば、補完者によるエンゲージメントをもたらすユーザー生成

コンテンツのマネジメントが、プラットフォーム企業によるユーザー・補完者

のマネジメントに際して重要になる事例が分析対象として求められるという点

にある。  

2 つめの選択理由は、実際に競争力（経営パフォーマンス）を低下させた成

熟プラットフォームであるという点である。先述の通り、本論文において競争

力低下の指標は、ユーザーの利用率もしくはユーザー数で捉える。その測定方

法は事例ごとに異なるが（詳細後述）、各事例ともに、一度は築いた市場地位

を、ユーザー生成コンテンツのマネジメントを背景として低下させている。本

論文は、この競争力低下という共通の結果を持った 3 つの事例が、いかなるメ

カニズムでその結果に至ったのかというプロセスを、前述した分析枠組みに基

づき確認しつつ、その枠組みの各項目に影響を与える 3 つの事例に一致した要

因を探究することで検討するものである。  

 

表 3-1 分析対象事例の選択理由・基準と各事例の対応関係 

 

 

 

出所：筆者作成  

 

3 つめの選択理由となるのは、既存プラットフォームが競合・代替品の登場

という環境変化によって競争力を低下させたという点である。本論文では、分

析対象事例に関して着目する環境変化として、ビジネスモデルや価値提案が異

なる直接の競合もしくは代替品の登場を想定している。本論文では、直接の競

合しかも、競争力の高い巨大プラットフォームが競合として出現するケース



 

54 

 

と、既存プラットフォームから見るとその時点では競争力が相対的には高くな

かったが、既存プラットフォームとは異なる価値提案を有する代替品が市場に

登場するケースとを分析することにした。  

以上を踏まえれば、まず、クックパッドを選択した理由は、（1）エンゲージ

メント行動によって投稿されるレシピ情報を扱う典型的な CGM 型プラットフ

ォームであり、（2）実際に競争力（ページ訪問者数）を低下させており、（3）

その背景として、代替品（レシピ動画サービス）の登場という環境変化に直面

しているという 3 つの観点からなる（詳細は第 4 章を参照）。  

ミクシィを選択した理由は、（1）エンゲージメント行動、つまりユーザー・

補完者の投稿する日記やコメント等によって成立するプラットフォームであ

り、（2）実際にその市場での競争力（利用率）を低下させており、（3）そし

て、その契機として、Facebook や Twitter 等の海外の巨大 SNS プラットフォー

ムの参入があったということがあげられる（詳細は第 5 章を参照）。  

最後に、ニコニコの選択理由は、（1）エンゲージメント行動、つまりユーザ

ー・補完者の動画投稿によって成立するプラットフォームであり、（2）実際

に、自社に集客・動員した補完者やユーザー、とりわけ人気動画投稿者やプレ

ミアム会員を失って競争力を低下させたものの（ニコニコ動画）、その後の競

争力の回復をニコニコ動画とは異なるプラットフォームを展開するという事業

上の工夫（ニコニコチャンネルの展開）により実現しており、（3）その背景と

しては、巨大プラットフォームの YouTube との関連があったということがあ

げられる（詳細は第 6 章を参照）。  

 

3-3. 調査・情報収集方法 

（1）データソースについての考え方 

 本論文の各事例研究における主たるデータソースとしては、分析対象事例と

なるプラットフォームを展開するプラットフォーム企業による株主・投資家向

け説明資料やニュースリリース等の各種公開資料、ならびに新聞・雑誌・ウェ

ブ記事等の二次情報（アーカイバルデータ）を多面的に用いることで、分析内

容の信頼性、妥当性を確保することに努めた。  

本論文において、アーカイバルデータを主体とした分析（Singleton Jr. & 
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Straits, 2005）を行うのには、以下の理由がある。本論文において分析対象と

する各事例は、その競争力低下の後も、分析対象となるプラットフォームビジ

ネスとは異なる事業を展開することで、事業を継続している。例えば、クック

パッドは生鮮食品のネットスーパー事業、ミクシィはソーシャルゲーム事業、

ニコニコはゲーム配信事業をそれぞれ展開するなど、各プラットフォーム企業

は様々な事業に取り組んでいる。そのため、分析対象となるプラットフォーム

ビジネスの競争力低下に関する現象のみを正確に分析することを目的として、

インタビュー調査における情報提供者による印象管理や振り返りバイアスとい

った課題を極力排除するため、アーカイバルデータによる分析を選択した。ま

た、株主・投資家向け説明資料や記事などの各資料については、その作成者の

意思が反映している可能性があるので、1 つの資料だけに依存した判断をでき

るだけ避けるように努力した。  

ただし、アーカイバルデータによる分析を行う場合も、観察者による意図的

な解釈が起こり得る。そのため、3 つの事例に共通してはいないが、以下の 3

つのデータソースも各事例分析内において補完的に組み合わせることで、アー

カイバルデータによる分析の正確性、妥当性を高めたり、アーカイバルデータ

のみでは記述が難しい分析も補足したりするよう努めた。アーカイバルデータ

以外の 3 つのデータソースは具体的には以下の通りである。  

第一に、分析対象事例に関係するインタビュイーにアクセス可能であったク

ックパッド事例とニコニコ事例に関しては、インタビュー調査を行った（各事

例 1 名ずつ）。調査の対象や内容については各事例研究の章で述べる。  

第二に、クックパッド事例は市場調査会社（株式会社ヴァリューズ）による

調査結果、ミクシィ事例も市場調査会社（マイボイスコム株式会社、株式会社

リスキーブランド）による調査結果と公的機関（総務省情報通信政策研究所）

による調査結果、ニコニコ事例に関しては公的機関（国立情報学研究所）が収

集・提供しているデータを補足的に用いた事例記述を行っている。  

第三に、ミクシィ事例に関しては、経営学分野における様々な研究やケース

記述が存在しており（e.g,. 前中 , 2006; 根来・早稲田大学 IT 戦略研究所 , 

2006）、その内容を事例記述に反映させた。また、クックパッド事例に関して

も、関連した研究やケースの内容を参照している（e.g., 堀・琴坂・井上 , 
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2020; 山畑 , 2018）。  

 

（2）アーカイバルデータの収集対象 

 上述の通り、本論文での各章での事例記述に際しては、アーカイバルデータ

を収集・利用している。各事例研究のデータソースの詳細は該当章の脚注にて

記載するが、主要なデータソースは以下の通りである。  

株主・投資家向け説明資料やニュースリリースとしては、事例分析対象とな

るプラットフォームを展開する企業の「決算説明会資料」や「有価証券報告

書」、新製品・サービスに関するメディア向けの「プレスリリース」記事等を

主に参照している。  

新聞・雑誌・ウェブ記事等に関しては、例えば新聞では『日本経済新聞』、

『日経産業新聞』、『朝日新聞』から情報を収集した。また、雑誌では『日経ビ

ジネス』、『日経 MJ』、『日経トレンディ』等を参照している。  

ウェブ記事では、「CNET Japan」、「ITmedia」、「AV Watch」等のインターネ

ットビジネス関連の専門サイトを参照して、情報を収集した。なお、専門サイ

ト以外のウェブ記事に関しては、記事内における記述内容を支える情報の出所

を都度確認し、それが明確なもののみを選択利用した。  
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第 4 章 事例研究（1）クックパッド 

 

 

1. 問題設定と事例研究の方法 

 

1-1. 問題意識 

本章では、第 3 章で導出した、RQ1「どのようなユーザー・補完者エンゲー

ジメントのマネジメントが、いかなるメカニズムで成熟段階にある CGM 型プ

ラットフォームの競争力低下をもたらすか」に対して、クックパッドの事例を

用いた検討を行う。  

本章における事例分析にあたっては、本論文のリサーチ・クエスチョンや問

題設定を踏まえて第 3 章で導出された分析枠組み（前掲図 3-1）による検討を

行う。すなわち、どのような「（1）競合・代替品の登場」がすることで、分析

対象の CGM 型プラットフォーム企業の「（2）補完者マネジメントの仕組み」

はどのようなものとなり、そして、その結果として「（3）補完者のエンゲージ

メント」がどのようになったのかを検討する。さらに、（3）により、当該プラ

ットフォーム企業の「（4）価値提案」はどのようになり、結果として、企業の

「（5）競争力」はどう変化したか（低下したか）を分析する。その際、上記

（1）から（5）までの各項目間の影響関係が、どのような影響要因によって変

化したのかのメカニズムを検討する。  

 

1-2. 事例研究の方法 

クックパッド事例の選択理由は先に述べたが、ここでは本事例研究におけ

る、ユーザー・補完者エンゲージメント（エンゲージメント行動）が示すもの

やその測定方法、また、ユーザー生成コンテンツのマネジメントに基づくクッ

クパッドのアウトプットが反映される競争力の測定方法（指標）を明確にして

おきたい。  

クックパッド事例においては、ユーザー・補完者のエンゲージメント行動

を、ユーザー・補完者によるレシピの投稿から捕捉し、それを、クックパッド
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が公開する、同サイトの「レシピ数」から判断する。  

また、クックパッドの企業行動が反映される経営パフォーマンス、つまりク

ックパッドの競争力は、クックパッドの「月間ページ訪問者数」から主に測定

し、「平均月間利用者数」、「プレミアム会員数」も確認した。なお、補足的

に、同社の売上高の推移も確認した。  

さらに、詳しくは後述するが、クックパッドの代替品として市場に登場した

レシピ動画サービスとの競合関係を測定する際には、市場調査会社（株式会社

ヴァリューズ）が発表するユーザー数の推移のデータを参照した。なお、本論

文では、新型コロナウイルス感染症による環境要因の変化、特に自宅で料理す

る機会の急速な拡大に関する事象を分析の検討外とするため、2019 年 12 月ま

でに分析期間を限定した。また、分析対象は日本国内市場のみとする。  

第 3 章で述べた通り、事例研究のデータソースとしては、分析対象の施策や

経営行動に関するプレスリリース、株主・投資家向け説明資料、ならびに当該

事例に関連したウェブ・新聞・雑誌記事、関連書籍・論文等のアーカイバルデ

ータを多面的に用いて、分析内容の信頼性、妥当性の確保に努めた。各データ

の詳細は、後述する事例記述内の脚注に記している。  

また、基本的にはアーカイバルデータを中心とした事例記述を行っている

が、先述した通り、分析の正確性、妥当性を高めたり、当該データのみでは記

述が難しい分析を補足したりすることを目的として、レシピ動画サービスを展

開する企業の事業担当者へのインタビューを行った。具体的には、レシピ動画

サービスのデリッシュキッチンを展開する株式会社エブリーのデリッシュキッ

チン事業担当者（匿名希望）に、2021 年 11 月 15 日に約 1 時間のインタビュ

ーを行い、また、インタビュー後の最新の内容確認を、2022 年 8 月 5 日に同

社にメールで行った 5。インタビュー内容としては、主に、（1）参入当時の競

合サービスへの認識、（2）オンラインレシピに対するユーザーニーズへの認

識、（3）他社との間でのユーザーの動きをどう見ていたか、の 3 点である。  

 

 
5 事例記述・解釈内容には細心の注意を払ったが、存在し得るいかなる誤謬も筆者の

責によるものである。  
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2. クックパッドの成長と経営指標の悪化 

 

2-1. サービスの中心的機能 

「クックパッド」は、一般ユーザーから投稿された料理レシピ投稿・検索に

関するウェブサービスを提供する、CGM 型のプラットフォームである（クッ

クパッド株式会社が提供）。同サービスは、1998 年 3 月に前身のサービス

「kitchen@coin」が開始された、レシピサイトの草分け的存在である（1997 年

創業、創業者は佐野陽光氏）。  

クックパッドは、料理のレシピや動画といったサービスを提供しているが、

その中心にあるのは、主に一般ユーザー（消費者）が作成した、文字（テキス

ト）情報と写真からなるレシピである。クックパッドのサービスは、無料で利

用できる通常サービスと、月額 308 円（税込：2022 年 1 月 20 日現在）で利用

できるプレミアムサービスに分かれる。プレミアムサービスでは、人気レシピ

が分かる人気順検索、毎日の献立や専門家が厳選したレシピの提案等をホーム

ページや公式アプリを通じて受け取ることができる。  

クックパッドのビジネスモデルは、上記のプレミアムサービスによる会員収

入（連結売上収益の約 65%：2017-19 年度の平均）と企業からの広告収入（同

約 35%：同左）が主たる収益源となっている 6。後者については、無料ユーザ

ーのアクセスを多く確保することが重要となる。  

 

2-2. 成長の背景 

クックパッドはサービス開始以降、楽天やヤフー等他社のオンラインレシピ

サービス市場への新規参入があったものの順調に成長を続け、2016 年度の第 4

四半期には平均月間利用者数が 6,416 万人に達した（図 4-1）。また、プレミア

ム会員数も 2018 年度第 4 四半期には 200 万人を突破する等、国内市場最大の

レシピサイトとなった（図 4-1）。  

 

6 クックパッド株式会社「2017 年 12 月期決算説明会資料」（p.6）、「2019 年 12 月期決

算説明会資料」（p.8）より。同社では 2017 年度に一部サービスを連結除外して収益

構成が変化したため、2017-19 年度での平均値を示している。  
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図 4-1 クックパッドの平均月間利用者数・プレミアム会員数の推移 

 

 

 

注：グラフ横軸、Q は Quarter（四半期）の略。  

出所：クックパッド株式会社決算説明会資料に基づき筆者作成。  

 

クックパッドの成長の要因は、同サービスがオンラインレシピの草分けであ

ること以外にも 2 点指摘されている。第 1 に、2010 年前後の国内市場におけ

るスマートフォンの普及である。家庭内のキッチンで行う料理と、持ち運び可

能かつ視認性に優れ、写真撮影機能に優れるスマートフォンの相性は良いもの

と考えられていた。実際、スマートフォンの普及以降、クックパッドへのレシ

ピ投稿は加速し、サービス開始から 10 年以上かかったレシピ数 100 万品突破

に比べ、2015 年 3 月の 200 万品突破まではわずか 4 年で達成されている 7。  

 第 2 に、クックパッドは 2010 年頃より、食品メーカーと組んでのマーケテ

 

7 クックパッド株式会社「クックパッド、投稿レシピ数が 200 万品を突破」

（https://info.cookpad.com/pr/news/press_2015_0331） ※最終アクセス日 2022 年 9 月

22 日  
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ィング支援事業に注力していた。これは、エンドユーザーを巻き込む形で食品

メーカーの特定の商品のレシピや活用方法を検討するプロモーション支援事業

であり、例えば、宝酒造の「料理のための清酒」のプロモーションだけでもユ

ーザーから 800 件のレシピを集めている（2009 年） 8。こうしたプロモーショ

ンの結果として生まれたレシピや販促物はスーパーの店頭で配布されたり、

POP として掲示されたりすることで、ユーザーへのクックパッドの認知度向

上、利用者増へとつながっていった。  

こうしてクックパッド上に増加したレシピの総数は、2018 年度には国内最

多の 300 万品を記録しており、また、クックパッドは定時株主総会の招集通知

や有価証券報告書等で、レシピ数が増加し続けていることを事業の指標、成果

として投資家に伝え続けている 9。  

 

2-3. レシピ投稿の仕組みづくり 

クックパッドがこのような多数のレシピをユーザーから集めることができた

背景には、レシピを投稿させるための、クックパッドによる以下の大きく分け

て 4 つの仕組みづくりがあった。  

第 1 に、レシピは、ユーザー登録を行えば、誰でも、無料で投稿できる。そ

のため、レシピ投稿を行うにあたり、ユーザーには特殊な条件が課されていな

い。  

第 2 に、クックパッドでは、レシピが投稿しやすいよう、レシピタイトル、

レシピの写真、材料・分量、作り方、コツ、ポイントといった、フォーマット

（インターフェース）が定型化されており、レシピの例示もなされている 10。

これにより、ユーザーは気軽に投稿ができる。  

 

8 クックパッド株式会社「2010 年 4 月期第 2 四半期決算説明会資料」（p.27）  

9 クックパッド株式会社「定時株主総会招集ご通知」「有価証券報告書」（ともに、

2017 年 12 月期と 2018 年 12 月期）より。  

10 クックパッド株式会社「レシピ投稿について」

（https://cookpad.com/helps/group/34#help_group_397） ※最終アクセス日 2022 年 9

月 22 日  
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第 3 には、「つくれぽ」の存在がある。つくれぽとは、掲載されているレシ

ピに対して、実際に料理したユーザーがその感想を写真付きで投稿できる、ク

ックパッドの提供機能である。この機能は、つくれぽの数が増えることで、定

番レシピとして信頼性が高まり、投稿者はレシピ投稿のモチベーションを高め

るという仕掛けづくりがなされているところが特徴的である 11。クックパッド

のレシピ投稿には原則として経済的なインセンティブがないため、つくれぽを

通じた他ユーザーからの称賛や承認が、ユーザーにとっては投稿のインセンテ

ィブとなる（青木 , 2016）。クックパッドにあるレシピの中には、10,000 件も

のつくれぽを集めているレシピもあり 12、この機能は同サービスのレシピ投稿

において大きな役割を果たしていると言える。  

そして第 4 には、プレミアム会員サービスとの関連がある。プレミアム会員

が利用できる人気順検索では、つくれぽの投稿数、レシピの閲覧数、その他

様々な情報から、今注目を浴びているレシピを検索することができる 13。つま

り、レシピが人気順検索に掲載され、レシピの存在ひいては投稿者の存在がク

ックパッドの熱心な利用者であるプレミアム会員に知れ渡ることで、投稿者は

レシピ投稿のインセンティブをさらに高めることができた。  

このように、ユーザーにとってレシピ投稿は、フォーマットを満たせば誰で

もできるものであった。ただし、レシピ投稿は、投稿者にとって経済的インセ

ンティブがあるものではなく、つくれぽや人気順検索（ランキング）によっ

て、投稿のモチベーションを高める仕掛けづくりがなされていた。この結果、

少なくとも人気レシピは確かに優れたものが集まり、定番のものというより

 

11 プレジデント  ウーマン「なぜクックパッドの会員はタダでもレシピを投稿し続け

るのか？」（https://president.jp/articles/-/19095?page=3） ※最終アクセス日 2022 年 9

月 22 日  

12 つくれぽ 1000 超えレシピ集「【2022 最新】つくれぽ 10000 超え！殿堂入り神レシ

ピ《42 選》」（https://cook-tsukurepo.com/archives/2329） ※最終アクセス日 2022 年 9

月 22 日  

13 クックパッド株式会社「人気順の基準は？」（https://cookpad.com/helps/group/15） 

※最終アクセス日 2022 年 9 月 22 日  
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も、投稿者による独自の工夫があるものが多くなる傾向があった。  

 

2-4. 業績の低迷 

レシピ数の拡大に伴い、クックパッドの業容は拡大していったが、その一方

で、2017 年度を境にクックパッドの各種経営パフォーマンスは鈍化傾向に入

った（図 4-2）。  

 

図 4-2 クックパッドの売上収益の推移 

 

 

 

注：グラフ横軸、Q は Quarter（四半期）の略。  

出所：クックパッド株式会社決算説明会資料に基づき筆者作成。  

 

例えば、平均月間利用者数は上述の 2016 年度をピークに、その後 3 年間で

1,000 万人超を減らし、2019 年度第 4 四半期には 5,251 万人にまで落ち込ん

だ。また、クックパッドの収益モデルの多くを支えるプレミアム会員数も約

200 万人で頭打ちとなっている。  
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結果として、図 4-2 に示されている通り、同社の売上収益は約 30%の減少と

なった。営業利益に関しても 2017 年度から 2018 年度にかけて約 95%の減少

となっている 14。  

以下では、クックパッドの成長が停滞した時期に起こった外部環境変化と、

市場に参入してきたレシピ動画サービスの特質を確認していく。  

 

 

3. 市場の環境変化とレシピ動画サービスの登場 

 

3-1. レシピ動画サービス登場の背景 

2010 年代中盤にオンラインレシピサービス市場に登場したのが、レシピ動

画サービスのデリッシュキッチン（2015 年 9 月サービス開始：株式会社エブ

リー）とクラシル（2016 年 2 月サービス開始：dely 株式会社）である。  

両サービスは、クックパッドのレシピと異なり、動画によるレシピ、特に 1

分程度のレシピ動画の提供が中心である。また、両サービスのビジネスモデル

は、デリッシュキッチンは広告収入を主としつつ、ユーザー課金（月額 480 円

（税込）：2022 年 6 月 3 日現在）も加えた収益モデルを模索している一方、ク

ラシルはユーザー課金（同じく月額 480 円（税込）：2022 年 6 月 3 日現在）を

主たる収益モデルとしており違いがあるが、提供サービスやその狙いには共通

点が多い。  

両者がサービスを開始した頃、つまり 2016 年は「ネット動画元年」と呼ば

れた年であった 15。2016 年には第 4 世代移動通信システム（4G）の人口普及

率が 76.2%に達したこともあり 16、当時動画コンテンツや動画広告が注目を集

 

14 クックパッド株式会社「2018 年 12 月期決算説明会資料」（p.6）、「2019 年 12 月期

決算説明会資料」（p.6）より。  

15 日本経済新聞「「ネット動画元年」の振り返りと今後の展望」

（https://www.nikkei.com/article/DGXMZO10384390X01C16A2000000/） ※最終アクセ

ス日 2022 年 9 月 22 日  

16 総務省「電気通信サービスの契約数及びシェアに関する四半期データの公表（平
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めていた。また、2011 年 3 月から動画サイトの YouTube のパートナープログ

ラムが一般公開されたことで、いわゆる YouTuber の普及が進んだことも手伝

って、2016 年には YouTube の国内利用率は 77%に達した 17。  

これら状況を機会と捉え、クックパッドが存在する市場において、両者はサ

ービスを開始した。例えば、クラシルを展開する企業の代表取締役である堀江

裕介氏は「クックパッドは、20 年かけて集めた 270 万品（2017 年 10 月当時 

※筆者注）を超えるレシピ情報を持っており、そこで勝負しても、一生追いつ

けません。しかし、動画ならば、自分たちが先行できます」 18として、レシピ

動画サービスに狙いを定めた背景を述べている。  

 

3-2. プロによる調理と撮影・編集 

デリッシュキッチンとクラシルのレシピに共通しているのは、「誰でも簡単

に作れること」である。両サービスの動画に登場する料理は、クックパッドに

レシピを投稿する一般ユーザーではなく、デリッシュキッチンは自社で抱える

管理栄養士やフードコーディネーター等食のプロ、クラシルも左記同様のプロ

を主として、一部同社の選考基準を満たした主婦や学生等のユーザーとなって

いる。その際、食材の入手のしやすさや、調理のしやすさといった観点を重視

して社内でレシピが厳選され、社内の専用スタジオで撮影が行われる 19。  

また、レシピ動画は、動画編集のプロによってコンテンツとしての完成度が

 

成 28 年度第 3 四半期（12 月末））」（2017 年）  

17 Web 担当者 Forum「YouTube の日本の利用率は 77％と Google が発表（2016 年調査

結果）」（https://webtan.impress.co.jp/n/2017/06/09/25999） ※最終アクセス日 2022 年

9 月 22 日  

18 事業構想「20 代で 1000 億円企業をつくる  クラシルが世界で勝てる理由」

（https://www.projectdesign.jp/201710/20-creativity/003968.php） ※最終アクセス日

2022 年 9 月 22 日  

19 日経クロストレンド「レシピ動画成長の理由  プロが制作、視聴は 1 分」

（https://xtrend.nikkei.com/atcl/trn/pickup/15/1003590/061400990/） ※最終アクセス日

2022 年 9 月 22 日  
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高められる。クラシルのレシピ動画は「シズル感（食欲や購買意欲が刺激され

る感覚）」を大事にするためカメラのアングルを変えたり、カット割りを変え

たりする一方、デリッシュキッチンの動画は上からみた真俯瞰によって固定さ

れる等、両者の動画の内容には少々の相違点もあるが、ユーザーの料理しやす

さを意識しているという点では共通している。また、レシピの分かりやすさと

ユーザーのサービス離反防止を重視するため、サービス開発当初は長かった動

画の時間は、同じく動画編集のプロによって、最終的には先述の 1 分程度へと

短縮されていった 20。  

1 分程度の料理動画の制作に上述のような手間をかける必要があるため、1

日に作成可能なレシピ数は 50 本程度となり、レシピの総数は 3 万本前後とク

ックパッドよりも相当少ない。しかし、クラシルを提供する企業の柴田快取締

役は、「クックパッドが擁する 280 万レシピ（2018 年 4 月当時 ※筆者注）の

うち、閲覧回数が多いのが上位数万程度とされていることからすれば、実用に

堪える物になっているのではないか」 21と述べており、レシピ数の少なさはサ

ービスの展開上問題ないと考えている。このレシピ数に対する認識は、デリッ

シュキッチンにおいても同様である 22。  

 

3-3. SNS を通じた料理動画の配信 

ユーザーにレシピ動画を広めていった方法も両者に共通している。両サービ

スともに、サービス開始当初は自社アプリを持たず、 Instagram や Twitter 等の

複数の SNS を通して、お薦めのレシピ動画を投稿することで利用者を増やす

「分散型メディア」を採用していた。その背景にあるのが、スマートフォンを

用いた SNS 検索の増加である。  

デリッシュキッチンもクラシルも、中心的なユーザー層は 20 代から 40 代ま

での女性である 23。このセグメントのユーザーは、旧来の検索エンジンではな

 
20 株式会社エブリーのデリッシュキッチン事業担当者へのインタビューに基づく。  

21 『日経トレンディ』2018 年 4 月号 , p.86 

22 株式会社エブリーのデリッシュキッチン事業担当者へのインタビューに基づく。  

23 App ApeLab.「レシピ動画「クラシル」と「DELISH KITCHEN」結局どちらが“使

われている”のか調べてみた」（https://lab.appa.pe/2017-07/kurashiru-delish-
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く、例えばハッシュタグ検索のような SNS 検索を好んで用いる傾向にある。

クラシルは、参入時のターゲットイメージを「SNS で多くのユーザーを抱え

ていて、そこのユーザーのデモグラに一致する層。動画に馴染みがあり、クッ

クパッドに癒着していないけど、料理をするユーザー層」（堀ほか , 2020, 

p.499）であったと考えていた。つまり、クックパッドの熱心な利用者ではな

いが、SNS や動画に親和性の高いユーザー層をターゲットにしていたことが

示唆される。また、デリッシュキッチンも、「まずは認知を獲得するために

SNS での配信を最優先した」（山畑 , 2018, p.3）としている。  

さらに当時、例えば大手 SNS の Facebook は、YouTube に対抗するために動

画配信数を伸ばそうとしてサイト内の動画表示のアルゴリズムを優遇しており

24、SNS 上でコンテンツを配信するサービスにとっては適した状況にあった。

こういった背景もあり、両レシピ動画サービスは、元々多くのユーザー数を抱

える大手 SNS のユーザー基盤を用いた分散型メディアによるコンテンツ配信

によって、市場に参入したのである。  

その後クラシルは 2016 年 5 月に、デリッシュキッチンは同年 12 月に自社ア

プリの運用を開始した。その狙いとしては、自社外部の SNS に検索アルゴリ

ズムを一任してしまうことへのリスク管理と 25、自社でのレシピのデータベー

ス化があった。しかしその後も、両サービスとも、SNS への配信と独自アプ

リの運用とを併用しており、自社サービスへのユーザーの流入経路を広く保っ

ている。また、自社アプリ提供開始後は、ユーザー目線に立ったアプリのユー

ザー・インターフェースやユーザー・エクスペリエンスの改善を継続してい

る。例えばクラシルでは、SNS に慣れている層の視線をアプリに取り込んだ

り、クラシルの元ユーザーを専属料理人としてスカウティングしたりと、サー

ビスの改善を行っている（堀ほか , 2020, p.370）。  

 

comparison.html） ※最終アクセス日 2022 年 9 月 22 日  

24 『日経トレンディ』2018 年 4 月号 , p.86 

25 BUSINESS INSIDER「料理動画数世界一｢クラシル｣は会社存続の危機から始まった

——経験ゼロで作った 1 分のデモ動画」（https://www.businessinsider.jp/post-160651） 

※最終アクセス日 2022 年 9 月 22 日  
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3-4. レシピ動画サービスの影響とクックパッドの反応 

（1）クックパッドのユーザー数・月間ページ訪問者数の低下 

レシピ動画サービスの登場を契機として、市場でのユーザー数には変動が起

こった。図 4-3 に示されている通り、両レシピ動画サービスの登場後、特に

2017 年に入ったあたりから、クックパッドのユーザー数が減少するのに比し

て、クラシルとデリッシュキッチンのユーザー数は増加している 26。  

 

図 4-3 クックパッドとレシピ動画 2 サービスのユーザー数推移 

 

 

 

注：調査会社（株式会社ヴァリューズ）による集計のため、クックパッド発表のユーザー

数と必ずしも一致しない。グラフ横軸、Q は Quarter（四半期）の略。  

出所：株式会社ヴァリューズ調査結果に基づき筆者作成。  

 

ここで、どのようなユーザーがクックパッドから減少し、そしてレシピ動画

サービスの両者を利用し始めたかの詳細に関しては、当時の市場調査データが

 

26 株式会社ヴァリューズ「料理の価値観とレシピサービス利用動向調査」

（https://manamina.valuesccg.com/articles/135） ※最終アクセス日 2022 年 9 月 22 日  
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示唆的である。株式会社ヴァリューズの調査によると 27、レシピ動画サービス

の両者で特にユーザー数を増加させていたのは、「料理好きのルーキー」、つま

り料理好きだが、献立が思いつかないような料理好き初心者であり、このセグ

メントのユーザーに、分かりやすいレシピ動画を提供する両レシピ動画のサー

ビスが利用されていたことが示唆される。また、クックパッドの利用を減らし

ていたのは、上記のユーザーや「料理嫌い時短」を好むユーザーであったとも

調査されている。  

当時クックパッドのレシピ数は 250 万レシピを突破した頃であったが、両レ

シピ動画サービスの参入直後のこの頃を境に、クックパッドの月間ページ訪問

者数が低下傾向に入った（図 4-4）。訪問者数の低下は広告媒体としてのプラ

ットフォームの価値低下を意味し、実際、同社の広告収入は低下している（前

掲図 4-2）。  

また、上述した通り、両レシピ動画サービスは、SNS を活用したコンテン

ツ配信に力を入れているため、自社サイトのユーザー数のみではそれらサービ

スの集客力を推し量れない。そこで、両者の SNS のユーザーリーチを筆者が

集計すると、クックパッドと比較してフォロワー数が約 15 倍高くなってお

り、少なからぬ集客力を有していることが分かる 28。  

クックパッドと両レシピ動画サービスは、CGM 型のプラットフォームビジ

ネスでの競合というよりもむしろ、レシピを入手したい、知りたいという顧客

ニーズに関しては、それを相互に異なる機能によって満たす代替関係にある。

また、ウェブサービスは複数同時利用が可能であるため、クックパッドと両サ

ービス間でのユーザーの流出・流入関係を明確に把握することは困難である。  

しかし、両レシピ動画サービスがクックパッドを意識して事業展開を開始し

たこと、また図 4-3、図 4-4 に示した変動・動向、そして、レシピ動画サービ

 

27 株式会社ヴァリューズ「料理の価値観とレシピサービス利用動向調査」

（https://manamina.valuesccg.com/articles/135） ※最終アクセス日 2022 年 9 月 22 日  

28 2021 年 3 月 29 日時点での各社の公式 SNS アカウントのフォロワー数をカウント

して筆者計算。過去のフォロワー数を遡ることができないため、当該データを用い

た。  
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スの両者は料理ルーキーが利用を増やしていたこと、さらに後述するクックパ

ッドの反応から見ても、両サービスがクックパッドに影響を与えたと考えるの

が自然だろう。  

 

図 4-4 クックパッドの累計レシピ数と月間ページ訪問者数の比較 

 

 

 

注：2012 年度第 4 四半期から 2019 年度第 4 四半期の累計レシピ数を掲載。2014 年度は会計

年度の変更により、3 四半期分重複して掲載。  

出所：クックパッド株式会社決算説明会資料に基づき筆者作成。  

 

（2）動画サービスの開始と CGM へのこだわり 

事実、クックパッドも、デリッシュキッチンとクラシルから少し遅れ、2016

年 11 月に動画関連サービス「クックパッド TV」をスタートさせ、2017 年 12

月には、料理動画の撮影ができる「クックパッドスタジオ」を都内に設置し

た。  
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しかし、前者は料理家や有名人と一緒に料理ができるライブ配信サービスが

主である。また、後者も動画コンテンツを制作するのはプロではなく、既存の

テキストのレシピ同様、クックパッドのレシピ投稿ユーザーである。  

上記のサービスの他に、クックパッドのホームページでは「料理動画」とい

うコーナーを設け、レシピ動画サービスを提供するコーナーを設けてはいるも

のの、同社の中心的サービスはその後もテキストと写真によるレシピであっ

た。  

こうした中、クックパッドの投資家向けの決算説明会において、他社のレシ

ピ動画サービスを意識したと思われる質疑応答がなされるようになった。そこ

では、動画とテキストのレシピの棲み分けについて、以下のクックパッドの見

解が示されている 29。また、デリッシュキッチンとクラシルのような、プロを

抱えることでレシピ動画作成・編集を行う方法を模倣するつもりもないとして

おり、旧来の方法を踏襲することが説明されている。  

 

ユーザーが「きょう何つくろう」と考えるシーンの一旦で動画レシピに一定の

影響はあると考えていますが、レシピの再現性という観点では、クックパッド

のサービス（＝テキスト）は引き続き使って貰っていると認識しています。当

社としては「レシピの再現性を高めること」が重要だと考えており、テキスト

（文字をみて作る）は再現性の観点から優位性があると考えています。  

 

動画コンテンツを作るにあたっての技術的・人員的なボトルネックは把握して

いません。但し、人員という意味では、他社の労働集約的な手法を真似しよう

とは思っておらず、当社独自の手法で勝ちにいく所存です。  

 

これらの説明から分かるように、クックパッドはレシピ動画サービスが進展

する中においても、依然として再現性を重視したテキスト形式のレシピサービ

スに自社の優位性を見いだそうとした。また、市場の動向に応える形で動画関

 

29 クックパッド株式会社「2017 年 12 月期第 2 四半期決算説明会：主な質疑応答の要

約」（p.5）  
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連サービスを開始したが、上述したクックパッドスタジオに見られるように、

それは同社がこれまで CGM 型プラットフォームとして追求してきた一般ユー

ザーによるコンテンツ投稿に重きを置いたものであった。プロによる分かりや

すい動画を追求したクラシルやデリッシュキッチンとは対照的である。  

 

（3）CGM 型ビジネスへの執着 

クックパッドではその後も、ユーザー投稿によるレシピの提供を基にしたプ

ラットフォームの運営を継続した。実際、両レシピ動画サービスの登場後も、

同社は CGM 型のビジネスの帰結としての投稿レシピ数を、事業の成果として

投資家に訴求し続けている 30。  

しかし、先述の「料理好きルーキー」の利用動向にも示唆されるように、ユ

ーザーは、誰でも簡単に作れること重視し、かつ、目当てのレシピに到達のし

やすい、レシピ動画サービスの活用へと移行していったと考えられる。一例を

あげると、クックパッドで「肉じゃが」と検索すると 1 万 2,690 品のレシピが

ヒットする 31。レシピの総数が 3 万品前後の、クラシルやデリッシュキッチン

と比べてもその品数の差は歴然である。また、レシピ数が増加するにつれ、見

た目の奇抜さや料理のユニークさを競った、料理をすることを目的としたうえ

では実用的でないレシピもクックパッド上に増加していった。  

クックパッドには、これらの多様なレシピを活用して、ユーザー間の交流や

レシピの共有を促進する SNS のようなサービス・機能を充実させるといった

事業展開もありえたかもしれない。また、クックパッドの持つ財務基盤、ブラ

ンド力やレシピの投稿に関するインターフェースを活用することで、レシピ動

画サービスの両者と同様の、プロによるレシピの内製をベースとした事業を展

開することもできたかもしれない。  

しかし、現実として、クックパッドのサービスは依然として CGM 型のレシ

ピ投稿サービスであり、そのサービスに実装されているのは、多くのレシピ

 

30 クックパッド株式会社「定時株主総会招集ご通知」「有価証券報告書」（ともに、

2017 年 12 月期と 2018 年 12 月期）より。  

31 筆者調べ。2021 年 10 月 16 日現在の検索結果。  
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と、それに対するコメント投稿や写真レポート機能（つくれぽ）が中心であっ

た。もともと、簡単に、手軽に料理を行うことを目的としたユーザーにとって

は、クックパッドのサービスは過剰であり、実用的といえない側面があった。

特に、人気レシピ検索を使えない無料ユーザーにとって、レシピ数がクックパ

ッドに増加したことにより、これらの機能がもたらす問題が顕在化したと考え

られる。  

実際、その後、インターネット上の様々なレシピから、クックパッドのよう

なユーザー投稿型のレシピを除外し、プロのレシピだけを限定表示する「クー

グル（Quugle）」（2016 年 11 月頃） 32が、そして後には、「レシピけんさく（原

文ママ）」（2020 年）のようなサービスも市場に出現した 33。こうしたレシピの

限定表示サービスの市場への登場は、消費者によるレシピの投稿やレシピ数の

多さというクックパッドの 1 つの付加価値が、裏目へと転じて行っていること

を示していると考えられる。  

 

 

4. 議論 

 

4-1. 環境変化がもたらした矛盾 

まず、上記事例の発見事実を整理しておく。重要な点は、クックパッドの既

存のエンゲージメント行動のマネジメントが、環境変化に伴い矛盾をはらむよ

うになったということである。  

クックパッドは、CGM 型プラットフォームであるため、サービスのコンテ

 

32 Quugle「Quugle とは」（https://quugle.blogspot.com/2016/11/quugle.html#gsc.tab=0） 

※最終アクセス日 2022 年 9 月 22 日  

33 ITmedia NEWS「クックパッドは除外 プロのレシピ検索できる「Quugle」に注

目」（https://www.itmedia.co.jp/news/articles/1702/06/news112.html）ならびに同サイト

「クックパッドは除外、「プロのレシピだけ」検索できる「レシピけんさく」」

（https://www.itmedia.co.jp/news/articles/2009/09/news089.html） ※最終アクセス日

2022 年 9 月 22 日  
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ンツ作成をユーザーのエンゲージメント行動に委ねていた。それは、テキスト

ベースのレシピに限らず、動画コンテンツにおいても同様である。つまり、ク

ックパッドの関心事項は、ユーザーに投稿を開放してレシピのバラエティを追

求し、その結果として、媒体価値の向上による広告収入の獲得や、多様なレシ

ピがあるからこそ可能となる有料サービス、つまりランキング検索を利用でき

るプレミアム会員による収益モデルの構築を目指すことにあった。  

このレシピのバラエティ、そしてその帰結としてのレシピ数拡大を追求し、

収益モデルを確立する過程（クックパッドの事業成長の過程）においては、ユ

ーザーのエンゲージメント行動を引き出すためのマネジメント、つまり、レシ

ピ投稿のフォーマット化や「つくれぽ」が機能していた。まず、フォーマット

化は、ユーザーのレシピ投稿のハードルを下げることに寄与した。さらには、

クックパッドが成長し、そこに様々なユーザーが参加し、レシピ数が増加して

いく局面において、自分の作成したレシピが衆目を集めるつくれぽ機能や、ラ

ンキング検索機能は、投稿者の「非経済的インセンティブ」を刺激した。実

際、クックパッドのレシピ投稿には原則「経済的インセンティブ」がないにも

かかわらず、レシピ投稿は増加し、クックパッドは成長していった。  

クックパッドが市場で競争力を有していたこともあって、レシピ投稿つまり

エンゲージメント行動は、クックパッドの成長を後押しし続けた。そして、成

長を続けていたこともあり、クックパッドは上記のエンゲージメント行動のマ

ネジメントを前提として、ユーザー（閲覧者）のニーズに応える訴求点とし

て、「レシピ数の多さ」や「テキストベースによるレシピの再現性の高さ」を

強調したのである。  

しかしながら、両レシピ動画サービスの登場は、その状況を変化させた。デ

リッシュキッチンとクラシルは、オンラインレシピ市場におけるユーザー（閲

覧者）のニーズを捉え直し、「レシピ動画のわかりやすさや探しやすさ」（山

畑 , 2018, p.4）といった観点を重視した。それを実現するために、クックパッ

ドがユーザー・補完者に作成を頼っていたレシピを、食のプロと動画編集のプ

ロをそれぞれ自社で雇用し、自社スタジオを用いてレシピ動画を内製すること

でファーストパーティコンテンツ化し（Hagiu & Spulber, 2013; Li & Agarwal, 

2017）、ユーザーにとって分かりやすいレシピ動画の作成に注力した。  
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加えて、当初は自社アプリを持たずに、複数の大型 SNS を利用した分散型

メディアを採用した点も特徴的である。それによって、サービス開始初期に、

クックパッドの中にいた、しかしクックパッドのサービスの熱心な利用者では

なかった、動画や SNS に親和性を持つユーザー、とりわけ、料理好きのルー

キーという特定セグメントに自社サービスを訴求することを狙ったのである。  

このレシピ動画サービスの両者の登場という環境変化は、クックパッドのエ

ンゲージメントマネジメントに以下の矛盾をもたらしたといえる。まず、レシ

ピ動画サービスの両者が狙ったユーザーは、クックパッドの熱心な利用者では

なく、料理初心者であり、このセグメントは上述の通り、料理のわかりやすさ

や探しやすさを重視する。したがって、当該セグメントは、ユーザー投稿型に

よる多様なレシピや、ユーザーによるレポート、ランキングなどではなく、レ

シピのわかりやすさや探しやすさに反応する。そのため、既存の CGM 型プラ

ットフォームとは異なる価値提案をもった、両レシピ動画サービスのユーザー

が増加し、対照的にクックパッドのユーザーは減少したと考えられる 34。  

また、それを契機として、先述の図 4-4 の通り、クックパッドの月間ページ

訪問者数は減少した。成長期のクックパッドを支えてきたレシピ投稿を促すた

めのマネジメントは、レシピの投稿者が「他のユーザーにレシピを見てもらえ

る、実際に使ってもらえる」という、非経済的インセンティブを刺激するもの

であった。しかしながら、ページ訪問者数の減少や、ランキング検索を可能と

するプレミアム会員（会員事業）の減少（前掲図 4-1）は、投稿インセンティ

ブが刺激される機会を減らすものであった。実際、クックパッドのレシピ数は

今も増加しているものの、株主・投資家向け資料などからもわかるように、増

加の割合は年々低下している。  

このように、両レシピ動画サービスの、レシピの作成、展開のマネジメント

方法は、クックパッドの成長を支えてきたエンゲージメント行動のマネジメン

トの手法とは異なるものであった。さらにここで重要なのは、レシピ動画サー

ビスの両者が新しい市場を創造したことによってユーザーを獲得したのではな

 
34 共働き世帯の増加のような環境変化も、手軽で「わかりやすく、探しやすい」レ

シピを求めるセグメントの拡大につながり、この競争力低下を促すことになったと考

えられる。  
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いという点である。先述のように、両サービスは、クックパッドの熱心な利用

者ではないが、SNS や動画に親和性の高いユーザー層をターゲットとし、潜

在的であったニーズを顕在化させることで市場参入したのである。  

レシピ動画サービスの両者がこうした戦略を取り得た要因として、スマート

フォンの普及、4G の普及に伴う動画閲覧サービスへの注目の高まり、あるい

は、検索エンジンの利用ではなく SNS での検索を行うユーザーの増加といっ

た環境変化、つまり、基盤技術の転換（e.g., Christensen, 1997; Tripsas & 

Gavetti, 2000; Tushman & Anderson, 1986）があげられる。事例で見たように、

両レシピ動画サービスがこうした環境変化の要因を、動画の導入や分散型メデ

ィアの採用という形で自社の戦略に組み込んでいたことは明らかである。  

しかし、本事例においては、クックパッドが、スマートフォンの普及や 4G

の普及といった技術変化そのものに適応できなかったわけではない。実際クッ

クパッドは、動画サービスも提供し、SNS も部分的に活用している。それに

もかかわらず、なぜクックパッドは利用者数を減らし、経営パフォーマンスを

悪化させていったのだろうか。  

 

4-2. クックパッドの競争力低下のメカニズム 

ここまで確認してきたクックパッド事例の主要な出来事を時系列で整理した

のが表 4-1 である。  

以下では、事例記述の内容に従い、クックパッドの競争力低下のメカニズム

を、本論文の分析枠組み（前掲図 3-1）に基づいて分析する。それを図として

整理したのが、後掲の図 4-5 である。  

図 4-5 内の灰色の箱は分析枠組みの（1）-（5）の各項目にあたり、それら

の下の白色の箱にはクックパッド事例において特定された各項目の具体的内容

が記載されている。また、当該図内（a）-（d）は、本事例において特定され

た、分析枠組み内（1）-（5）の各項目間の影響関係に影響を与えるモデレー

ター的な位置づけを持った要因である。そのため、図 4-5 内において、各影響

要因（a）-（d）は、（1）-（5）の各項目間の影響関係に、正（+）もしくは負

（-）の影響を与えている（あるいは、いずれかとは言えない（可能性もあ

る））という分析を行っている。一方で、（1）-（5）の各項目間の影響関係
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は、第 3 章で述べた通り、先行要因が変化すると後ろの要因が変化するという

関係のため、正負の影響に関する分析は行っていない。  

 

表 4-1 クックパッド事例に関する主要な出来事 

 

 

 

出所：筆者作成  

 

まず、本事例における、「（1）競合・代替品の登場」は、デリッシュキッチ

ンとクラシルに代表されるレシピ動画サービス（代替品）の登場であった

（2015 年 9 月から 2016 年 2 月）。この登場の背景には、スマートフォンの普

及や 4G の普及があり、また、SNS 検索の普及という状況もあった。レシピ動

画サービスの登場は、主に料理好きのルーキーのクックパッドからの離脱をも

たらした（図内（a））。しかし、前掲の図 4-3 からも分かる通り、この離脱

は、ユーザーの多くない割合の一部ユーザーによる、クックパッドには影響が

軽微なものであった（2017 年に入る頃）。また、代替品は、コンテンツのファ

ーストパーティ化による補完者を必要としないサービスであったため（図内

（b））、クックパッドにおける補完者のレシピ投稿のインセンティブには関係

の無いものであった。  

これらの要因もあり、クックパッドは「（2）補完者マネジメントの仕組み」

として、代替品とは異なる既存の仕組みを継続したと考えられる。本章の 3-4
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（2）でも確認した通り、同社においては、株主・投資家向けの質疑応答や説

明資料の中で、レシピ動画サービスの台頭に対して、テキストベースのレシピ

を投稿させるためのエンゲージメント行動のマネジメントに基づいた CGM 型

のビジネスモデルに価値を継続して見出そうとする発言が見られた（2017 年 8

月 10 日） 35。例えば、「テキスト（文字をみて作る）は再現性の観点から優位

性があると考えて」いるという発言からは、テキストレシピの優位性を、ある

いは、「人員という意味では、他社の労働集約的な手法を真似しようとは思っ

ておらず、当社独自の手法で勝ちにいく所存です」という発言からは、レシピ

動画サービスの両者が採用していた食や動画編集のプロを雇用し、レシピ動画

を内製するという労働集約的な方法とは異なる、クックパッド独自の手法への

こだわりが見て取れる。  

 

図 4-5 分析枠組みに基づくクックパッド事例の整理 

 

 

 

出所：筆者作成  

 

 
35 クックパッド株式会社「2017 年 12 月期第 2 四半期決算説明会：主な質疑応答の要

約」（p.5）  
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実際、その後同社が展開した動画関連サービスの「クックパッドスタジオ」

（2017 年 12 月）は、CGM 型の補完者マネジメントの仕組みを活用した、動

画コンテンツをユーザーが投稿するものであった。前述した「クックパッド

TV」（2016 年 11 月）が実質的には料理家や有名人によるライブ配信サービス

であったこともあり、クックパッドスタジオはクックパッドにとって本格的に

展開した動画関連サービスであったが、デリッシュキッチンとクラシルの事業

開始からは時期的に遅れを取っていた（図内（c））。クックパッドは当時、経

営権を巡って取締役会を中心とした企業ガバナンスの問題を抱えていた（2016

年初頭頃から 2017 年 3 月頃まで） 36。これにより、レシピ動画サービスの事

業展開に何らかの影響があった可能性も考えられるが（図内（※））、しかし、

このことが直接補完者マネジメントの仕組みや補完者のエンゲージメントに影

響を与えたものとは考えがたい。  

このように、クックパッドはクックパッドスタジオによって動画関連サービ

スを展開したが、依然同社のサービスの中心はテキストベースのレシピであっ

た。実際、クックパッドによる動画関連サービスの展開は、クックパッドにテ

キストベースのレシピを投稿する補完者の動向、つまり「（3）補完者のエンゲ

ージメント」には大きな影響を与えず、クックパッドのテキストベースのレシ

ピ数は、伸び率は鈍化してはいるものの、増加し続けている 37。  

 上述の通り、クックパッドは、レシピ動画サービスが進展しているにもかか

わらず、既存のテキストレシピサービスを主としつつ、レシピ動画サービスに

関しては従来のユーザー生成コンテンツのマネジメントを堅持し、部分的に対

応しようとしたと考えられる（図内（d））。つまり、事例で確認した通り、ク

ックパッドの経営陣は、レシピ動画の台頭とそれに対するニーズが市場に存在

していることは認識していたものの、「レシピはユーザーが投稿するもの」と

いう自社プラットフォームの特徴を維持しようとした。  

 
36 Business Journal「クックパッド、社内クーデター的社長解任劇で混迷深まる…株

価暴落、幹部と社員に亀裂」（https://biz-journal.jp/2016/10/post_16814.html）ならびに

日本経済新聞「クックパッドお家騒動、創業者に軍配も株主不満：戦略語らぬ経営

陣」（https://www.nikkei.com/article/DGXLZO14434370T20C17A3TI1000/） ※最終ア

クセス日 2022 年 9 月 22 日  
37 クックパッド株式会社「定時株主総会招集ご通知」「有価証券報告書」（ともに、

2017 年 12 月期と 2018 年 12 月期）より。  
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クックパッドにとって、サービス開始以降同社の成長の過程で蓄積してきた

レシピは競争力の源泉であった。さらにいえば、それに貢献してきた、補完者

マネジメントの仕組みこそが、プラットフォームとしてのクックパッドを支え

てきた。エンゲージメント行動はユーザー・補完者のプラットフォームへの貢

献を示すものであり、また、それを促すためにクックパッドが提供してきた、

レシピフォーマットやつくれぽ機能といった機能も変更しがたいものであった

と考えられる。  

そのため、クックパッドは、環境変化により矛盾が生じつつあったにも関わ

らず、既存のユーザー生成コンテンツのマネジメントを堅持しようとし、その

マネジメントを活かしたままレシピ動画サービスに対応しようとしたと考えら

れる。その象徴とも言えるのが、一般投稿ユーザーに動画コンテンツを撮影・

投稿させるクックパッドスタジオを設置したことであった。  

しかしながら、この既存サービス主体の展開は、レシピ数の増加には依然寄

与し続けたものの、「レシピ動画のわかりやすさや探しやすさ」（山畑 , 2018, 

p.4）を魅力とするデリッシュキッチンやクラシルと比して、「レシピの多さ」

や「レシピの再現性の高さ」といったクックパッドの相対的魅力は低下してい

ったと考えられる（「（4）価値提案」）。前述した、ユーザー投稿型のレシピを

除外してプロのレシピだけを限定表示サービスの登場も（2016 年 11 月頃）、

この動向を裏付けている。  

そして、結果として、クックパッドのページ訪問者数は（「（5）競争力」）、

レシピ数が増加し続けているにもかかわらず、減少していった（前掲図 4-

4）。もちろん、この競争力低下には、例えば YouTube における料理動画の配

信といった要因も関係しているかもしれない（図内（※※）） 38。しかしなが

ら、前述した通り、レシピ動画サービスの参入を契機にクックパッドのページ

訪問者数が低下していることや、クックパッドの株主・投資家向けの説明から

も、ユーザー生成コンテンツのマネジメントに関して同社の競争力に影響を与

えているのは、代替品の登場をめぐる、一連のクックパッドの企業動向や市場

 
38 例えば、以下を参照。Web マガジン  Foodist Media「チャンネル登録 15 万人超！  

飲食店ユーチューバー「無駄なし！まかない道場」の動画集客術」

（https://www.inshokuten.com/foodist/article/5214/） ※最終アクセス日 2022 年 9 月 22

日  
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でのユーザーの動向であるといえるだろう。  

 

 

5. 小括 

 

本章ではクックパッドの事例研究を通じて、本論文の RQ1「どのようなユ

ーザー・補完者エンゲージメントのマネジメントが、いかなるメカニズムで成

熟段階にある CGM 型プラットフォームの競争力低下をもたらすか」という問

いを検討した。  

図 4-5 で分析した通り、クックパッドは代替品の市場参入にもかかわらず、

既存の補完者マネジメントの仕組みを継続し、それに対応しようとした。同社

の CGM 型のサービスのようなエンゲージメント行動に根ざしたビジネスモデ

ルは、ユーザー・補完者と企業との間の関係性や、ユーザー・補完者の経済的

動機でない動機によっても成立していることもあり、企業が自社の意図通りに

マネジメントすることが難しい側面がある。また、一度構築したユーザー生成

コンテンツの基盤は変えがたいし、企業はそれを活かそうとする。しかし、プ

ラットフォームの成長を支えてきた補完者マネジメントの仕組みが、環境変化

のもとで、競争力を強化しつづけるとは限らない。  

本章ではこのように、市場地位を有するプラットフォーム企業が成長期に築

いた補完者マネジメントの仕組みを堅持しようとすることが、代替品の躍進を

許す間隙を市場に生む恐れがあるということを示した。  
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第 5 章 事例研究（2）ミクシィ 

 

 

1. 問題設定と事例研究の方法 

 

1-1. 問題意識 

本章では、本論文の RQ1「どのようなユーザー・補完者エンゲージメント

のマネジメントが、いかなるメカニズムで成熟段階にある CGM 型プラットフ

ォームの競争力低下をもたらすか」に対して、日本の SNS 分野のプラットフ

ォームであるミクシィ（mixi）の事例を用いた検討を行う。  

まず、本章の事例研究における問題意識も、第 4 章のクックパッド事例と同

様である。すなわち、ユーザー・補完者のエンゲージメント行動が重要な位置

づけを占める CGM 型プラットフォームにおいて、どのような補完者マネジメ

ントの仕組みが補完者のエンゲージメント（エンゲージメント行動）を引き出

すのか、あるいは、そのユーザー生成コンテンツのマネジメントをどのように

することで、プラットフォームとしての競争力を低下させてしまうのかという

観点である。この問題意識のもと、本章では、結論を一部先取りすれば、対競

合 SNS を意識して既存プラットフォームが行ったユーザー生成コンテンツの

マネジメントに着目することで、なぜ市場地位を築いた CGM 型プラットフォ

ームが競争力を低下させてしまうのかという課題（RQ1）をさらに検討する。  

本章の事例分析においても、第 3 章で提示した本論文の分析枠組み（前掲図

3-1）に沿った検討を行うことで、いかなる「（1）競合・代替品の登場」によ

り、CGM 型プラットフォーム企業の「（2）補完者マネジメントの仕組み」と

「（3）補完者のエンゲージメント」がどのようになるか、そして、左記がもた

らす当該プラットフォームの「（4）価値提案」と「（5）競争力」の影響関係を

分析する。  

 

1-2. 事例研究の方法 

ミクシィ事例の選択理由は第 3 章で述べたが、ここでは、事例記述と分析に
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先立ち、ミクシィにおけるユーザー・補完者エンゲージメント（エンゲージメ

ント行動）が示すものやその測定方法、また、ユーザー生成コンテンツのマネ

ジメントに基づくミクシィのアウトプットが反映される指標を明確にしておき

たい。  

ミクシィの事例において、ユーザー・補完者のエンゲージメント行動とは、

ユーザー・補完者によるユーザー生成コンテンツの投稿や他ユーザーの投稿へ

のリアクションを指すものとする（山本・松村 , 2017）。具体的には、詳細は

後述するが、ミクシィが公開する「コミュニケーション投稿数」と、同社が調

査・研究した「mixi ボイス」の投稿数や他ユーザーの投稿へのリアクション

（例：「イイネ！」）数、日記投稿数等から、エンゲージメント行動の動向を判

断した。また、これら行動が反映されると考えられる指標として、ウェブサイ

トの訪問頻度（山本・松村 , 2017）の代理指標となるページビューも補足的に

確認した。  

また、本事例においては、プラットフォームの競争力（市場地位）は、一般

ユーザーが選択利用する「各 SNS の利用率」から判断した。また、補足的

に、各 SNS のアクティブユーザー率も確認している。これらに関しては、同

一のデータソースにおいて年次ごとの連続した比較を行うことが困難であった

ため、市場調査会社（マイボイスコム株式会社、株式会社リスキーブランド）

と公的機関（総務省情報通信政策研究所）による複数のソースで情報の妥当性

を確認しながら、必要な情報を選択使用した。  

なお、ミクシィは SNS として事業を開始し、発展した事例であるが、SNS

としての市場での地位を低下させた後、2014 年度頃からソーシャルゲーム関

連サービスによって業績を急激に回復・再拡大させた。この事象は、本論文で

の分析の検討外とするため、分析対象期間は概ね 2003 年度から 2013 年度（と

りわけ 2007 年度から 2012 年度まで）に限定した。また、分析対象は日本国内

市場のみとする。  

事例研究のデータソースとしては、第 3 章で述べた通り、株主・投資家向け

説明資料やニュースリリース、公式ブログ等のミクシィによる各種公開資料、

ならびに新聞・雑誌・ウェブ記事等のアーカイバルデータを多面的に用いて、

分析内容の信頼性、妥当性を確保することに努めた。アーカイバルデータを主
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とした分析を行ったのは、上述の通り、創業時から 2010 年代前半までのミク

シィと、それ以降の同サービスとでは、サービスに対する市場での認識やユー

ザーの認知が異なるため、当時の SNS としてのミクシィに関する現象を分析

することを目的とし、振り返りバイアスや、観察者の意図を極力取り除くため

である。なお、ミクシィに関しては、経営学分野での様々な切り口による研究

やケース記述も既に存在しており（e.g,. 前中 , 2006; 根来・早稲田大学 IT 戦

略研究所 , 2006）、それら書籍・論文の内容は以下の事例記述に反映させてい

る。  

 

 

2. ミクシィにおけるユーザー数の拡大 

 

2-1. サービスの中心的機能 

ミクシィ（mixi）は 2004 年 2 月にサービスを開始した SNS であり、運営主

体は株式会社ミクシィ（創業時は株式会社イー・マーキュリー）、創業者は笠

原健治氏である。同サービスは、2007 年度には会員数が 1,000 万人を超え、

2011 年度には 2,000 万人を突破している（後述図 5-1）。そして、2009 年頃の

ユーザーのサービス別利用率においても 80%を越えており 39、国内 SNS 市場

で圧倒的首位の状態にあった。  

ミクシィのサービスの中心にあったのは、日記機能であった。日記とは、ユ

ーザーが記すことができる文章で、そこには他ユーザーからのコメントを受け

ることができる。日記機能はミクシィに多くのユーザーを引きつける要因にな

ったとされ（前中 , 2006）、2006 年には、日記の総数は約 9,500 万件、1 日の書

き込み数は 50 万件、コメント数は 1 日の書き込み数の約 4 倍にも達した（根

 

39 マイボイスコム株式会社の市場調査結果「SNS の利用（第 5 回）」内、「利用して

いる SNS サイト（n=13,939、複数回答）」より。首位の mixi は利用率 83.2%、二位の

GREE は 17.1%であった。  

（https://www.myvoice.co.jp/biz/surveys/13607/index.html） ※最終アクセス日 2022 年

9 月 22 日  



 

85 

 

来・早稲田大学 IT 戦略研究所 , 2006）。  

また、ミクシィは他にも、共通の趣味や関心事を持つユーザーが集まるコミ

ュニティ機能を有していた。ミクシィが実装した日記機能やコミュニティ機能

は、他の SNS には不足していた、ユーザー間のコミュニケーションの重視、

人間関係の尊重、心地よさの追求、といったミクシィの独自性を追求するもの

であった 40。  

さらに、他の SNS と比較してミクシィを特徴づけていたのが、招待制と足

あと機能であった。招待制とは、ミクシィへのユーザー登録には既存ユーザー

からの招待が必要となる利用制限のことである。新規ユーザーは必ず知り合い

とつながっている状態で参加することでミクシィのサービスをよりスムーズに

楽しむことができるため、利用者に安心感や居心地の良さを与え、口コミでユ

ーザーの輪が広がったといわれている 41。招待を受けミクシィに参加したユー

ザーは、自分を招待してくれた知り合いや、サイト内で知り合ったユーザーを

「マイミクシィ（マイミク）」として登録して、交流を行う。  

一方の、足あと機能とは、ミクシィ内のユーザー個人のページへの、他ユー

ザーの訪問履歴を確認できる機能のことである。この機能の存在によってユー

ザーは、自分以外の誰かに日記を読んでもらえているという感覚を持てたり、

足あとを残すことで相手に関心を示したりすることができた。足あとは、SNS

における他ユーザーの存在や、コミュニケーションを可視化するものであっ

た。この機能も手伝い、ミクシィには「ミクシィ依存症」とも呼ばれるほどの

ユーザーが生まれた（根来・早稲田大学 IT 戦略研究所 , 2006）。  

ミクシィが市場で地位を築いたといえる 2008 年前後において、同社の収益

モデルの概ね 8 割が広告収入、残りが課金収入（主にプレミアムサービス）に

よるものであった 42。同社は、ウェブメディアの広告収入はページビューに連

動するものと考えていた 43。そのため同社にとって、ユーザーを自社サービス

 

40 株式会社イー・マーキュリー「ニュースリリース」2004 年 11 月 15 日  

41 『朝日新聞』2006 年 10 月 21 日、朝刊、be 週末 b1 面  

42 株式会社ミクシィ「2008 年度第 4 四半期及び通期決算説明資料」  

43 株式会社ミクシィ「mixi REPORT（2012 年 3 月期 報告書）」  
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に引きつけるための機能改善や機能追加は必須であった。  

 

2-2. サービスの機能改善と機能追加 

（1）ユーザー数拡大への取り組み 

ミクシィは、ユーザー数が 1,000 万人を超えて以降、その一層の増加を意識

した、サービスの機能改善や機能追加を立て続けに行っている。例えば同社で

は、2007 年 10 月に表示デザインを一新したり、2008 年 3 月にはユーザーが投

稿した日記の利用許諾をめぐる規約改定を行ったりしている。また、2008 年

12 月には、ユーザーの年齢制限を従来の 18 歳以上から、15 歳以上へと緩和し

ている。  

さらに、2010 年 3 月にミクシィは、その特徴の 1 つであった招待制を廃止

し、登録制へと移行した。この施策は、地方在住者や 35 歳以上のユーザー、

携帯電話を使う若年層等を取り込む狙いがあり、結果、ミクシィはユーザー数

の拡大には成功した 44。  

 

（2）「mixi アプリ」への取り組み 

元々笠原氏は、招待制がミクシィのユーザーに安心感をもたらしているとい

う考えを有していた（湯川 , 2007）。しかし、それでも同社が招待制を廃止し

たのには、2009 年から取り組みを開始した「mixi アプリ」が背景にある。  

このサービスは、ユーザーが利用したいアプリ（自社開発と外部開発双方）

をミクシィ上で自由に選択・利用できるサービスである。当時、Facebook や

MySpace といった海外の SNS が API を公開することで、多くの外部開発者

（法人・個人）に SNS 上で利用できるアプリを開発・提供させる取り組みを

行っていた。  

ミクシィもこの動向を意識して、当時モバイル向けの SNS を中心にソーシ

ャルゲームの供給を通じて急速にユーザー数を増やしていたグリー（GREE）

やモバゲー（Mobage）に先行する形で API を公開し、2009 年 8 月に PC 版、

 

44 CNET Japan「ミクシィ笠原社長に聞く、mixi が登録制に移行したワケ」

（https://japan.cnet.com/article/20384383/） ※最終アクセス日 2022 年 9 月 22 日  
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10 月にモバイル版、そして翌年 9 月にスマートフォン版の mixi アプリの提供

を開始した。当時多くのユーザーをミクシィが抱えていたこともあり、外部開

発者の数は増加していき、「サンシャイン牧場」や「脳力大学 -漢字テスト」と

いったヒットアプリも生まれている 45。  

通常、外部開発者にとっては、SNS 上の多様なユーザーに関する情報があ

ればあるほど、アプリのサービス・機能開発を進めやすい。この背景のもと、

ミクシィは招待制を廃止し、ユーザー層を拡大しようとした 46。  

 

（3）競合 SNS を意識した機能追加 

ミクシィが mixi アプリへの取り組みを行っていた頃、国内では競合 SNS の

普及が進んでいた。例えば Twitter は 2008 年 4 月に日本でサービスを開始し

た。Facebook も同年 5 月に日本語対応し、2010 年に日本市場開拓を本格化さ

せている。  

この状況を受けて、ミクシィは、2008 年 8 月に、一言コメント発信機能の

「エコー」を投入し、翌年にはそれを「mixi ボイス」へと名称変更した。mixi

ボイスには、140 文字（発表当時は 150 文字）のコメント投稿機能（「つぶや

き」）があり、これはその文字数からも明らかに Twitter を意識したサービスで

あると考えられる 47。  

さらに 2010 年 12 月に、ミクシィは「イイネ！ボタン」（以下、「イイ

ネ！」）の提供を開始した。この機能は、他ユーザーの投稿にワンクリックで

気軽にリアクションを示すことができるものであり、Facebook の「Like（いい

ね！）」ボタンと類似したものであった。また、このボタンは、ミクシィ外部

 

45 株式会社ミクシィ「2009 年度第 3 四半期決算説明資料」、「2009 年度第 4 四半期及

び通期決算説明資料」より。  

46 ITmedia「招待制・“18 禁”廃止の狙いを笠原社長に聞く」

（https://www.itmedia.co.jp/news/articles/0811/27/news126.html） ※最終アクセス日

2022 年 9 月 22 日  

47 株式会社ミクシィ「mixi ボイスに関する質問」

（https://mixi.jp/help.pl?mode=item&item=558） ※最終アクセス日 2022 年 9 月 22 日  
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の企業がそのウェブサイト上に設置することもできた（API 連携）。それら企

業が増加していったことから 48、当該サイトにミクシィのユーザーが「イイ

ネ！」を示すことで、それがミクシィ上で他ユーザーに示されるといった新た

なコミュニケーションも生んだ。  

加えて、2011 年 8 月には、個人ユーザーと企業がコミュニケーションでき

る、「Facebook ページ」と類似の機能を持った「mixi ページ」を提供し、ミク

シィはサービスの改善を図り続けた。結果として、前項で述べた外部開発者に

加え、ミクシィ上には様々な事業者も参加するようになった 49。  

 

（4）足あと機能の廃止 

上述した動向に加え、ミクシィは 2011 年 6 月には、その象徴的機能である

足あと機能を廃止した。同社はその理由として、足あと機能には、（1）自身の

行動が記録に残る精神的な「重さ」があること（いわゆる「ミクシィ疲れ」

（濱野・佐々木 , 2011）とも関連）、（2）業者ユーザーによるスパム的な足あ

とがあること、（3）実際には足あとを利用する人より、削除する人の方が多い

こと、の 3 点をあげている。現実として、ミクシィからの退会理由としてユー

ザーがあげる機能は、足あと機能が 42%と圧倒的に 1 位であり、2 位はミクシ

ィの中心的機能である日記の 28%であった 50。そのため、同社では、足あと機

 

48 株式会社ミクシィ「2010 年度第 4 四半期及び通期決算説明資料」  

49 株式会社ミクシィのユーザーとの交流イベントにおけるプレゼンテーション資料

より。当該資料は、以下で閲覧した。  

ITmedia「事実上の“足あと”復活」  

（https://www.itmedia.co.jp/makoto/articles/1302/01/news034.html） ※最終アクセス日

2022 年 9 月 22 日  

50 株式会社ミクシィのユーザーとの交流イベントにおけるプレゼンテーション資料

より。足あと機能廃止も理由も同じ出所による。当該資料は、以下で閲覧した。  

ITmedia「事実上の“足あと”復活」  

（https://www.itmedia.co.jp/makoto/articles/1302/01/news034.html） ※最終アクセス日

2022 年 9 月 22 日  
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能を廃止することで、ユーザーのページを訪れた人を「訪問者」として後日に

まとめて表示する方針に切り替えた。  

しかし結果として、足あと機能廃止に対して、「mixi 足あと機能改悪反

対！」というミクシィ内のコミュニティに 26 万人のユーザーが集い、また、1

万 7,000 通もの反対署名が集められるという、大規模な反対運動が巻き起こっ

てしまった。結果、その後ミクシィは 2013 年 1 月に、各ユーザーのサイトへ

の訪問者のリアルタイム表示機能の提供という、事実上の「足あと機能復活」

を行った。  

 

 

3. ミクシィの低迷 

 

3-1. 各種指標の変化 

（1）ユーザー数の拡大とページビューの低下 

上述した機能改善・機能追加、そして、競合 SNS への対策も手伝って、ミ

クシィのユーザー数自体は拡大を続け、ページビューも増加していった（図

5-1）。市場における主流のデバイスが変化していったこともあり、デバイスご

とのページビューの内訳は変化しているが、それでもページビュー数は増加し

ている。  

しかし、2011 年に入った頃を境に、ミクシィのページビューは減少傾向に

入っていく。内訳として、2009 年度から開始したスマートフォン版のミクシ

ィである「mixi Touch」のページビューは増加しているものの、全体の低下傾

向を止めるほどの割合にはなっていない。  

さらに、月間ログインユーザー数（月間アクティブユーザー数とほぼ同義）

は、2011 年 5 月の 1,547 万人をピークに、2012 年 9 月は 1,402 万人にまで落

ち込んでいった 51。総ユーザー数に占めるログインユーザー数の割合を筆者が

算出して確認しても、2009 年 3 月には約 69%であったのに対して、2011 年 3

月には約 65%、2012 年 3 月には約 55%へと低下していっており、ユーザー数

 

51 株式会社ミクシィ「2012 年度第 2 四半期決算説明会資料」  
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は拡大しているものの、ユーザーの利用が進んでいない様子が見て取れる。  

 

図 5-1 ミクシィのユーザー数・ページビュー数の推移 

 

 

 

注：グラフ内、FY は会計年度（ fiscal year）、PV はページビュー（page view）の略。FY10 と

FY11 のユーザー数は 3 月時点のみ公開されているため、長鎖線で表現。  

出所：株式会社ミクシィ社株主・投資家向け説明資料より筆者作成。  

 

また、収益面でも、ページビューの動向と軌を一にして、ミクシィの収益モ

デルの中心であった広告収入は、2010 年度の約 133 億円をピークに、2011 年

度は約 79 億円、2012 年度は約 46 億円と激減していった 52。2010-11 年度の動

向には東日本大震災による企業の広告出稿自粛の影響は関係しているものの、

ミクシィとしては震災の影響を受けない業種では出稿が旺盛であったとしてお

り 53、震災の影響のみによるものとは考えることはできない。また、この頃同

 

52 株式会社ミクシィの各年度の『有価証券報告書』より筆者算出。  

53 株式会社ミクシィ「2010 年度第 4 四半期及び通期決算説明会資料」。スマートフォ
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社ではスマートフォン広告対応も強化しており、対応の遅れも無かったといえ

る。  

 

（2）コミュニケーション投稿数への着目 

前項で示した通り、ミクシィは 2009 年頃から、日記を中心とした従来のサ

ービスとは異なり、アプリへの取り組みや機能追加等、競合 SNS を意識した

多機能化を推進していたといえる。そのため、ミクシィは、従来用いていたペ

ージビューだけではなく、別の指標で自社サービスの利用状況を把握・公開し

ようとした。それが、「コミュニケーション投稿数」である。  

コミュニケーション投稿数とは、ミクシィのコミュニケーション機能（ボイ

ス、日記、フォト、カレンダー、チェック、チェックイン、「イイネ！」）の投

稿数とそれらへのフィードバック（コメント、「イイネ！」）数の総計で計測さ

れるものである。本指標は 2010 年度の第 2 四半期の決算説明会資料で初めて

示され、同年の第 3 四半期の同資料で上記の定義が明確化され 54、外部への公

開がなされるようになった。  

コミュニケーション投稿数に関しては、月ごとの推移のグラフが決算説明会

資料にて公開されているが、ミクシィの強調している数値以外に実数は示され

ていない。そのため、本投稿数が資料に初登場した以降の各資料から読み取れ

る範囲で数値の推移を示すと、2011 年 3 月には 7 億投稿数を突破し、同年 5

月には 8 億、7 月には 9 億を突破している。  

また、コミュニケーション投稿数の内訳で、ミクシィが公開しているものの

数値を追うと、mixi ボイスは 2010 年 6 月には月 1 億投稿を超え、同年 9 月に

は日記の投稿数を超えたとされている 55。さらに、2011 年 3 月にはボイスとそ

 

ン広告への対応に関しても記載がある。  

54 株式会社ミクシィ「2010 年度第 3 四半期決算説明会資料」から「2011 年第 3 四半

期決算説明会資料」までの間の、総計 5 回分の決算説明会資料より。なお、コミュニ

ケーション投稿数に関する記述は、特記がない限り、これらの資料を出所としてい

る。  

55 株式会社ミクシィ「2010 年度第 2 四半期決算説明会資料」  
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れに対するフィードバック（「イイネ！」、コメント）の投稿の総数が 2010 年

1 月からみて 8 倍に到達したと発表されている 56。  

2010 年 1 月の数値が公開されていないため、正確な数値を把握することは

できないが、2010 年 6 月に月 1 億投稿を超えていたことからすると、2011 年

3 月の 8 倍に到達した時点では、コミュニケーション投稿数の相当な部分をボ

イスとフィードバック投稿が占めていたことが推測できる 57。実際、2011 年 8

月の時点では、日記よりもボイスを利用するユーザーが多いことも明らかとな

っている（根来・大嵜・木村 , 2012）。この動向には、2010 年 6 月から、

Twitter での投稿がミクシィのボイスでシェアできるようになったことも貢献

していると考えられる。加えて、実数非公開の社内データながらも、「イイ

ネ！」の利用人数（一日あたり利用人数）も、2010 年 5 月から 2011 年 5 月に

かけて順調に拡大していることがミクシィから発表されている 58。  

これらのコミュニケーション投稿数の増加には、ミクシィが行ってきた機能

改善や機能追加が寄与したと、上記の決算説明会資料では説明されている。し

かし、コミュニケーション投稿数の増加は、2011 年 7 月で頭打ちとなった後

は低下傾向に入り、以降半年ほどで 1 億を減らし 59、2011 年度の通期決算説明

資料からは公開されなくなった。  

 

3-2. 利用率の低下とユーザーファースト 

（1）利用率の低下 

上述の通り、ミクシィにとって 2011 年は、ページビューや月間ログインユ

ーザー数が頭打ちになった時期であった。また、コミュニケーション投稿数自

 

56 株式会社ミクシィ「2010 年度第 4 四半期及び通期決算説明会資料」  

57 株式会社ミクシィ「ニュースリリース」2011 年 6 月 6 日。この時点で、mixi ボイ

スは最もユーザーに多く利用されている。  

58 株式会社ミクシィ「足あと改修の背景」（プレゼンテーション資料）

（https://www.slideshare.net/mixiPR/ss-9265391） ※最終アクセス日 2022 年 9 月 22

日  

59 株式会社ミクシィ「2011 年度第 3 四半期決算説明会資料」  
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体は一時増加したものの、その後減少に転じたり、また、コミュニケーション

の中身に変化が見られたりした。  

2011 年より後の国内における SNS の利用率を、総務省実施の調査から見て

みると 60、2012 年の段階でのミクシィの利用率は 16.8%と、Facebook

（16.6%）や Twitter（15.7%）と同程度であった。つまりこの段階において

は、少なくとも国内市場においては、ミクシィと競合 SNS との間で、同程度

のユーザー基盤があったことを示唆している。  

しかし、その 1 年後の 2013 年には 12.3%と、Facebook（26.1%）や Twitter

（17.5%）に逆転を許し、さらに 2014 年には利用率 8.1%と、Facebook

（28.1%）、Twitter（21.9%）に大きく差を付けられた。そして、その後、SNS

としてのミクシィの利用率が向上することはなかった。この利用率の動向と同

様に、国内主要 SNS のアクティブユーザー率の推移に関する市場調査結果に

おいても、ミクシィは 2011 年を境に Facebook と Twitter に逆転され、その後

も差は開いていった 61。  

 

 

60 総務省情報通信政策研究所の調査「情報通信メディアの利用時間と情報行動に関

する調査（平成 27 年、平成 28 年）」内、「主なソーシャルメディアの利用率（経年）

（n=1,500）」より。なお、最も利用率が高いのは LINE であるが、LINE がリリースさ

れたのは 2011 年 6 月であり、また、SNS 間の競合というよりもコミュニケーション

のインフラとして国内に定着したことで圧倒的な利用率（2014 年時点で 55.1%）とな

っているため、比較対象からは除外している。なお、注釈 39 に示した時点からの推

移を示す総務省による連続調査が存在しないため、注釈 39 では市場調査会社による

調査結果を用いている。当時、Facebook や Twitter は調査対象に挙がっていなかっ

た。  

61 株式会社リスキーブランドの市場調査結果「主要 SNS アクティブユーザーの推移

（n=4,395、複数回答）」より。  

（https://www.riskybrand.com/images/RB_MV_REPORT_181024.pdf） ※最終アクセス

日 2022 年 9 月 22 日  
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（2）ユーザーとの交流と過去の施策に対する反省 

その後、ミクシィでは 2012 年度に入ると「ユーザーファースト」を重要テ

ーマに掲げるようになり、自社のこれまでの機能改善・機能追加を振り返ると

ともに、ユーザーとの直接の交流を行うようにした（2012 年 11 月） 62。笠原

氏は交流の場で、以下の通り過去の取り組みに関して述べた。  

 

ここ数年、より便利で心地よいサービスを目指して改善をしてきたのですが、

一方でお叱りの声をいただくことも増えました。ユーザーの皆様から見て、新

しい機能やサービスが、使いづらかったり、むしろ要らなかったりといったこ

とがあったのではないかと思います。 63 

 

身近な人とのコミュニケーションがミクシィの特徴で強み。それが主。興味関

心が合う人とのコミュニケーションが従。主を大事にしたいし、守らなければ

ならない。そういう取り組みが、この数年は強かった。特にフェイスブックが

主の色合いが濃かったので…… 64 

 

笠原氏は元々、ミクシィと Facebook は根本思想が違うとして、棲み分けが

可能だとしていた 65。しかし、同氏は、実際には競合 SNS とりわけ Facebook

を意識してサービスの改良や機能改善を行ってきたと振り返っている。  

事実、ミクシィは mixi アプリや、mixi ボイス、「イイネ！」ボタンの投入と

並行する形で、ユーザー数の拡大や、あるいは一時的にはページビューや月間

 

62 株式会社ミクシィ「2012 年度第 1 四半期決算説明会資料」  

63 ITmedia「事実上の“足あと”復活」  

（https://www.itmedia.co.jp/makoto/articles/1302/01/news034.html） ※最終アクセス日

2022 年 9 月 22 日  

64 日本経済新聞電子版「悩めるミクシィ、笠原社長の誤算と覚悟」

（https://www.nikkei.com/article/DGXBZO48711810S2A121C1000000/） ※最終アクセ

ス日 2022 年 9 月 22 日  

65 『日経コンピュータ』2011 年 5 月 26 日号、pp.42-49 
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ログインユーザー数を伸長させることには成功した。また、ボイスや「イイ

ネ！」によるコミュニケーションは、従来機能に比して相対的にミクシィ内で

増加していった。しかしそれにより、ミクシィのサービスは、競合と類似した

ものとなっていった。ミクシィが競合を意識して多機能化を進めていた頃、同

社のユーザーが Facebook や Twitter へと移動したことは、ミクシィの経営陣も

認めている（木村 , 2018）。  

ミクシィのユーザーは元々、ミクシィの良さを、居心地の良い出会いやコミ

ュニケーションができる「自分の居場所」にあると捉えていた（川浦・坂田・

松田 , 2005）。実際ミクシィではコミュニケーションを行う人の利用頻度が高

い傾向にもあった（西川・岸谷・水越・金 , 2013）。ユーザーの日記やそれへ

のコメントは、ミクシィのコミュニケーションを支えるものであり、そして、

その中心にあったのが、ユーザーがコミュニケーション相手の動きを実感でき

る、足あと機能であった（前中 , 2006）。  

ミクシィは、総ユーザー数を拡大させる中、ユーザーの心理的負担の減少や

スパム対策を目的として足あと機能を廃止した。また、当時、「イイネ！」の

利用が順調に伸びていた一方で、足あとの利用は伸び悩んでいたことも、廃止

の背景として同社はあげている 66。ミクシィは当初、「足あと廃止によってサ

イト閲覧のハードルが下がることで、他ユーザーの投稿に対するコメントや

「イイネ！」が増加し、ひいては投稿数が増える」という想定をしていたが、

結果は、その全く逆で、足あとがつかないことで投稿者のモチベーションを下

げ、投稿数、例えば日記投稿数は減少していった 67。  

 

66 株式会社ミクシィ「足あと改修の背景」（プレゼンテーション資料）

（https://www.slideshare.net/mixiPR/ss-9265391） ※最終アクセス日 2022 年 9 月 22

日  

67 株式会社ミクシィのユーザーとの交流イベントにおけるプレゼンテーション資料

より。当該資料は、以下で閲覧した。  

ファーストウィークガジェット通信「mixi 初のユーザーとの交流イベント『ユーザー

ファーストウィーク』最終日は欠席者も目立つ」（https://getnews.jp/archives/272362） 

※最終アクセス日 2022 年 9 月 22 日  
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ユーザーとの交流の場で、足あと機能の意義や、ミクシィ独自の魅力につい

ての厳しい意見をユーザーから受け、笠原氏は以下の通り自社が行ってきた施

策を反省している。  

 

コミュニティが大好きなユーザーとか、日記検索で知らない人と交流できるこ

とが好きなユーザーに対しては、十分な配慮ができなかったですね。 68 

 

反省としては、閲覧者の利便性を意識しすぎた施策だったんじゃないか、閲覧

者の声に引きずられてしまったというのがあります。投稿者の利便性をかなり

損なう結果になってしまった。閲覧者のメリットよりも投稿者のデメリットが

大きかった。 69 

 

 

4. 議論 

 

4-1. エンゲージメント行動と独自性の変化 

以下では、ミクシィの事例の発見事実を整理し、そこから導かれる解釈を検

討する。  

先述の通り、ミクシィにおけるエンゲージメント行動とは、同社のコミュニ

ケーション投稿数とその中身を指している。同投稿数が公開された頃は、ミク

シィがプラットフォームとして成熟段階にある時であった。  

コミュニケーション投稿数は、ミクシィの施策も手伝い、一時的には増加し

た。とりわけ特徴的であるのは、競合 SNS を意識した mixi ボイスや「イイ

 

68 日本経済新聞電子版「悩めるミクシィ、笠原社長の誤算と覚悟」

（https://www.nikkei.com/article/DGXBZO48711810S2A121C1000000/） ※最終アクセ

ス日 2022 年 9 月 22 日  

69 ITmedia「事実上の“足あと”復活」

（https://www.itmedia.co.jp/makoto/articles/1302/01/news034.html） ※最終アクセス日

2022 年 9 月 22 日  
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ネ！」によるコミュニケーションが増加し、特にボイスはユーザーにとって日

記投稿を上回るコミュニケーションになったことである。また、足あと機能廃

止の後には、日記投稿数も減少していった。この廃止の背景として、ミクシィ

での「イイネ！」の利用によるコミュニケーションが順調に増加していた。  

これは、ミクシィ内で、日記投稿やそこへのコメント付与と比して、短文で

の投稿あるいは手軽なリアクションで済む、相対的にライトなユーザー間コミ

ュニケーションが広まっていったことを示していると考えられる。それは、換

言すれば、元々同社が独自性を有していた、日記投稿や足あと機能といったコ

ミュニケーションのあり方の変化でもあった。  

つまり、成熟段階のプラットフォームであったミクシィのユーザーのエンゲ

ージメント行動の特徴としては、旧来当該プラットフォームの中心にあった行

動が、競合のサービスと類似した行動へと変化していったということを指摘で

きる。また、同社のコミュニケーション投稿数の増加は、短期間で頭打ちを迎

えた。これは、同社におけるエンゲージメント行動が活性化していかなかった

ことを示唆していると考えられる。このエンゲージメント行動の変化は、ミク

シィによる競合への対応が契機となっている。  

しかし、同社が行った機能改善や機能追加といった施策はもちろんのこと、

競合のサービスを意識して mixi ボイスや「イイネ！」を展開した同質化行動

（e.g., 嶋口 , 1986）といえる対応についても、当時国内 SNS 市場のリーダー

的地位にいた企業が取り得る戦略的行動（Ross & Sharapov, 2015）という意味

では、ミクシィがさらなる成長や事業規模の拡大を図るうえでは合理的なもの

であったと考えられる。また、同社が収益モデルの中心としていた広告収入獲

得につながるページビュー数の確保にとっても、これらの施策は必要なもので

あった。  

競合プラットフォームの出現を意識して、新サービスを追加し、ユーザーを

維持・拡大しようとすることは、第 2 章で確認した通り、成熟段階にあるプラ

ットフォームがサービスのコモディティ化を防ぐために必要とされる打ち手と

して整合的である（ Isckia et al., 2020）。また、mixi アプリや「イイネ！」のよ

うな、API 公開による補完者のプラットフォームへの動員（Boudreau, 2010）

も、ネットワーク効果を意識した際の打ち手としては既存研究の指摘に沿って
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いると考えられる。  

ミクシィは市場でドミナントな地位を形成した後も、上述の機能改善や機能

追加を行い、結果としてプラットフォームの量的規模（ユーザー数）の拡大に

は成功している。さらに同社は、アプリの外部開発者や「イイネ！」を導入す

る関連事業者といった補完者の動員も実現している。つまり、ミクシィには、

ユーザー数と補完者数という、ネットワーク効果によってさらなる競争力を得

るための素地は整っていたと考えられる。  

しかしながら、ミクシィは結果として、市場における競争力を維持・向上で

きなかった。その要因の 1 つの鍵と考えられるのが、CGM 型プラットフォー

ムにおけるユーザー生成コンテンツ投稿者、つまりプラットフォームのユーザ

ー・補完者の存在である。CGM 型プラットフォームにおけるユーザー生成コ

ンテンツの投稿活動は、つまり、ミクシィの事例におけるエンゲージメント行

動は、外発的な動機のみならず、面白さややりがい、社会的・互恵的な動機や

コンサマトリーな動機に基づくものである（e.g., Roberts et al., 2006）。  

ミクシィが元来持っていた SNS としての独自性は、居心地の良さやコミュ

ニケーションの面白さであり、その中心にあったのは、日記投稿や足あと機能

であった。ミクシィの笠原氏は後に、日記を気兼ねなく書けることが、ミクシ

ィの大きなバリューであったと振り返っている 70。また、ミクシィにおける足

あと機能の独自性は言うまでもないだろう。  

しかし、成熟段階のミクシィにおいては、サービス開始当初のミクシィと比

べてユーザー間のコミュニケーションはライトなものとなり、競合 SNS に対

する同質化が進んでいった。同社の総コミュニケーション数が頭打ちから減少

に転じ、そしてユーザーの利用率が下がっていった（一方、競合 SNS の利用

率は上昇していった）ことは、この同質化がミクシィの競争力の維持・向上に

結びつかなかったことを示唆していると考えられる。  

もっとも、ミクシィの利用率低下の要因として、例えば、CGM 型プラット

 

70 エン転職「ミクシィ創業者の回顧録」  

（https://employment.en-japan.com/myresume/entry/2019/06/25/103000） ※最終アクセ

ス日 2022 年 9 月 22 日  
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フォームを取り巻く基盤技術の変化（Tushman & Anderson, 1986）による、動

画共有サービスのような他サービスの SNS 関連市場での躍進、あるいは、同

質化した競合 SNS のデジタル・インターフェース（Gawer, 2020）に対して機

能面や品質面で劣後にあった可能性等も想定されるであろう。とりわけ後者に

関しては、Facebook や Twitter がグローバルに事業を展開する SNS であること

もあり、規模の効果を活かしてサービスの機能開発や品質向上に投資を行い、

機能面での優劣があった可能性は否定できないが、それ自体はミクシィによる

ユーザー生成コンテンツのマネジメントに影響は与えないものであると考えら

れる。また、ミクシィと競合 SNS のターゲット層が異なっていた可能性もあ

るが、少なくとも性・年代別利用率に関していえば、Twitter が 10 代に支持さ

れてはいたが、Facebook とミクシィに関しては大きな傾向の違いはなかった

71。  

上記のような可能性はあるものの、実際、本論文の事例においては、ミクシ

ィにおけるユーザーのエンゲージメント行動の変化が起こった頃を境として、

ミクシィの市場地位は低下していっている。そのため、ミクシィが CGM 型プ

ラットフォームであることを鑑みれば、同質化によるエンゲージメント行動の

変化が同社の市場地位低下を招いた要因の 1 つと捉えることは可能であると考

えられる。  

以上を踏まえると、成熟段階における CGM 型プラットフォームの打ち手が

市場地位の維持・向上につながらない要因の 1 つとして、プラットフォーム企

業がプラットフォームの規模拡大や競合対応のために行う活動と、CGM 型プ

ラットフォームのユーザー生成コンテンツ投稿者（ユーザー・補完者）のエン

ゲージメント行動との間に発生する、ある種のトレードオフの存在が示唆され

る。ネットワーク効果を前提とすれば、ユーザー数が増加することや（直接ネ

ットワーク効果）、外部開発者数（アプリ数）・関連事業者数が増加することは

（間接ネットワーク効果）、ユーザーの便益向上につながるはずである。  

 

71 MarkeZine「電通 PR「2012 年年末 SNS 調査」～日本の SNS 御三家 Twitter、

Facebook、mixi の認知度は 95％超え」（https://markezine.jp/article/detail/17005） ※

最終アクセス日 2022 年 9 月 22 日  



 

100 

 

しかしながら、プラットフォームが市場のリーダーとしてとる行動は、当該

プラットフォームのユーザー・補完者が行うエンゲージメント行動を変化させ

る側面も持つ。具体的には、ボイス投稿数の成長に比して日記の活用度合いは

減少し、さらに、「イイネ！」の伸びに対して、足あと機能の活用度合いも減

っていった。  

2011 年のミクシィにおけるユーザーの行動履歴データの分析によると、日

記の投稿に、「イイネ！」によるフィードバックは大きな影響を及ぼさないと

分析されている（根来ほか , 2012）。つまり、競合を意識した新機能は、元来

ミクシィが独自性を持っていた機能に対しては正の影響を与えていないのであ

る。さらに言えば、その機能を成立させていた既存のエンゲージメント行動の

マネジメントや既存のユーザー・補完者が持つ行動のインセンティブに対して

も、正の影響を与えていない。むしろ、日記投稿に影響を与えていたのは、先

述のミクシィの説明によると、足あと機能であった可能性が考えられる。  

Cennamo（2021）は、情報市場のプラットフォーム、つまり本論文でいう

CGM 型のプラットフォームを含むプラットフォームにおいては、純粋な規模

を拡大するよりも、自社プラットフォームの独自性（distinctiveness）を高め

ることが有効であることを論じている。成熟段階における CGM 型プラットフ

ォームにおいて、規模拡大や競合対応のために行われる活動は、ユーザー・補

完者によるエンゲージメント行動を変化させてしまい、ひいては、プラットフ

ォームの独自性をも変容させる可能性を有していることが、本章からは示唆さ

れるのである。  

 

4-2. ミクシィの競争力低下のメカニズム 

以上のミクシィ事例の主要な出来事を時系列でまとめたのが表 5-1 である。

本項では、事例記述の内容と解釈に従い、ミクシィの競争力低下のメカニズム

を、本論文の分析枠組み（前掲図 3-1）に基づいて検討する。それをメカニズ

ム図として表現したものが、後掲の図 5-2 である。  

本章においても、図 5-2 内の灰色の箱は分析枠組みの（1）-（5）の各項目

にあたり、それらの下の白色の箱にはミクシィ事例において特定された各項目

の具体的内容が記載されている。また、図内（a）-（d）は、ミクシィ事例に
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おいて特定された、分析枠組み内（1）-（5）の各項目間の影響関係に影響を

与えるモデレーター的な位置づけを持った要因である。そのため、当該図内に

おいて、各影響要因（a）-（d）は、（1）-（5）の各項目間の影響関係に、正

（+）もしくは負（ -）の影響を与えているという分析を行っている。なお、先

述の通り、（1）-（5）の各項目間の影響関係は、先行要因が変化すると後ろの

要因が変化するという関係のため、正負の影響に関する分析は行っていない。  

 

表 5-1 ミクシィ事例に関する主要な出来事 

 

 

 

出所：筆者作成  

 

本事例における、「（1）競合・代替品の登場」は、Facebook と Twitter とい

った競合 SNS の登場であった（2008 年 4 月から同年 5 月）。これら SNS の登

場は、ユーザーによるマルチホーミングや利用サービスの移動を促した（図内

（a））。実際、先述した通り、ミクシィの経営陣は自社サービスから競合 SNS

にユーザーが一部移動したことを認めている。また、各種 SNS の利用率調査

を見ても、競合 SNS の日本市場参入当初はこれら SNS とミクシィとの間で大
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きな利用率の差は無かったといえるものの、サービス間でのマルチホーミング

が行われる土壌は市場に整いつつあったといえるだろう。  

 

図 5-2 分析枠組みに基づくミクシィ事例の整理 

 

 

 

出所：筆者作成  

 

これら競合 SNS のサービスは、サービスの細部は異なるものの、ユーザー

生成コンテンツを、ユーザー・補完者が非経済的インセンティブに基づき投稿

するという意味では、ミクシィのサービスと類似したものであったと考えられ

る（図内（b））。また前述の通り、ミクシィの経営陣にとってみれば、とりわ

け Facebook は、身近なユーザーとのコミュニケーションを主体とするという

意味で自社と同じ特徴を持つものであった。そのため、ミクシィでは「（2）補

完者マネジメントの仕組み」として、日記やコミュニティに代表される自社の

既存機能を継続するとともに、自社サービスの一層の拡大を狙って競合 SNS

に同質的対応を行うことで（図内（c））、「エコー（後の mixi ボイス）」（2008

年 8 月）や「イイネ！ボタン」（2010 年 12 月）といった機能を追加投入して
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いった。ただし、ユーザー数の拡大に伴い歪が生じていると考えられていた足

あと機能は廃止するという仕組みの一部改変も行われた（2011 年 5 月）。  

このミクシィの競合への追随は、mixi ボイスや「イイネ！」の増加といっ

た、コミュニケーション投稿数の増加には一定期間寄与した（2010 年度第 2

四半期から 2011 年 7 月-8 月頃）。しかし、ボイスの投稿数の増加に比してミ

クシィの中心的機能であった日記の活用度合いは減少していった（2011 年 8

月頃）。先に述べた通り、日記の投稿に影響を与えていたのは、競合 SNS を意

識して始まった「イイネ！」によるフィードバックではなく、足あと機能であ

った可能性が示唆されるのである。このように、競合 SNS への同質的対応

は、結果として、「（3）補完者のエンゲージメント」に異なる影響をもたらし

た。  

しかし、その後もミクシィは「mixi ページ」を投入するなど、競合と類似

したサービスを提供し続けた（図内（d））。結果として、ミクシィがユーザー

との直接交流を図った頃（2012 年 11 月）には、先んじてミクシィに起こって

いたページビューの減少や月間ログイン数の減少（2011 年度）といった変化

が、対競合 SNS での均衡した利用率という状態として表出していた（2012

年）。競合 SNS を意識して投入した新機能によって変化した補完者のエンゲー

ジメント行動の変化は、日記機能や足あと機能に象徴されていたような「居心

地の良さやコミュニケーションの面白さ」といったミクシィの「（4）価値提

案」を変容させ、それは結果として、対競合 SNS でのユーザーの利用率低下

という「（5）競争力」の低下へとつながったと考えられるのである。もちろ

ん、前述の通り、この競争力の低下には、対競合 SNS での機能面の優劣（図

内（※））、あるいは、ターゲットユーザーの相違（図内（※※））といった要

因も考えられるが、少なくとも、ミクシィのユーザー生成コンテンツのマネジ

メントの変化をきっかけとしてユーザー・補完者の行動が変化し、ページビュ

ーや利用率が低下していったことを考えれば、ユーザー・補完者のエンゲージ

メントのマネジメントが競争力低下に与えていた影響は少なからずあるといえ

るだろう。  
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5. 小括 

 

以上、本章ではミクシィの事例分析を通じて、本論文の RQ1「どのような

ユーザー・補完者エンゲージメントのマネジメントが、いかなるメカニズムで

成熟段階にある CGM 型プラットフォームの競争力低下をもたらすか」という

問いを検討した。  

本章の事例分析からは、ドミナントな地位を形成した既存プラットフォーム

がさらなるスケールアップに成功しようとする際に、競争力を有しているプラ

ットフォームであるがゆえに取る打ち手が、逆説的に当該プラットフォームの

独自性を変容させ得るということが示唆された。その際、鍵となるのが、エン

ゲージメント行動を起こすユーザー・補完者のマネジメント（ユーザー生成コ

ンテンツのマネジメント）であることは、本章で確認した通りである。  

それゆえに、CGM 型プラットフォームは、ユーザー全体を意識したプラッ

トフォームの維持・拡大、あるいは競合対応のための施策を実行しながらも、

構造的にその中に潜む「補完者としての顔も持つユーザー」の存在を注意深く

見極め、その主張にまず耳を傾けなければならない。なぜならば、その補完者

としてのユーザーのエンゲージメント行動こそが、当該 CGM 型プラットフォ

ームの独自性を体現する最も重要なものだからである。  

市場地位を落とした数年後にもミクシィを毎日使うユーザーは確かにおり

72、そこで日記が使われているということは、ミクシィの独自性になおも惹か

れるユーザーが存在することを示している。スケールアップだけが常にプラッ

トフォームの目指す先とは限らないということも、ミクシィの事例は示唆して

いると考えられる。  

 

 

  

 

72 株式会社ミクシィ「「mixi の利用実態」—アンケート調査レポート  【前編】—」

（https://sns.mixi.co.jp/blog/20181221-1.html） ※最終アクセス日 2022 年 9 月 22 日  
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第 6 章 事例研究（3）ニコニコ 

 

 

1. 問題設定と事例研究の方法 

 

1-1. 問題意識 

本章 73では、技術変化や競合の出現といった環境変化により、一度は「オワ

コン 74」と揶揄されながらも市場で生存を続けている動画共有サービスのニコ

ニコ（niconico）の事例を分析することで、先述した RQ1「どのようなユーザ

ー・補完者エンゲージメントのマネジメントが、いかなるメカニズムで成熟段

階にある CGM 型プラットフォームの競争力低下をもたらすか」（ニコニコ動

画の事例）を議論し、そして、RQ2「CGM 型プラットフォームのプラットフ

ォーム企業は、競争力低下に対して、ユーザー・補完者エンゲージメントのマ

ネジメントをどのように工夫し、対応するか」（ニコニコチャンネルの事例）

に対して萌芽的な検討を行う。  

まず、RQ1 に関するアプローチは、クックパッドならびにミクシィ事例に

対するものと同様である。つまり、CGM 型プラットフォームにおけるどのよ

うなユーザー生成コンテンツのマネジメントが、プラットフォームの競争力を

低下させてしまうのかという観点を検討する。本章においても、本論文の分析

枠組み（前掲図 3-1）に基づき、いかなる「（1）競合・代替品の登場」が、

CGM 型プラットフォーム企業の「（2）補完者マネジメントの仕組み」と

「（3）補完者のエンゲージメント」に影響を与え、そしてそれが、当該プラッ

トフォームの「（4）価値提案」と「（5）競争力」にどのような影響を与えるの

かのメカニズムを検討する。  

 
73 本章の 1 節の一部、また、事例記述を行う 2 節 -4 節は、特記が無い限り、原則、

木川・足代（2021, 2022）を引用・抜粋しつつ、適宜、本論文の内容に従い改訂を行

っている。また、本章の 5 節 2 項は同様に、原則、木川・足代（2022）から引用しつ

つ、改訂を行っている。  

74 「終わったコンテンツ」の略で、ブームが過ぎ去り廃れたサービスなどを表すイ

ンターネットスラングである。  
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本章が第 4 章と第 5 章の事例分析と異なるのは、RQ2、すなわち、成熟段階

にある CGM 型プラットフォームの競争力低下への対処策を萌芽的に検討する

点にある。  

第 2 章で既に述べたように、プラットフォームビジネスの価値に関わる補完

者を動員することは極めて重要である。この問題に関して、近年のプラットフ

ォーム研究は、いかにしてネットワーク効果を利用することで多くのユーザー

や補完者を動員するかといった、伝統的な視点から遷移しつつある（Cennamo 

& Santalo, 2013; Rietveld & Eggers, 2018）。  

さらに、本論文で述べてきた通り、CGM 型プラットフォームにおいては、

ユーザー・補完者は経済的動機のみではなく非経済的動機においてもユーザー

生成コンテンツの投稿を行う。さらに、ユーザーの需要も同質的ではなく、そ

のため、プラットフォームにおいて提供されるユーザー生成コンテンツそのも

のも均質的ではない（Cennamo, 2021）。それゆえ、ユーザー・補完者の基盤の

大きさ自体が、プラットフォーム上の全てのユーザー・補完者に対して、均一

的に影響を与えるとは限らない。  

上記の点を踏まえると、環境変化が起こり、プラットフォームがネットワー

ク効果のみに依存できない局面、つまり競争力を維持・向上することが困難な

状態に既存プラットフォームが置かれた際に、プラットフォーム企業がいかに

して補完者を自らのプラットフォームに動員し、そこにとどめ続けるのか、そ

してそれにあたって、どのように補完者のエンゲージメントを引き出すのかが

重要な課題となる。  

この課題を検討するため、本章では、第 2 章の既存研究のレビューで確認し

たプラットフォーム境界資源（platform boundary resources）（Engert et al., 

2022; Karhu et al., 2018）に着目する。プラットフォーム境界資源とは、プラッ

トフォーム企業がアプリケーション（アプリ）開発者に提供する開発ツールや

開発標準規則といった資源のことを指す（Engert et al., 2022）。プラットフォ

ーム企業は、どのようなプラットフォーム境界資源を補完者に提供するか

（Karhu & Ritala, 2021）、それをどの程度補完者に対して開放するか

（Boudreau, 2010; Tiwana, 2015）を工夫することで、補完者のエンゲージメン

ト（エンゲージメント行動）を引き出し、プラットフォームの価値を増大させ
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ることができる。第 2 章でも説明した通り、プラットフォーム境界資源は情報

システムに関連したプラットフォームを対象にした研究から発展してきた概念

である。それゆえ、プラットフォーム境界資源と補完者エンゲージメントの関

係性を論じた研究のほとんどは、情報システムに関わるソフトウェアやアプリ

開発、つまり、基盤型プラットフォーム特有の議論が中心的である。  

しかし、補完者の動員が重要であり、そこにプラットフォーム境界資源が重

要な役割を果たすことは、媒介型プラットフォームや本論文が着目する CGM

型プラットフォームビジネスでも同様である。事実、Gawer（2021）は、プラ

ットフォームビジネスの事業が進展する段階に応じて、参加プレイヤーや提供

製品・サービスによって設定されるプラットフォームの境界を変化させていく

必要性を示唆している。この境界は、プラットフォームとそこに参加するユー

ザー・補完者との間でのデータや情報の交換に関わっている。そして、それを

規定するものの 1 つが、プラットフォーム境界資源である。  

しかし、プラットフォーム境界資源と補完者エンゲージメントの関係の検討

が開始されてからまだ十分な研究の蓄積がなされておらず（Engert et al., 

2022）、プラットフォーム企業が環境変化に応じてプラットフォーム境界資源

の提供・工夫方法や、その対象としての補完者エンゲージメントのマネジメン

トを変化させたプロセスを検討した研究は、とりわけ CGM 型プラットフォー

ムを分析対象としてはまだほとんど行われていない。  

そこで本章では、ニコニコ事例のみで萌芽的に検討する RQ2 を検討するた

めの分析視角として、以下を設定する。それはすなわち、環境変化を踏まえ

て、既存プラットフォームが、プラットフォーム境界資源を活用しながら、自

社のターゲットとなる補完者エンゲージメントを引き出すプロセスである。具

体的には、（1）どのように自社の既存のプラットフォーム境界資源を流用した

か、（2）どのようにそのプラットフォーム境界資源を見直したか、（3）結果と

して補完者エンゲージメントはどうなったか、そして、（4）最終的にプラット

フォームの経営パフォーマンスはどうなったかを明らかにする。  

 

1-2. 事例研究の方法 

ニコニコ事例の選択理由は第 3 章に述べたが、ここでは、本章での事例研究
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に先立ち、当該事例におけるユーザー・補完者エンゲージメント（エンゲージ

メント行動）が示すものやその測定方法、また、エンゲージメント行動のマネ

ジメントに基づくニコニコのアウトプットが反映される競争力の測定方法を明

確にしておきたい。  

本章の事例において、ユーザー・補完者のエンゲージメント行動とは、ニコ

ニコに対する「動画コンテンツの投稿」を指す。当該事例分析においては、ニ

コニコ動画とニコニコチャンネルという 2 つの異なるサービスを検討するが、

いずれにおいても、動画コンテンツの投稿がエンゲージメント行動となる。た

だし、詳しくは後述するが、2 つのサービスにおいて、エンゲージメント行動

の担い手である補完者は異なるものとなる。また、エンゲージメント行動の測

定方法としては、ニコニコ動画は「動画の投稿数」、ニコニコチャンネルはチ

ャンネル内における投稿数を把握することはできないため、「チャンネルの開

設者数（投稿者数）」を用いる。なお、前者のニコニコ動画の投稿数に関して

は、公的機関（国立情報学研究所）を通じてドワンゴが研究機関向けに公開し

ている動画情報の生データ 75の分析に基づいている。  

また、本事例において、プラットフォームの競争力を表すニコニコの経営パ

フォーマンスを示すアウトプットしては、事業（プラットフォーム）毎の単独

の売上が公開されていないため、各ニコニコサービスにおける「有料会員数」

から判断する。また、一部データを入手できる箇所については、売上高の動向

も確認した。  

なお、ニコニコサービスは、株式会社ドワンゴが運営する複数の動画プラッ

トフォームサービスの総称である。つまり、本来ニコニコサービスは大小様々

なサービスから構成されているが、本論文ではニコニコサービスの収益のほと

んどを占める動画プラットフォームであるニコニコ動画およびニコニコチャン

ネルの 2 つに焦点を絞って検討を進める。以降の文中にて、ニコニコサービス

もしくはニコニコと表記される場合には、ニコニコサービス全体のことを、そ

してニコニコ動画、ニコニコチャンネルと表記される場合には、それぞれの個

 

75 国立情報学研究所のダウンロードサービスにより株式会社ドワンゴから提供を受

けた「ニコニコ動画コメント等データ」を利用した。  
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別のプラットフォームを指す。既に述べた通り、本章は、ニコニコ動画の競争

力が低下したものの、ニコニコ動画によって培われたプラットフォーム境界資

源を活用することで、ニコニコチャンネルの競争力を高め、ニコニコサービス

全体として市場で生存しているという萌芽的な事例検討となる。  

事例研究のデータソースとしては、他章における事例研究と同様、同社の株

主・投資家向け説明資料やニュースリリース、ならびに新聞・雑誌・ウェブ記

事等のアーカイバルデータを多面的に用いて、記述内容の信頼性と妥当性を高

めるよう努めている。  

加えて、本章では、アーカイバルデータのみでは記述が難しい分析、とりわ

けニコニコチャンネルの展開における事実関係を補足することを目的として、

ニコニコサービスの事業担当者へのインタビューを行った。具体的には、株式

会社ドワンゴの動画プラットフォーム事業担当者（匿名希望）に、2020 年 4

月 22 日、同年 5 月 20 日、2021 年 5 月 26 日、同年 8 月 11 日、10 月 6 日の 5

回実施した（各回約 1 時間、オンラインインタビュー） 76。インタビュー内容

としては、主に、（1）ニコニコ動画の事業展開について、（2）YouTube の市場

参入時の認識、（3）ニコニコチャンネルの事業開発の背景、の 3 点を確認して

いる。なお、事例記述内で、データや用語の出所が示されている部分以外の記

述は、原則当該インタビューの内容に依拠している。  

 

 

2. サービス概要と業績概要 

 

2-1. サービス概要 

（1）ニコニコ動画 

ニコニコ動画は、一般ユーザーが自由に動画を投稿できる、CGM 型のプラ

ットフォームである。実質的なサービス開始は 2007 年 1 月であり、かつて国

内において主要動画共有サービスとしての地位を形成していた。実際、2009

 

76 事例記述・解釈内容には細心の注意を払ったが、存在し得るいかなる誤謬も筆者

の責によるものである。  
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年頃には既に、利用者数では競合プラットフォームの YouTube の後塵を拝し

ていたが、1 ユーザーあたりの利用時間では YouTube を上回っていた 77。  

ニコニコ動画を特徴づけている点は、そのコメント機能にある。コメント機

能とは、ユーザーが、ニコニコ動画に投稿された動画を見ながらコメントを書

き込むと、画面に表示されている動画に重なって次々とそのコメントが文字と

して表示され流れていく機能である。その際、画面上には他ユーザーのコメン

トも表示されるため、ニコニコ動画はコメントを介したユーザー同士のコミュ

ニケーションの場にもなっている。  

ニコニコ動画の会員の種別としては、無料の一般会員と、プレミアム会員

（月額 550 円：2022 年 5 月 30 日現在） 78の 2 種類ある。プレミアム会員に

は、専用サーバを利用した高画質でスムーズな通信環境や、サイトが混雑して

いる際の優先視聴権等の、追加機能が提供される。  

ニコニコ動画の収益モデルは、このプレミアム会員による収入が 78％と大

半を占めており、その他広告収入が 9%、都度課金が 13%となっている 79。つ

まり、プレミアム会員数を拡大することが、ニコニコ動画の業績の向上に大き

な影響を与えるビジネスモデルであるといえる。  

 

（2）ニコニコチャンネル 

ニコニコチャンネルは、ニコニコ動画から派生する形で 2008 年 12 月に誕生

した。コメント機能等の基本的な楽しみ方や動画配信の技術的な仕組みはニコ

ニコ動画とほぼ同様であるが、両者の違いとなっているのは、動画配信者とし

て想定されているのが企業や団体という点である。それゆえ、ニコニコチャン

ネルのサービス開始当初は、チャンネルを開設し、コンテンツ配信者となれる

 

77 清水計宏「動画共有サイトの最新動向と特質（インターネット白書 2009）」（イン

ターネット白書 ARCHIVES）（https://iwparchives.jp/files/pdf/iwp2009/iwp2009-ch01-02-

p044.pdf） ※最終アクセス日 2022 年 9 月 22 日  

78 他にもいくつかの課金体系がある。例えば、Apple ID や Google Play で定期継続課

金すると、月額 720 円もしくは年額 6,800 円となる。  

79 カドカワ株式会社『2018 年 3 月期通期決算説明資料』（p.18）  
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のは、原則としてドワンゴによる審査を通過した法人や公的機関のみであっ

た。その後、同サービスでは、2013 年 12 月からは一般ユーザーも対象となる

「ユーザーチャンネル」も開始されたが、現在も法人・公的機関、著名人とい

ったチャンネル運営者を主として抱えており、CGM 型プラットフォームであ

るニコニコ動画とはこの点が異なる。  

また、コンテンツ配信者に加えて、ニコニコ動画と大きく異なるのがユーザ

ーからの課金方式である。ニコニコチャンネルには、ニコニコ動画の一般会員

とプレミアム会員のような会員登録区分はなく、ユーザーが興味のあるチャン

ネルごとに月額有料会員の登録を行い、動画視聴を楽しむ、いわゆるサブスク

リプション型の課金方式を採用している。  

また、課金額を各チャンネル運営者が自由に決定することができるのも特徴

的である。実際に提供されている有料チャンネルにおける設定金額は、100 円

程度から数千円までと幅広い。なお、ユーザーが各チャンネルに課金した金額

のうち、87%がチャンネル運営者に分配され、残りがドワンゴの収益となる収

益モデルである。  

 

2-2. 両サービスの業績概要 

両ニコニコサービスは、ドワンゴの親会社であるカドカワ株式会社（現、株

式会社 KADOKAWA）の Web サービスセグメントに位置付けられているが、

同社の株主・投資家向け説明資料においては両サービスの売上高は公表されて

いない。そこで、本事例では、売上高の代わりに、両サービスの収益の大部分

を占める課金収入を支える有料会員数の推移を確認する。  

ニコニコ動画の収益の 78%を占めるプレミアム会員数は、ピークの 2016 年

以降減少トレンドが続いている（図 6-1）。中でも、図 6-1 から見て取れるよう

に、2017 年から 2018 年の 1 年間には、プレミアム会員が約 36 万人も退会し

てしまった。  

一方のニコニコチャンネルの有料会員数（チャンネル登録者）は、2018 年

以降急伸しており、ニコニコ動画の有料会員数に迫っている。なお、有料会員

数が 2017 年以降に株主・投資家向け説明資料において公開されるようになっ

た背景や理由は後述する。  
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図 6-1 ニコニコ動画とニコニコチャンネルの有料会員数の推移 

 

 

 

注：ニコニコチャンネルの 2016 年以前の数値は、2019 年に事後的に公表 80された数値。  

出所：木川・足代（2022, p.7）の図 1 より引用。ドワンゴ株式会社および KADOKAWA 株式

会社株主・投資家向け資料に基づき作成された図。  

 

ドワンゴの現代表取締役社長（2022 年 9 月 22 日現在）CEO である夏野剛氏

は「niconico は落ち目だ、オワコンだと言われている中、根強くファンコミュ

ニティとして伸びている」 81と語っている。ニコニコ動画のプレミアム会員数

の減少により、動画共有サービス市場における競争力を失ったかに見えたニコ

 

80 2016 年以前の数値は、2019 年に有料会員数が 100 万人に到達した際に事後的に公

表されたものである。  

81 AV Watch「ニコニコチャンネル月額会員 100 万人「オワコンと言われる中、伸び

ている」」（https://av.watch.impress.co.jp/docs/news/1187050.html） ※最終アクセス日

2022 年 9 月 22 日  
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ニコは、いかにして市場での生存を続けているのか。以降では、ニコニコ動画

失速の要因と、ニコニコチャンネルの取り組みを分析することで、動画共有プ

ラットフォームとしてのニコニコの企業行動についての検討を行う。  

 

 

3. ニコニコ動画ユーザーの YouTube への流出 

 

3-1. 人気動画投稿者の行動の変化 

前掲の図 6-1 に示されるように、ニコニコ動画のプレミアム会員数は 2017

年以降、減少の一途を辿っている。この失速のきっかけとして、当時多くのメ

ディアは、2017 年 11 月 28 日にリリースされたニコニコ動画の新バージョン

が、ユーザーの求めるニーズと大きく異なるものであったことが原因であると

いう論調を取っていた 82。  

しかし、図 6-1 からも分かるように、プレミアム会員数が減少に転じたの

は、それより以前の 2016 年 3 月である。このことから、プレミアム会員数減

少の要因は、上記のきっかけだけでなく、別の現象が関わっていることが推察

される。  

その要因の 1 つが表出していると考えられるのが、ニコニコ動画に投稿され

る動画データの動向である（図 6-2）。ニコニコ動画内の 38 の動画カテゴリー

において投稿されている約 1,670 万件の動画のうち、約 48%と多数を占めてい

るのが、ユーザーがゲームをプレイしながらそれを他ユーザーに対して動画配

信する、いわゆる「ゲーム実況」に関する動画である。そして、その投稿数

は、2015 年をピークに、2016 年から減少に転じている。つまり、プレミアム

会員の数がまだ増加し続けていた 2015 年から 2016 年にかけて、ニコニコ動画

にアップロードされるメインコンテンツの減少が始まっていたということであ

る。  

 

 

82 東洋経済オンライン「ニコ動が崖っ縁、「独りよがり」新機能で炎上」

（https://toyokeizai.net/articles/-/199717） ※最終アクセス日 2022 年 9 月 22 日  
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図 6-2 ニコニコ動画に投稿された動画カテゴリー 

 

 

 

注：カテゴリー区分はニコニコ動画基準に基づく。  

出所：木川・足代（2021, pp.8-9）の図 2 より引用。国立情報学研究所の「ニコニコ動画コメ

ント等データ」に基づき作成された図。  

 

この現象の背景にあると考えられるのが、ゲーム実況動画の人気投稿者の

YouTube への流出である。具体的には、2016 年の時点でニコニコ動画のフォ

ロワー数が上位であったゲーム実況投稿者の 5 名（5 アカウント）のうち、4

人の投稿者が、2015 年以降にニコニコ動画よりも YouTube に多くの動画を投

稿するようになっている（木川・足代 , 2021, pp.9-10） 83。これはつまり、ニコ

ニコ動画のゲーム実況カテゴリーにおける人気アカウント（ゲーム実況動画投

稿者）の多くが、YouTube に活動の場を移していることを示している。投稿さ

れる動画コンテンツの質的側面を測定することは困難であるが、ニコニコ動画

 
83 2016 年時点で、ニコニコ動画におけるフォロワー数が上位であったゲーム実況投

稿者のアカウント 5 名、具体的にはアカウント名「幕末志士」、「キヨ」、「アブ」、「も

こう」、「レトルト」を対象に、2014 年から 2018 年までの動画投稿件数をニコニコ動

画と YouTube においてそれぞれ集計した結果。「幕末志士」を除く 4 カウントが、

YouTube に主たる活動場所を移している。  
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における最も人気のカテゴリーにおける人気投稿者が YouTube に流出したこ

とは、それら投稿者による動画を目当てに会員登録をしていたプレミアム会員

数の減少に少なからぬ影響を与えたと考えるのが自然であろう。  

もちろん、こうした当時の人気動画投稿者の動向について、ドワンゴが把握

できていなかったわけではない。また、当時、実名こそあげていないが、「海

外事業者」という文言によってドワンゴの株主・投資家向け資料において同社

の事業リスクが把握されており 84、これは、時期や市場における地位から

YouTube の台頭のことを指しているものと考えられる。それにもかかわらず、

人気投稿者の流出に対応できなかった要因として、投稿者の動画コンテンツ投

稿に際しての価値観の変化に関する問題がある。  

 

3-2. 投稿者の価値観の変化 

ニコニコ動画は、一定の基準を満たした投稿動画に対して奨励金を支払う

「クリエイター奨励プログラム」を 2011 年 12 月に開始している。もっとも、

この当時、投稿者のニコニコ動画への動画投稿の主な動機は収益（奨励金）の

獲得ではなく、ニコニコ動画のコメント機能によって自分の投稿した作品が他

ユーザーに評価されるという承認欲求を満たすことにあった。具体的には、コ

メント機能の無い YouTube85よりも、投稿者が「コメントが脳に響く」 86と表

現するニコニコ動画の方が、投稿に際しての承認欲求を満たすことには適して

いたのである。  

しかし、2012 年から 2014 年にかけて、LTE（通信回線規格）の普及を背景

に携帯電話の高速大容量通信化が進行したことにより、外出時でもスマートフ

ォンを通じて気軽に動画を視聴することができる環境が整い、動画サービスを

 

84 株式会社ドワンゴ『有価証券報告書第 18 期』（p.17）、株式会社 KADOKAWA・

DOWANGO『有価証券報告書 2015 年』（p.13）より。  

85 YouTube にもコメント機能は存在するが、ニコニコ動画と同様のコメント機能は無

いという意味である。  

86 株式会社ドワンゴの動画プラットフォーム事業担当者へのインタビューに基づ

く。  
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利用するユーザーが増加した。それに伴い、動画共有プラットフォームへの広

告出稿も急増した。  

こうした変化が生じた 2014 年は、「YouTuber」という用語が世間に普及した

時期でもある 87。YouTuber という存在の浸透は、投稿者の動画投稿の主たる動

機を「承認欲求を満たすこと」から、プラットフォームの広告収入を基にした

「収益獲得」に変化させていった 88。これにより、投稿者は、ニコニコ動画か

ら、よりユーザーリーチが高く収益化可能性の大きな YouTube へと活躍の場

を移していったと考えられる。実際、2015 年 1 月の時点では、国内の動画共

有プラットフォームのスマートフォンベースの利用者数として、YouTube が

3,060 万人に達していたのに対し、ニコニコ動画は 1,353 万人であり 89、

YouTube の潜在視聴者数の多さは投稿者にとって魅力的なものであったと推察

できる。  

こうした変化へのニコニコ動画の対応は、十分といえるものではなかった。

上述の通り、ニコニコ動画にはクリエイターが自らの動画を収益化するクリエ

イター奨励プログラムが既に存在していた。しかし、当時のニコニコ動画に

は、違法コピーやいわゆる「MAD ビデオ」（アニメやゲーム映像等の素材を

編集・再構成した動画）のような著作権侵害の可能性のある動画が多数アップ

ロードされており、「ゲーム実況」動画もゲーム関連企業からあまり良い顔を

されてこなかった 90。  

また、奨励プログラムが開始された当時は、動画投稿者が収益化対象の動画

を 1 件ずつドワンゴに申請し、審査を受けなければならなかった。そのうえ、

 

87 『日経ビジネス』（2014 年 12 月 15 日号 , pp.50-55）  

88 株式会社ドワンゴの動画プラットフォーム事業担当者へのインタビューによれ

ば、この認識は当時のドワンゴ社内でも同様であった。  

89 ニールセン株式会社「YouTube のスマートフォンからの利用者は 3,000 万人超：ニ

ールセン、「ビデオ／映画」カテゴリの最新利用動向を発表」  

（https://www.netratings.co.jp/news_release/2015/02/Newsrelease20150224.html） ※

最終アクセス日 2022 年 9 月 22 日  

90 AV Watch「炎上から半年、若返った niconico は非リア充と VR、 IP 創出の現場へ」  

（https://av.watch.impress.co.jp/docs/series/rt/1134260.html） ※最終アクセス日 2022

年 9 月 22 日  
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審査の基準や動画投稿可能なゲームタイトル等が同社からは明確に示されてお

らず 91、この点が YouTube と比較してクリエイターに不便さを感じさせていた

と示唆される。また、ニコニコ動画の運営側に、奨励金ではなく、自社サービ

スを特徴づけるコメント機能による画面上でのフィードバックによって投稿者

に報いることが良い、とする価値観が残っていたことも、投稿者の動機付けの

変化への対応が遅れた要因の 1 つとなっていた 92。その後、奨励プログラム

は、プログラムの対象となるアニメやゲームのコンテンツを拡充して、改善が

図られたが、それでもなおゲーム実況動画の大幅減少は続いていった 93。  

 

 

4. 新事業としてのニコニコチャンネルとその成功要因 

 

4-1. ニコニコチャンネルの世界観 

ニコニコチャンネルは、2008 年からサービスを開始していたが、ある時期

まではニコニコ動画に比べて比較的マイナーな存在であったことは否めない。

先述の通り、ニコニコチャンネルの有料会員数はサービス開始から一定期間非

公開にされており、ニコニコチャンネルがドワンゴの社内において中心事業と

はみなされていなかったと推察される。  

しかし、その後、2017 年 3 月期の株主・投資家向け資料以降において、ニ

コニコチャンネルの有料会員数は、ニコニコ動画のプレミアム会員数と同様

 

91 Synapse「動画投稿で奨励金がもらえる？私のつくり方「クリエイターにあまねく

お金が行き渡る仕組みを」」（https://synapse-magazine.jp/media/1506niconico/） ※最

終アクセス日 2022 年 9 月 22 日  

92 株式会社ドワンゴの動画プラットフォーム事業担当者へのインタビューに基づ

く。  

93 例えば、 ITmedia NEWS「「初音ミク」などクリプトンのキャラ、niconico「クリエ

イター奨励プログラム」の対象に」

（https://www.itmedia.co.jp/news/articles/1509/17/news122.html）、を参照。 ※最終ア

クセス日 2022 年 9 月 22 日  
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に、ドワンゴ（KADOKAWA）から毎年公開されるようになった。この企業行

動からは、ニコニコ動画の失速とは別に 2014 年以前からドワンゴ内で模索さ

れていた、ニコニコチャンネルのアイデアが事業として結実し始めたことが示

唆される。  

そのアイデアとは、クリエイターやアーティストとそれを支持するファンと

の関係、例えて言うならばファンクラブのような世界観をニコニコチャンネル

において実現することであった。ドワンゴでは当初、このアイデアにブログや

メールマガジンといった旧来からあるメディアの活用を想定していたが、動画

サービスが普及した世相を踏まえ、ニコニコ動画の資源を流用した動画配信プ

ラットフォームとしての新事業を展開することになった。  

当時既に市場には競合プラットフォームの YouTube が存在していた。しか

し、ニコニコチャンネルの事業担当者には、ユーザー（動画の閲覧者）はプラ

ットフォームのサービスの機能やその良し悪しではなく、自身がファンとなっ

ている人物やグループの存在しか意識していないのではないか、という思惑が

あった。言い換えるならば、固定客を持つ配信者をニコニコチャンネルに連れ

てくれば、それを目当てとして自ずと視聴者もついてくるのではないかという

ことである。  

また、YouTube の収益モデルの大半は広告収入であるが、ニコニコチャンネ

ルの収益モデルは先述の通り有料会員収入（チャンネル登録料金）が主であ

る。そのため、ニコニコチャンネルは、広告主ではなく、視聴者が課金をした

いと考えるコンテンツの提供者の動員や、それへの営業活動に注力できた。こ

の狙いのもと、ドワンゴは、有力コンテンツ配信者になり得る著名人や、それ

まで動画プラットフォーム上では活動していなかったクリエイター、アーティ

ストを新たなターゲットに定めた。そして、時には、それら配信者（配信候補

者）の所属芸能事務所に直接接触して、ニコニコチャンネルに配信者を動員し

ていった。  

この行動には、動画配信機能やサブスクリプション課金を支える決済機能と

いった技術的資源だけでなく、著名プラットフォームとしての知名度・ブラン

ド力や信頼感という、それまでニコニコ動画が培ってきた各種の資源が寄与し

た。加えて、ニコニコ動画の最大の特徴であるコメント機能を、ニコニコチャ
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ンネルでも活用することで、視聴者（ファン）の直接の反応という貴重な生の

声や、ファンとの交流の機会が得られるというメリットを配信者に訴求した。  

 

4-2. ニッチの集合体としてのプラットフォーム 

上述した取り組みの結果として、ニコニコチャンネルの月額有料会員数が

100 万人を突破した 2019 年 5 月時点で開設されていた 8,563 チャンネルのう

ち、有料のチャンネルは 1,470 に達し、それに対するユーザーからの年間総合

課金額も 2019 年 3 月期は 55 億円を超えた 94。これは、ニコニコ動画のプレミ

アム会員の激減による収入減をカバーする規模に迫るものであった。  

有料チャンネルの開設者の中には、前述したようにドワンゴが招致したアー

ティストやクリエイターが含まれているが、それは必ずしも多数のファンを既

に抱えている著名な配信者だけというわけではない。ニコニコが元々、大きな

マスを狙うのではなく、ニッチの集合体であるようなサービスを目指すという

志向を持っていることもあり、ドワンゴでは、ニコニコチャンネルを、「ファ

ンの数がものすごく多くなくても、サポートしてくれるファンが一定数いれ

ば、十分にやっていける」 95仕組みを持ったプラットフォームであると捉えて

いる。これらファンの中には、自分が応援する配信者のニコニコチャンネルで

のチャンネル開設をきっかけとして会員となった人たちもおり、ニコニコ動画

のユーザー以外の新規ユーザーをニコニコチャンネルに集客しようとしたドワ

ンゴの狙いが反映されたものとなった。  

ドワンゴが、ニコニコチャンネルを「国内最大級のサブスクリプション型

“ファンコミュニティプラットフォーム”」 96と捉えているのは、コメント機

能という、ファン（視聴者）同士の交流を可能にし、かつ、YouTube が模倣す

ることが困難な資源を活かすことができるからである。同社 CEO の夏野剛氏

 

94 株式会社ドワンゴ「「ニコニコチャンネル」月額会員数 100 万人に到達」（プレス

リリース：2019 年 5 月 28 日）  

95 『日経 MJ』（2020 年 7 月 27 日号 , p.3）  

96 株式会社ドワンゴ「「ニコニコチャンネル」月額会員数 100 万人に到達」（プレス

リリース：2019 年 5 月 28 日）  
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は、経済合理性を持った YouTube とは違い、ニコニコサービスを、クリエイ

ターを応援・支援するための「文化的でやわらかい味わいのあるプラットフォ

ーム」へと修正できてきているとしており、ニコニコチャンネルを今後の事業

の中心にすべく経営資源の再配置を社内で図っているとしている 97。ドワンゴ

ではその後も、視聴者が配信者に「投げ銭」を送ることができる機能や、配信

者が視聴者の属性やサイトへの流入先等を分析できるアナリティクス機能をニ

コニコチャンネルに実装し、配信者に対するサポートの強化とチャンネルの活

性化に取り組んでいる 98。  

 

 

5. 議論 

 

5-1. ニコニコ動画の競争力低下のメカニズム 

最初に、ニコニコ動画の事例の発見事実を確認しつつ、本論文の RQ1「ど

のようなユーザー・補完者エンゲージメントのマネジメントが、いかなるメカ

ニズムで成熟段階にある CGM 型プラットフォームの競争力低下をもたらす

か」に対する検討を行いたい。  

ニコニコ動画の事例の主要な出来事を時系列でまとめたのが表 6-1 である。

ここではまず、事例記述の内容と解釈に従い、ニコニコ動画の競争力低下のメ

カニズムを、本論文の分析枠組み（前掲図 3-1）に基づいて検討する（後掲図

6-3）。第 4 章ならびに第 5 章同様、図 6-3 内の灰色の箱は分析枠組みの（1）-

（5）の各項目にあたり、それらの下の白色の箱にはニコニコ動画事例におい

て特定された各項目の具体的内容が記載されている。また、図内（ a）-（d）

は、本事例において特定された、分析枠組み内（1）-（5）の各項目間の影響

関係に影響を与えるモデレーター的な位置づけを持った要因である。したがっ

て、図 6-3 内において、各影響要因（a）-（d）は、（1）-（5）の各項目間の影

響関係に、正（+）もしくは負（ -）の影響を与えているという分析を行ってい

 

97 『日経 MJ』（2020 年 7 月 27 日号 , p.3）  

98 『日経産業新聞』（2019 年 5 月 31 日号 , p.3）  
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る。また、先述の通り、（1）-（5）の各項目間の影響関係は、先行要因が変化

すると後ろの要因が変化するという関係のため、正負の影響に関する分析は行

っていない。  

 

表 6-1 ニコニコ動画事例に関する主要な出来事 

 

 

 

出所：筆者作成  

 

本事例における、「（1）競合・代替品の登場」は、言うまでもなく YouTube

の登場であるが、前述した 2009 年頃の調査データを見る限りにおいては、

YouTube は利用者数ではニコニコ動画を上回るなど、ユーザーが利用サービス

を移動していたことが伺えるものの、1 ユーザーあたりの利用時間ではニコニ

コ動画が依然 YouTube を上回っており、ニコニコ動画はユーザーを根強く抱

え続けていたと考えられる（図内（a）、2009 年頃）。  

しかし他方で、YouTube はニコニコ動画とは異なり、投稿動画を収益化可能

なプラットフォームであった。つまり、補完者（投稿者）にとって、ニコニコ

動画とは異なる経済的インセンティブを持つものであった（図内（b））。動画

共有プラットフォームへの広告出稿が急増したのは 2012 年-2014 年頃である

が、それ以前よりこの経済的インセンティブ自体は存在しており、それもあっ

て、ニコニコ動画でも、「（2）補完者マネジメントの仕組み」として、既存の

コメント機能を特徴としたサービスを展開しつつも、2011 年 12 月にクリエイ

ター奨励プログラムを開始し、収益化の仕組みを追加している。  
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図 6-3 分析枠組みに基づくニコニコ動画事例の整理 

 

 

 

出所：筆者作成  

 

先に述べた通り、ドワンゴは「海外事業者」として YouTube のことを認識

しており、2012 年から 2014 年頃にかけての動画サービスの市場拡大期におい

ても、このクリエイター奨励プログラムを展開し続けた（図内（c））。しかし

ながらこの仕組みは、手続きが煩雑かつ基準が曖昧なものであり、補完者にと

っては不便なものであった。  

このニコニコ動画の収益化方式の不便さと、当時既に YouTube の利用者数

がニコニコ動画を大きく上回っていたこともあり（2015 年 1 月）、「（3）補完

者のエンゲージメント」として、人気カテゴリーであったゲーム実況動画の有

力配信者は YouTube に活躍の場を移し、そして、動画投稿数（アップロード

数）は急減していった（前掲図 6-2）（2015 年からの動向）。  

その後、ドワンゴではクリエイター奨励プログラムの対象となるアニメやゲ

ームを拡充して収益化方式を一部改善していったものの、プログラム自体は大

きく変わらず、そして、ニコニコ動画は、コメント機能を中心としたサービス
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の提供を続けた（図内（d））。確かに、ニコニコ動画の主要な「（4）価値提

案」として、同サービスの特徴であるコメント機能を介したユーザー同士のコ

ミュニケーションは残り続けたが、ゲーム実況動画の激減に代表される人気コ

ンテンツの減少もあり、その YouTube に対する相対的魅力は減少していった

と考えられる。  

結果として、同社の「（5）競争力」としての、プレミアム会員数は 2016 年

3 月の 256 万人をピークに、その後激減していった（2018 年 3 月までに 49 万

人減少）。もっとも、この競争力の低下には、YouTube が当時プレミアムサー

ビスを展開していなかったこともあって 99、YouTube と比較した際のプレミア

ムサービス自体の魅力が減少していった（図内（※））、あるいは、グローバル

規模で事業を展開する YouTube に対して機能面で劣っていた（図内（※※））

といった要因も考えられる。しかし、ここまで確認してきたプレミアム会員数

の動向とニコニコ動画への投稿動画の動向から考えれば、補完者に影響を与え

たのは、これらの要因よりもむしろ、YouTube が普及させた動画投稿の際の経

済的インセンティブそのものや、ニコニコ動画の収益化方式の課題にあったと

考えるのが自然であろう。  

 

5-2. プラットフォーム境界資源を活用した競争力低下への対応 

本章で見たニコニコの事例に関しては、本論文の RQ2「CGM 型プラットフ

ォームのプラットフォーム企業は、競争力低下に対して、ユーザー・補完者エ

ンゲージメントのマネジメントをどのように工夫し、対応するか」に対して、

ニコニコチャンネルの事例から萌芽的な検討を行いたい。  

ニコニコチャンネルは、ニコニコ動画の失速とは別に、「ファンコミュニテ

ィプラットフォーム」というコンセプトに基づきさらなる事業展開が期待さ

れ、ドワンゴ内での資源配分が強化された。ニコニコチャンネルを展開してい

く上では、ファンを既に抱えるクリエイターやアーティストを新たに招致する

ことで、これまでニコニコ動画を利用したことのなかったユーザー層をニコニ

コチャンネルに誘導しようとした。  

 
99 YouTube のプレミアムサービス（月額制有料サービス）である「YouTube プレ

ミアム」は、2018 年 11 月 14 日から提供開始された。  
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さらに、ニコニコチャンネル事例の重要な点として着目できるのが、動画サ

ービスが普及したという情勢を踏まえ、当初ドワンゴ社内で利用が想定されて

いたブログやメールマガジンではなく、ニコニコ動画で培ってきた動画投稿機

能やコメント機能といったプラットフォーム境界資源（Engert et al., 2022; 

Karhu et al., 2018）をニコニコチャンネルの事業展開に活用した点である。中

でもコメント機能は、YouTube に不足していたファン（ユーザー）同士のコミ

ュニケーション（直接ネットワーク効果）を促進するのみならず、ファンと投

稿者の交流や投稿者へのフィードバック機能も果たした（間接ネットワーク効

果）。ただし、その際、かつてニコニコ動画の煩雑な収益化方法が一因となっ

て、動画投稿者が YouTube へと流出していったことへの反省を踏まえ、収益

分配方法はチャンネル運営者が自由に設定可能なルールへと変更された。  

表 6-2 の通り、ニコニコチャンネルは、ニコニコ動画が YouTube へ補完者を

流出させてしまった反省を踏まえ、既存のプラットフォーム境界資源を流用し

つつも、環境変化やニコニコ動画とは異なる投稿者に合わせて、ユーザー・補

完者のマネジメント方法を変更している。その結果、従来動画共有プラットフ

ォームの外で活動を行っていたクリエイターやアーティストのエンゲージメン

トを引き出すことに成功した。  

 このような、エンゲージメントの引き出し先となる補完者を既存のプラット

フォーム（ニコニコ動画）から変更したことと、一方で、既存プラットフォー

ムで培ったプラットフォーム境界資源の活用とを併せた、別プラットフォーム

としての新事業（ニコニコチャンネル）を展開することによって、結果として

ニコニコ動画の失速による競争力の低下を、ニコニコチャネルの成長が補った

格好で、ニコニコとして市場で生存していると考えられるのである。  

以上のプロセスを、本章の冒頭で提示した RQ2 に対する分析視角、（1）ど

のように自社の既存のプラットフォーム境界資源を流用したか、（2）どのよう

にそのプラットフォーム境界資源を見直したか、（3）結果として補完者エンゲ

ージメントはどうなったか、そして、（4）最終的にプラットフォームの経営パ

フォーマンスはどうなったかに沿って示すと以下の通りとなる。すなわち、

（1）ドワンゴはニコニコ動画の事業展開によって培った動画投稿機能、コメ

ント機能を流用するとともに、（2）決済機能に関しては課金形態を見直すこと
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で、（3）プラットフォーム外で活動していたクリエイターやアーティストを新

たな補完者としてニコニコチャンネルに動員し、投稿・有料チャンネル数を増

加させることで、（4）ニコニコチャンネルの有料会員数を増加させた、とまと

めることができる。  

 

表 6-2 ニコニコ動画とニコニコチャンネルの比較 

 

 

 

出所：木川・足代（2022, p.10）の表 1 を一部筆者改訂。  

 

 

6. 小括 

 

以上、本章ではニコニコの事例分析を通じて、本論文の RQ1「どのような

ユーザー・補完者エンゲージメントのマネジメントが、いかなるメカニズムで

成熟段階にある CGM 型プラットフォームの競争力低下をもたらすか」という

問いを検討するとともに、RQ2「CGM 型プラットフォームのプラットフォー

ム企業は、競争力低下に対して、ユーザー・補完者エンゲージメントのマネジ

メントをどのように工夫し、対応するか」という問いの解明に対する萌芽的検

討を試みた。  

本章の 1 節でも述べた通り、プラットフォーム境界資源は主に情報システム
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分野のプラットフォームを研究対象として発展してきた概念である。それゆえ

に、モジュールやインターフェースの設計といったソフトウェアやアプリケー

ションに関する技術的資源に議論が集中する傾向にある。  

しかし、本章で取り上げたニコニコのような CGM 型プラットフォームの事

例に照らし合わせれば、プラットフォーム境界資源の概念をより幅広く捉え直

すことが可能である。例えば、従来のプラットフォーム境界資源に関する議論

は、補完者が経済的動機に基づいて行動することが前提とされており、いかに

して補完者のコスト負担を低下させるかといった点が主要な論点となっている

（Tiwana, 2015; Engert et al., 2022）。一方で、ニコニコチャンネルが活用した

プラットフォーム境界資源のように、ニコニコ動画で培ったコメント機能は、

競合プラットフォームに対する差別化された特色として機能すると同時に、フ

ァン（ユーザー）同士の交流から得られる視聴者の反応やファンとの交流とい

った、補完者が動画投稿する際の非経済的インセンティブを引き出す効果をも

もたらす側面も持つ。  

もちろん、ニコニコチャンネルがニコニコ動画での経験を踏まえて収益分配

方法を見直したように、補完者の経済的動機に対応することも必要である。し

かし、本章の事例からは、CGM 型プラットフォームが競争力を低下させるメ

カニズムが理解できるとともに、プラットフォーム企業は、その競争力を低下

させた際に、あるいは低下させるよりも前に、プラットフォーム境界資源を活

用して既存プラットフォームとは異なる補完者の非経済的インセンティブを刺

激して、新事業を展開、模索する必要性があることが示唆されるのである。  
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第 7 章 総括 

 

 

1. 結論 

 

1-1. 議論の構造の再整理 

本章では、まず、本論文の議論の構造を再整理し、各事例における主要な発

見事実を本論文のリサーチ・クエスチョンとの対応関係において取りまとめて

いきたい。本論文の大きな問題意識は、ネットワーク効果を享受しやすいはず

の、ドミナントな地位にある既存プラットフォーム、つまり成熟段階にあるプ

ラットフォームの競争力がなぜ低下したり、持続しなかったりする事例がある

のかという点にあった。  

経営学における初期のプラットフォーム研究が主に着目してきたのは、ネッ

トワーク効果を活かしながら、プラットフォーム企業が「Get Big Fast 戦略

（Lee et al., 2006）」、つまり、自らのプラットフォームのユーザーと補完者の

基盤の拡大を追求するという戦略であった（e.g., Cusumano et al., 2019; Parker 

& Van Alstyne, 2005）。しかしながら、現実を見渡すと、市場において競争力を

有する基盤の大きなプラットフォームビジネスであっても、成長スピードが鈍

化したり、市場地位を低下させたりという現象が観察される。  

本論文では、この、事業の再活性化や成長を求められる局面、つまり成熟段

階にある既存プラットフォームビジネスを分析対象として、どのようなメカニ

ズムによって競争力が低下するのかという課題を検討するとともに、競争力低

下に対応するにはどのようなマネジメントを行えば良いのかという課題を萌芽

的に検討してきた。その際、第 2 章の既存文献のレビューを通して、以下の 2

つの点に注意しながら、検討を進めた。  

1 つ目は、プラットフォームビジネスの種別・分類を意識した検討を行った

ことである。一口にプラットフォームビジネスといっても、基盤型のプラット

フォームと媒介型のプラットフォームでは、扱う製品・サービスはもちろんの

こと、プラットフォームの構造や機能、そこにおいて指摘されるマネジメント
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上の論点は異なる（e.g., Cusumano et al., 2019; Negoro & Ajiro, 2013; 根来 , 

2017）。本論文はこの点を踏まえ、まず、ユーザーと補完者という性質の異な

るプレイヤーを媒介・仲介する媒介型プラットフォームに検討の対象を絞っ

た。この検討は、主に、第 2 章の 2 節から 4 節において行った。  

そのうえで、媒介型のプラットフォーム、とりわけ、成熟段階にある当該プ

ラットフォームの競争力向上の促進・阻害要因に関する論点を検討した。そこ

では、媒介型プラットフォームにおいては「勝者総取りの論理」（Cennamo, 

2021; Karhu & Ritala, 2021）が支配的な論理となる一方で、ユーザーや補完者

のマルチホーミングや、プラットフォーム企業による価値提案の見直し、競合

による模倣のリスクなど、成熟段階の当該プラットフォームの競争力向上を促

進・阻害する要因が既存研究において指摘されていることを示した。  

しかしながら、それらの検討においては、例えば、成熟プラットフォームの

競争力を持続させる要因に関しては、仮説的な命題化にとどまっていること

（McIntyre et al., 2021）、また、その命題によって、実際にプラットフォーム

の競争力が持続されないメカニズム自体は十分説明されていないことを指摘し

た。また、他にも、プラットフォームの一人勝ちメカニズムの崩壊、つまり競

争力が持続しないメカニズムに関する研究は存在するが（e.g., 根来 , 2017; 根

来・加藤 , 2010）、その対象が本論文の対象とは異なることも指摘した。こ

の、プラットフォームの競争力向上の促進・阻害要因やそれに関わる既存研究

の課題に関しては、第 2 章の 5 節で検討した。  

第 2 には、既存の媒介型プラットフォームに関する研究がその一部として想

定していた、CGM 型プラットフォームを議論の対象として取り出すことで、

当該プラットフォームが有する、その機能や構造、そしてユーザー・補完者の

動機における特質を踏まえた検討を行った点である。この点に関しては、主に

第 2 章の 6 節で検討された。  

つまり、本論文の特徴は、CGM 型プラットフォーム（媒介型プラットフォ

ームの部分集合）特有の競争力低下のメカニズムを議論しようとしている点に

ある。そのため、その特質を捉えるための理論的視座として、本論文では、ユ

ーザー・補完者のエンゲージメント（エンゲージメント行動）（e.g., Harmeling 

et al., 2017; Kumar & Pansari, 2016; Saadatmand et al., 2019）に着目した。ユー
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ザー・補完者によるエンゲージメント行動は、CGM 型プラットフォームの製

品・サービスの中核を成し、また、企業を取り巻く環境変化の影響を受ける。

さらに、当該行動は、CGM 型プラットフォームにおいては、経済的インセン

ティブのみならず、非経済的インセンティブにおいても行われる。  

これらの点が、CGM 型プラットフォームビジネスのプラットフォーム企業

による、ユーザー・補完者のマネジメントの難しさを形成している。それであ

るがゆえに、ユーザー・補完者のエンゲージメントのマネジメントが、成熟段

階における CGM 型プラットフォームの競争力低下のメカニズムを説明できる

観点として欠かすことができないという基本的着想のもと、以下のリサーチ・

クエスチョン（RQ1、RQ2）を設定した。すなわち、RQ1「どのようなユーザ

ー・補完者エンゲージメントのマネジメントが、いかなるメカニズムで成熟段

階にある CGM 型プラットフォームの競争力低下をもたらすか」、そして、

RQ2「CGM 型プラットフォームのプラットフォーム企業は、競争力低下に対

して、ユーザー・補完者エンゲージメントのマネジメントをどのように工夫

し、対応するか」の 2 つである。  

そして、上記のリサーチ・クエスチョンの解明に際して、本論文では既存研

究の検討を基に、事例研究の分析枠組みを構築した。すなわち、「（1）競合・

代替品の登場」、「（2）補完者マネジメントの仕組み」、「（3）補完者のエンゲー

ジメント」、「（4）価値提案」、「（5）競争力」の 5 つの項目間の影響関係を想定

した分析枠組みである（（2）と（3）を合わせて、「ユーザー生成コンテンツの

マネジメント」と呼んでいた）。これらの、エンゲージメント（エンゲージメ

ント行動）概念の本論文への導入から、リサーチ・クエスチョンの導出、分析

枠組みの構築に関しては、第 3 章で行った。  

以下では、本論文のリサーチ・クエスチョンに沿って、本論文の各事例研究

における発見事実を個々に整理した後に、各事例の比較分析を行いながら、事

例間に共通した影響関係を抽出していく。それをもとに、本論文の RQ1 であ

る CGM 型プラットフォームビジネスの競争力低下メカニズムの一般化を試み

る。  

そのうえで、RQ2 に対する萌芽的検討を行う。そして、本章の最後に、RQ2

を踏まえた実践的インプリケーションの提示と、本論文の理論的インプリケー
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ション、および本論文の課題・限界と今後の研究の展望を示す。  

 

1-2. 各事例における主要な発見事実と分析結果 

（1）クックパッド事例 

クックパッド事例（第 4 章）の発見事実とそれに基づく分析結果を、本論文

の RQ1 と分析枠組みを踏まえて整理すると、以下の通りとなる。  

クックパッドは CGM 型のレシピ投稿サイトである。クックパッドが成長し

ていた 2010 年前後においては、同社のレシピは加速度的に増加し、それに付

随する形で、利用者数も増加していった。そのため、クックパッドは自社プラ

ットフォームビジネスの強みとして、レシピ投稿のフォーマット化やつくれぽ

機能といった、補完者マネジメントの仕組みに基づくユーザー生成コンテンツ

（レシピ）の投稿（補完者のエンゲージメント行動）と、その結果としてのレ

シピ数、レシピの再現性を訴求点として追求していた。  

しかし、クックパッドが活動していた市場に、動画サービスの登場や SNS

検索の普及といった、基盤技術もしくはそれに関わる事業環境の変化が起こっ

た。この変化を契機として、クラシルやデリッシュキッチンのようなレシピ動

画サービス（代替品）が登場し、特定のセグメント（料理好きのルーキー）が

持つ、料理のわかりやすさやレシピの探しやすさを追求するユーザーニーズを

より満たすことになった。  

しかし、既存プラットフォームであるクックパッドは、かつて自社のテキス

トレシピ数の増加に貢献した、従来のユーザー生成コンテンツのマネジメント

に執着し続けた。その背景としては、自社から離脱したユーザーは一部であっ

たこと、あるいは、自社の仕組みとレシピ動画両者のコンテンツ投稿・生成の

仕組みが異なることが考えられた。  

結果として、レシピ数に代表されるクックパッドの魅力は相対的に減少し、

クックパッドの競争力（ページ訪問者数）は低下した。  

この一連のプロセスを本論文の分析枠組み（前掲図 3-1）に沿って整理した

図 4-5 から、周辺的な要因と判断した影響関係を除外すると以下の通りとなる

（図 7-1）。  
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図 7-1 クックパッドの競争力低下のプロセス（図 4-5 を一部改変） 

 

 

 

出所：筆者作成  

 

（2）ミクシィ事例 

ミクシィ事例（第 5 章）の発見事実とそれに基づく分析結果を、本論文の

RQ1 と分析枠組みを踏まえて整理すると、以下の通りとなる。  

まず、成熟段階にある CGM 型の既存プラットフォームであるミクシィは、

海外の競合 SNS（Facebook、Twitter）の市場参入という環境変化への対応や、

プラットフォームのユーザー・補完者の基盤拡大のため、サービスの機能改善

や機能追加を行い、ユーザー数や補完者数を増加させていった。この企業行動

自体は、ネットワーク効果を前提とすれば、合理的な行動である（e.g., 

Boudreau, 2010; Isckia et al., 2020）と考えられた。  

問題は、その際、自社サービスの一層の拡大を企図して競合 SNS に同質的

対応を行った（嶋口 , 1986）ことであった。その背景としては、ミクシィの経

営陣が明らかに Facebook を意識していたこと、また、ミクシィにとって競合

のサービスは比較的模倣しやすいものであったことが考えられた。  

しかしながら、その企業行動は、結果として、ミクシィにおける補完者のエ

ンゲージメント行動を変化させ、ひいては、元来有していたプラットフォーム

の独自性をも変容させてしまった。具体的には、（1）「mixi ボイス」や「イイ
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ネ！」の投稿数増加に比して、日記の活用度合いが減少したこと、そして、

（2）「居心地の良さ」に象徴されるミクシィの本来的魅力が変容したことが分

析された。  

ミクシィの事例においては、この環境変化を契機とした競合対応が 1 つの要

因となって、競争力を有していたプラットフォームのユーザーの利用率が低下

傾向に入ったことが示された。  

このミクシィ事例のプロセスを本論文の分析枠組み（前掲図 3-1）に沿って

整理した図 5-2 から、周辺的な要因と判断した影響関係を除外すると以下の通

りとなる（図 7-2）。  

 

図 7-2 ミクシィの競争力低下のプロセス（図 5-2 を一部改変） 

 

 

 

出所：筆者作成  

 

（3）ニコニコ事例 

ニコニコ事例（第 6 章）、中でも、競争力が低下したプラットフォームであ

るニコニコ動画の事例に関する発見事実とそれに基づく分析結果を、まず、本

論文の RQ1 と分析枠組みを踏まえて整理すると、以下の通りとなる。  

ニコニコ動画は、かつて日本国内市場の有力動画共有プラットフォームであ

り、コメント機能に代表されるような、ユーザーと配信者の間のコミュニケー
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ションによる面白さ、つまり非経済的動機を訴求するものであった。しかし、

動画サービスの普及、動画広告への出稿増、そして、巨大プラットフォームで

ある YouTube の市場への浸透といった、ニコニコ動画の活動環境に変化が生

じた。  

環境変化により、補完者（動画投稿者）には、大きく 2 つの認識の変化が起

こった。1 つは、YouTube のように「動画投稿で収益を得る」という経済的イ

ンセンティブの普及である。そして、2 つめは、ニコニコ動画が 2011 年 12 月

から開始した投稿動画の収益化手続きの不便さが投稿者に認識されたことであ

る。  

ニコニコ動画は、アップロードする動画の審査の仕組みが煩雑であったこと

もあり、また YouTube がニコニコ動画を上回るユーザーリーチを有していた

こともあり、結果として、ニコニコ動画の人気カテゴリーであったゲーム実況

動画の人気投稿者が YouTube に大量流出し、実況動画投稿数の著しい減少、

つまり、補完者のエンゲージメントの変化が起こった。そして、人気投稿者の

YouTube への移行と人気ジャンルの動画減少は、ニコニコ動画の相対的魅力の

減少につながり、結果として、ニコニコ動画のプレミアム会員数の減少につな

がったと考えられる。  

ニコニコ動画事例のプロセスを本論文の分析枠組み（前掲図 3-1）に沿って

整理した図 6-3 から、周辺的な要因と判断した影響関係を除外すると以下の通

りとなる（図 7-3）。  
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図 7-3 ニコニコ動画の競争力低下のプロセス（図 6-3 を一部改変） 

 

 

 

出所：筆者作成  

 

1-3. 比較事例分析による競争力低下のメカニズムの検討 

ここでは、以上の各事例における分析結果の比較事例分析を行うことで、事

例間での共通部分を明確にしながら、本論文の RQ1 に答える形で CGM 型プ

ラットフォームの競争力低下のメカニズムの一般化を図る。そのため、本章の

1-2 項では、本論文で事例研究を行った 3 つの CGM 型プラットフォームの競

争力の低下メカニズムを再整理した（図 7-1、図 7-2、図 7-3。メカニズム検討

の詳細は各事例の章を参照）。この 3 つの事例分析を比較検討し、本論文の分

析枠組みの各項目の要素を共通化し、さらに、それ以外の影響要因のうち、各

事例間に共通している要因、また、共通している影響関係のみを取り出し、抽

象化して表現すると図 7-4 の通りとなる。  

まず、本論文の分析枠組みの各項目（要素）とそれ以外の要因について事例

をまたがった整理を行う。この際、前者については（1）-（5）として整理

し、後者については① -④という記号を付す（図 7-4）。図 7-4 内の灰色の箱は

本論文の分析枠組みの（1）-（5）の各項目にあたり、それらの下の白色の箱

には 3 つの事例分析の比較検討から抽出された要素が記載されている。また、

図内①-④は、比較事例分析において特定された、分析枠組み内（1）-（5）の
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各項目間の影響関係に影響を与えるモデレーター的な位置づけを持った要因で

ある。なお、各事例分析においては、これらの各要因① -④（各事例分析の際

は（a）-（d）と記号を付していた）は、（1）-（5）の各項目間の影響関係

に、正（+）もしくは負（ -）の影響を与えるという分析を行っていたが、図

7-4 においては影響関係の抽象化を図ったため、正負の分析は行っていない

（いずれにもなり得ることを意味している）。また、第 3 章以降度々述べてい

るが、（1）-（5）の各項目間の影響関係は、先行要因が変化すると後ろの要因

が変化するという関係となっている。  

 

図 7-4 CGM 型プラットフォームの競争力の低下メカニズム 

 

  

 

出所：筆者作成  

 

「（1）競合・代替品の登場」としては、CGM 型プラットフォームにとって

直接の競合サービスが登場するか、もしくは、価値提案やビジネスモデルは異

なるものの、CGM 型プラットフォームと同様の価値を異なる機能でユーザー

に提供可能な代替品が市場に登場するというのがポイントである。具体的に

は、ミクシィにとっての Facebook や Twitter、あるいは、ニコニコ動画にとっ
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て YouTube は直接の競合サービスに該当し、他方、クックパッドにとってレ

シピ動画のサービスは代替品に該当する。  

これら「（1）競合・代替品の登場」は、「（2）補完者マネジメントの仕組

み」に影響を与える。その際、プラットフォーム企業の補完者マネジメントの

仕組みへの対応については、「既存の仕組みを継続・一部改変」するか、もし

くは「新たな仕組みを追加する」という選択があげられる。本論文の事例研究

で扱った 3 つの事例に関しては、基本的にはまず、既存の仕組みを継続すると

いう企業行動をとっていた。競合・代替品の登場に際して、クックパッドはテ

キストレシピを投稿させるための仕組みを継続し、ミクシィも、機能改善を図

りつつも、既存の日記機能やコミュニティ機能を継続した。また、ニコニコ動

画も、コメント機能をベースとしたサービスに非経済的インセンティブに基づ

く動画投稿を促す仕組みを継続展開した。他方で、ミクシィに関しては既存の

仕組みを継続しつつも、競合同様の仕組み、つまり「mixi ボイス」や「イイ

ネ！」ボタンを同質的対応で展開した。また、ニコニコ動画もクリエイター奨

励プログラムを投稿動画の収益化の仕組みとして追加展開した。  

このように、競合・代替品が登場した際に、CGM 型プラットフォーム企業

は補完者マネジメントの仕組みを継続展開または新たに追加するが、それに影

響を与えると考えられる要因が、ユーザーのどのセグメントに影響するか（図

7-4 内①「セグメントへの影響」）ということと、補完者に対するインセンテ

ィブについての認識（図内②「補完者へのインセンティブ」）の 2 点であると

考えられる。  

競合・代替品が登場した当初、クックパッドから移動したユーザーは「料理

好きのルーキー」という一部のセグメントであった。また、ニコニコ動画に関

しても、2009 年頃には YouTube の影響はあったものの、利用時間の長いユー

ザーを根強く抱えており、自社のユーザーに与える影響はまだ部分的であった

と考えられる。そのため、両プラットフォームは、既存の仕組みの継続という

企業行動を選択したと解釈ができる。一方で、ミクシィに関しては、海外の競

合 SNS の影響力が大きく、ユーザーによるマルチホーミングや利用サービス

の移動が起こったため、競合を意識した同質的対応を取ったものと考えられ

る。  
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また、クックパッドとニコニコ動画に関しては、競合・代替品が補完者に訴

求しているユーザー生成コンテンツ生成に対するインセンティブが、自社のも

のとは異なるものであった。具体的には、デリッシュキッチンやクラシルは補

完者を想定しない仕組みであったし、YouTube はニコニコ動画とは異なる「経

済的インセンティブ」を訴求するものであった。そのため、クックパッドとニ

コニコ動画は、自社プラットフォームの補完者インセンティブには影響しない

と考え、既存の仕組みを継続した可能性が考えられる。一方、前述した通り、

サービスの詳細は異なるが、ミクシィと Facebook そして Twitter が補完者に提

供するインセンティブは同一の「非経済的インセンティブ」であった。そのた

め、ミクシィは、とりわけ Facebook の影響を重視し、競合 SNS への同質的対

応を図ったものと考えられる。  

以上で確認した通り、CGM 型プラットフォームは、競合・代替品が登場し

た際に、複数の要因に影響を受けつつも、補完者マネジメントの仕組みを継続

または追加していく。それが影響を与えるのが、分析枠組みの「（3）補完者の

エンゲージメント」である。本論文においては、補完者のエンゲージメントは

エンゲージメント行動によって計測されている。事例分析の結果からは、補完

者のエンゲージメント行動は、補完者マネジメントの仕組みの変化によって、

「変化する（変化あり）」場合と「変化しない（変化なし）」場合があった。具

体的には、ミクシィにおいては日記よりもボイスや「イイネ！」が利用される

ようになったり、ニコニコ動画においてはゲーム実況動画の激減という変化が

起こったりしていた。一方、クックパッド事例においては、レシピ数は競合・

代替品の参入にかかわらず依然増加を続けており、補完者のエンゲージメント

行動には大きな変化は見られなかった。  

これらの補完者のエンゲージメントの変化に影響を与えると考えられる要因

が、競合・代替品への追随の内容であると考えられる（図内③「競合・代替品

への追随」）。事例分析からは、追随の内容は大きく、競合・代替品に対して遅

れを取る、同質的対応を行う、追随するも機能劣位となる、の 3 つが示され

た。  

クックパッド事例においては、クックパッドはデリッシュキッチンやクラシ

ルの存在を意識しつつも、自社の既存の補完者マネジメントの仕組みを流用す
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ることで、動画関連ビジネスに対応しようとした（「クックパッドスタジ

オ」）。しかしながら、この追随は、代替品のサービス展開よりもタイミングと

して遅いもので、また、クックパッドが既存の仕組みをベースとしたテキスト

レシピを重視していたこともあり、補完者のエンゲージメント行動には変化を

もたらさなかった。ミクシィ事例においては、同社が競合 SNS に同質的対応

を行ったのは既に述べた通りである。同質的対応を行うことで、競合 SNS と

同質の機能がミクシィ上でも展開され、ミクシィにおける補完者のエンゲージ

メント行動は変化した。また、ニコニコ動画事例においては、ニコニコ動画は

YouTube に比して不便な収益化方式を展開することで、人気アカウントの

YouTube への流出を招き、動画投稿数を激減させてしまった。このように、競

合・代替品への追随という要因が、補完者のエンゲージメント（エンゲージメ

ント行動）に影響を与えるということが、比較事例分析によって導かれた。  

次に、分析枠組みの「（4）価値提案」について検討する。本論文において、

価値提案とは、「企業が提供する製品やサービスを通じてユーザーが期待でき

る便益」（Osterwalder et al., 2015）を指し、企業の競争力に直接影響を与える

ものとして捉えられている（Payne et al., 2022）。比較事例分析からは、補完者

のエンゲージメントの変化によって、プラットフォームの価値提案が、「自社

の独自性が変容してしまう」、もしくは、「既存の独自性ではユーザーにとって

の魅力にならない」、という 2 つにパターン化された。  

自社の独自性が変容してしまったのは、既に述べた通りミクシィの事例であ

る。ミクシィでは、「mixi ボイス」や「イイネ！」ボタンはユーザーに相対的

に多く使われるようになり、また、足あと機能を廃止したことも相まって、日

記機能に代表されるミクシィの居心地の良さという独自性が変容していった。

一方、既存の独自性が残るものの、それがユーザーに与える相対的魅力が減少

していったのはクックパッドとニコニコ動画の事例である。クックパッドで

は、レシピ動画サービスが市場に普及することでテキストレシピの魅力が、そ

してニコニコ動画に関してはゲーム実況動画やコメント機能を主とした魅力が

減少していったと考えられる。  

この CGM 型プラットフォームの価値提案の動向に影響を与えると考えられ

る要因が、自社プラットフォームが有している既存の独自機能の位置づけであ
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る（図内④「既存の独自機能の位置づけ」）。クックパッドとニコニコ動画に関

しては、前者は再現性を重視したテキストレシピという独自機能を、そして後

者はコメント機能に特徴付けられる動画共有サービスを展開し続けた。しか

し、この独自機能の「継続」は、競合・代替品が登場した環境下においては、

ユーザーに対する競争力を維持できるだけの独自の魅力であり続けることがで

きなかったと考えられる。一方で、ミクシィは、自社独自の既存サービスを展

開しつつも競合 SNS に同質的対応したが（「継続＋追加」）、結果として自らの

プラットフォームの独自性を変容させることになってしまったのは既に述べた

通りである。  

以上の、分析枠組みである「（1）競合・代替品の登場」から「（4）価値提

案」までの各項目間の影響関係が、4 つの影響要因によって進展することで

（表 7-1）、「（5）競争力」つまり、CGM 型プラットフォームのユーザーの利

用動向が減少してしまうというのが、ユーザー・補完者マネジメントの視座か

ら見た際の、CGM 型プラットフォームの競争力の低下メカニズムの基本プロ

セスである（前掲図 7-4）。  

 

表 7-1 CGM 型プラットフォームの競争力の低下メカニズムの影響要因 

 

 

 

注：表内の数字は図 7-4 内の数字を指す  

出所：筆者作成  

 

なお、表 7-1 にもある通り、影響要因①と②は、CGM 型プラットフォーム

を展開する企業にとっては外部環境にあたるものである一方、影響要因③と④

は企業にとっての内部環境にあたるものである。つまり、影響要因③と④は企
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業にとってコントロール可能な位置づけにあるものであり、経営の実践家にと

って選択の余地を持つものであるといえる（分析枠組みの「（2）補完者マネジ

メントの仕組み」と「（4）価値提案」も同様の位置づけにはあるが、本論文に

おいては（4）は、結果として構築される位置づけのものとして扱っている）。

そのため、競争力低下に直面した CGM 型プラットフォームの経営の実践家に

とっては、とりわけこれらのコントロール可能な影響要因は注視すべき必要が

あるだろう。  

以上で導出した CGM 型プラットフォームの競争力の低下メカニズムは、本

論文で検討した通り、競合・代替品の登場という環境変化に直面した CGM 型

プラットフォーム、そして、そのプラットフォームがユーザー・補完者の数的

基盤を獲得し、確立した競争力を有している、という 2 点が境界条件となって

成立するものである。なお、先にも述べたが、このプロセスの検討の目的は、

補完者マネジメントの仕組みの変化と競争力の低下を結びつけるメカニズムが

各事例において存在するかどうかを確認すること、そしてそのメカニズムに関

する共通の影響要因を検討することであり、それ以外の競争力低下のメカニズ

ムによる説明を排除するものではない。  

 

1-4. 競争力低下への対応に関する萌芽的検討 

本論文は、競争力を低下させた 3 つの CGM 型プラットフォームの比較事例

分析を通じて、競争力の低下メカニズムを検討するものであった（RQ1 に対

応）。他方で、ニコニコ事例のみにおいて、「CGM 型プラットフォームのプラ

ットフォーム企業は、競争力低下に対して、ユーザー・補完者エンゲージメン

トのマネジメントをどのように工夫し、対応するか」（RQ2）という、競争力

低下への処方箋に関する萌芽的検討を行った。  

 一度競争力を低下させたプラットフォームが、事業上の工夫によって競争力

を再び向上させている事例は未だ多くはなく、この萌芽的検討に関しては、単

一の事例によるものではあるが、CGM 型プラットフォームの競争力低下に関

する課題を検討する際に、有益な視点を検討するものであると考えられる。具

体的には、ニコニコサービスの事例は、ニコニコ動画の競争力低下で終わるこ

となく、新事業であるニコニコチャンネルを展開することで、ニコニコサービ
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ス全体として、競争力低下に対応していた。つまり、ニコニコが既存事業であ

るニコニコ動画で培った資源を活用する形で、ニコニコチャンネルという新事

業を展開することで、CGM 型プラットフォームとしての市場での生存を成功

させている例であった。  

この事例の主たる発見事実を整理しておくと、ニコニコサービスを運営する

ドワンゴは、動画投稿者、つまりユーザー・補完者のエンゲージメントの引き

出し先を、既存のニコニコ動画の投稿者ではなく、元来プラットフォームの外

で活動していたクリエイターやアーティストに定めることで、新たなユーザー

ニーズを喚起したところが特徴的である。その際、活用されたのが、既存事業

であるニコニコ動画で培ったプラットフォーム境界資源（Engert et al., 2022; 

Karhu et al., 2018）である動画投稿機能、そして、ニコニコサービスの象徴で

もあったコメント機能であった。他方、ニコニコ動画において YouTube への

動画投稿者の流出の要因となった決済機能（収益化機能）は課金形態を見直し

た。その結果、新たな補完者であるクリエイターやアーティストをニコニコチ

ャンネルに動員することに成功し、それに伴って、有料チャンネル数も増加し

た。それは、ニコニコ動画の競争力低下を補う規模のものとなった。  

この、プラットフォーム境界資源を活用した対応は、既存のプラットフォー

ムだけで競争力低下に対応するのではなく、ユーザー生成コンテンツのマネジ

メントの工夫によってプラットフォームの新事業（別事業）を展開するという

方策を示唆する。そして、その際の要諦として、既存事業で培った資源を活用

あるいは修正するということと、ニコニコ事例が示唆的であったように、特定

のプラットフォームの競争力が低下するよりも前に、その展開を模索しておく

ということが、事例分析からは示された。  

 

 

2. インプリケーション 

 

2-1. 実践的インプリケーション 

ここではまず、本章の 1-4 項からのつながりを意識し、本論文の実践的イン

プリケーションを先に整理しておきたい。本論文からは、CGM 型プラットフ
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ォームの成熟期におけるマネジメント、具体的にはプラットフォームビジネス

の成長戦略や新事業開発、多角化に関して、以下を指摘できる。  

単一のプラットフォームビジネスにおいて近視眼的に既存のプラットフォー

ムのユーザー・補完者の基盤拡大を追求することは、需要の不均質性や

（Cennamo, 2021）、本論文で検討した補完者の動機の多様性の面からも（e.g., 

Boudreau & Jeppesen, 2015）、リスクを含むものとなる。実際、収益増大や競合

対応を目的として、プラットフォームが既存のユーザー・補完者の基盤拡大を

追求し続けることは、かえって市場地位低下の契機になり得るということは本

論文の事例が示した通りである。  

それゆえ、プラットフォーム企業は、単一のプラットフォームの基盤拡大を

追求するのではなく、ユーザーや補完者の嗜好の異質性（Rietveld & Eggers, 

2018）、とりわけ、CGM 型プラットフォームを支えるユーザー・補完者のエン

ゲージメントの特性に基づく嗜好の異質性をよく考慮する必要がある。そのう

えで、プラットフォーム企業は、プラットフォームビジネス内の独自性やサー

ビスの多様化を行うことで（Huber, Kude & Dibbern, 2017）、プラットフォーム

の価値の増大を目指すべきであろう。  

その具体的な手段としては、本論文のニコニコチャンネルの事例で萌芽的に

検討したように、既存のプラットフォームであるニコニコ動画と、新たなプラ

ットフォームを分離することで、異なる複数のプラットフォームを抱えるニコ

ニコサービスのような、「プラットフォームの『プラットフォーム』」（ Isckia et 

al., 2020）を目指すという方法がある。そこでは、補完者を既存プラットフォ

ームと変えたり、既存プラットフォームのプラットフォーム境界資源を活用し

たりといった工夫が必要とされるだろう。あるいは、既存の CGM 型プラット

フォームと同様のプラットフォームを新たに展開するのではなく、新事業のプ

ラットフォームにおいては、レシピ動画サービスの両者が採用したような、

「アプリケーションのファーストパーティ化」（Hagiu & Spulber, 2013: Li & 

Agarwal, 2017）を行うといった具体的な打ち手もあり得る。  

こういった、成長戦略や新事業開発は、リスクの分散や範囲の経済性の追求

といった観点からも、プラットフォームビジネスが取り得る成長、市場での生

存のための方策として考慮にいれるべきであろう。その際重要となるのが、成
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長、生存のための準備を、既存プラットフォームが成熟段階に到達するより前

に行っておくべきであるということであると考えられる。実際、先にも述べた

通り、ニコニコチャンネルの事例は、ニコニコ動画が成長を続けている段階か

ら、ドワンゴの社内で新事業として展開されていた。自社が展開する CGM 型

プラットフォームの展望を良く読んだうえで、新たなプラットフォーム事業の

準備を事前に行っておくに越したことはないのである。  

 

2-2. 理論的インプリケーション 

次に、本論文の理論的インプリケーションを 3 点示す。  

1 つめは、成熟期の CGM 型プラットフォームのマネジメントに関する研究

に対して存在する。既存研究においては、市場でドミナントな地位を形成した

既存プラットフォームが、競争力を持続させて、さらなる事業のスケールアッ

プに成功しようとする際に、その成功の要因がユーザーや補完者の量的規模と

は異なる可能性があることが指摘されてきた（McIntyre et al., 2021）。しか

し、それら要因の詳細の例示や、具体的なユーザーや補完者のマネジメント方

法に関しては、プラットフォームビジネスに参加しているユーザーまたは補完

者のネットワークの密度（density）や、補完者の性質が要因となり得ることが

整理され、仮説的に命題化されるにとどまっており、まだ検討の余地があっ

た。また、その命題によって、実際にプラットフォームの競争力が持続できな

いメカニズム自体を説明することはなされていなかった。また、既存研究で

は、根来・加藤（2010）や根来（2017）において、プラットフォームの競争

力、具体的には一人勝ちメカニズムの崩壊に関する研究が行われているが、そ

の対象は媒介型プラットフォームの中の取引機能を中心としたプラットフォー

ムや基盤型プラットフォームについてであった。  

本論文は、ユーザー・補完者のエンゲージメント（エンゲージメント行動）

を鍵概念とすることで、成熟段階の CGM 型プラットフォームの競争力が持続

できないメカニズム、つまり競争力の低下メカニズムに関して、3 つの事例の

比較事例分析を通じて一般化を試みた。具体的には、エンゲージメント行動

（e.g., Saadatmand et al., 2019; Van Doorn et al., 2010）の概念やエンゲージメン

ト行動に影響を与える環境変化（Van Doorn et al., 2010）（競合・代替品の登
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場）の存在を踏まえて、ユーザー生成コンテンツのマネジメントという観点を

提起し、また、価値提案の視点（Osterwalder et al., 2015; Payne et al., 2022）を

そこに加えることで、CGM 型プラットフォームの競争力低下のメカニズムを

分析し得る分析枠組みを構築し（前掲図 3-1）、それを用いて比較事例分析を

行うことで、競争力低下のメカニズムやそれに影響を与える共通要因を抽出す

ることができた。  

2 つめは、競争力を既に築いた成熟段階のプラットフォームビジネス、とり

わけ CGM 型プラットフォームのユーザー生成コンテンツのマネジメントに関

してである。既存研究では、CGM 型プラットフォームにとって、ユーザー生

成コンテンツ数の増加そのものや、当該コンテンツの内容・機能（品質）のマ

ネジメントをプラットフォーム企業の意図通りに行うことが難しいという問題

があった（Kane & Ransbotham, 2016; Subramanian et al., 2021）。これは、ユー

ザー・補完者エンゲージメントのマネジメントが、CGM 型プラットフォーム

の競争力を左右しているという問題であったが、この問題に関して既存研究で

は十分な具体的検討が行われてきたとは言いがたい状況にあった。  

既存研究においては、基盤型プラットフォームを対象とした研究ではあるも

のの、補完品の著しい増大はプラットフォームビジネスに負の効果をもたらす

ことが示唆されてきた（Boudreau, 2012; Wareham et al., 2014）。本論文では、

成熟段階のユーザー生成コンテンツ数が増加した CGM 型プラットフォームの

比較事例分析を通して、ユーザーのセグメントへの影響や補完者へのインセン

ティブ（e.g., Boudreau & Jeppesen, 2015; Von Krogh et al., 2012）の種類・内

容、競合・代替品への追随方法が、ユーザー生成コンテンツのマネジメントに

影響を与えるということを一定程度明らかにすることができた。  

3 つめは、ネットワーク効果のみに依存できないプラットフォームの成熟段

階における、ユーザー・補完者の動員に関する課題についてである。既存研究

でも検討した通り、プラットフォームビジネスの競争力は、ネットワーク効果

による部分が大きいと理解されがちであるが、ユーザーの需要が同質的ではな

い製品・サービス領域においては、ユーザー数の増加とユーザーが知覚する価

値は単調関係にはならない（Rietveld & Eggers, 2018）。あるいは、本論文で取

り上げた事例のように、環境変化により強力な競合プラットフォームや補完品
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が台頭し、ユーザーや補完者の流出やマルチホーミング（Eisenmann et al., 

2006）を招くことも起こり得る。それゆえ、ネットワーク効果のみに依存せず

に、どのようにして競合プラットフォームとの間で差別化された特色を構築す

るか（McIntyre & Srinivasan, 2017）、あるいはその際にどのように補完者を動

員すべきか、どのようなことに配慮すべきであるかといった点は重要な議論の

ポイントとなる（Cennamo, 2021）。  

この点については、既存のプラットフォーム境界資源（Engert et al., 2022; 

Karhu et al., 2018）を活用、あるいは修正することで、既存の補完者とは異な

る補完者を動員すること（ニコニコ事例）、プラットフォームの基盤拡大に伴

って新たな補完者（ユーザー）を動員することと、そのために競合プラットフ

ォームと同質化したサービスを展開することで、ユーザー・補完者にとっての

プラットフォームの独自性（Cennamo, 2021）を変化させてしまうリスクがあ

ること（ミクシィ事例）、環境変化に伴い、既存のユーザー生成コンテンツを

利用するユーザーの中にいた特定セグメントのニーズに、既存の補完者では十

分に応えることができなくなること（クックパッド事例）、などを事例研究か

ら示すことができた。  

 

 

3. 限界と課題 

 

最後に本論文の限界と課題を整理したうえで、今後の研究の展望や方策を示

す。  

本論文の限界・課題の 1 つめは、本論文が CGM 型プラットフォームの複数

比較事例分析からの、メカニズムの確認・例証と共通の影響要因の抽出にとど

まっているという点である。本論文は 3 つの CGM 型プラットフォームの事例

を比較分析したが、一口に CGM 型プラットフォームといっても、そのユーザ

ーや補完者の間で行われるコミュニケーションを、実用的なものを求める手段

的コミュニティと、ユーザー間で行われるコミュニケーションそのものが楽し

みとなる即時的コミュニティとにさらに分けることもできる（e.g., 金森 , 

2007）。今後はより、CGM 型プラットフォーム、さらに言えばそのさらに細分
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化された下位分類であるサービスの種類なども意識して、より精緻なメカニズ

ムを検討し、モデルのさらなる洗練化を図りたい。  

2 つめは、本論文で分析の視座として導入した、ユーザー・補完者のエン

ゲージメント行動やその動機についてである。本論文においては、各事例にお

いて、エンゲージメント行動を企業が発表する指標を基に分析したが、実際の

補完者のエンゲージメント行動の動機に関しては、入手可能データからの定性

的な分析にとどまっている。また、エンゲージメント行動を起こすユーザー・

補完者の不均質性（Cennamo, 2021; Rietveld & Eggers, 2018）については本論

文で言及したものの、実際の不均質性、例えばライトユーザーとコアユーザー

の違いや、ニーズの違いについては、入手可能データの問題から論じられてい

ない。これらの点に関しては、今後、データを基にして、よりユーザー・補完

者の行動特性をミクロな観点から捉えることで、精緻な検討を行うことが課題

となる。  

3 つめの限界・課題は、本論文は成熟段階の CGM 型プラットフォームの競

争力低下のメカニズムを検討してきたものであるため、より上位の媒介型プラ

ットフォームの成熟段階のマネジメント上の課題にまでは論点を拡張できてい

ないという点である。プラットフォームビジネスに関する研究は、とりわけ欧

米の研究コミュニティにおいて、日進月歩している。さらには、プラットフォ

ームビジネスを取り巻く実際の現象も変化を続けている。最新の研究動向・現

象を分析することで、より一般化された媒介型プラットフォームの経営課題に

関する検討を行っていくことを今後の研究課題としたい。  
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